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Ⅰ　基　礎　医　学

B-1

B-2

ヒアルロニダーゼ導入に伴う
関節液白血球数の測定法の検討

心電図検査の内部精度管理の試み

〇川井翼、阿久津孝宏、遠藤義仁、加賀仁、阿部優香、
　吉岡佳奈、髙橋麻衣、磯田圭子、石垣さやか、小原一葉、
塚嵜哲史

【背景】当院での関節液の一般検査では、関節液中の尿酸ナト
リウムとピロリン酸カルシウム結晶の有無の確認のために行
われ、白血球数の計測は重視されていなかった。しかし、関
節液の 1μL 中の白血球数の計測は関節液の炎症性か化膿性か
のクラス分けのために必要な項目の一つであり、関節疾患の
判定に寄与するものである。
【目的】関節液中白血球数の計測要望があり、関節液の粘稠性
を除去するために必要なヒアルロニダーゼを導入した。それ
により Sysmex XN-1000（多項目自動血球分析装置）の体腔液
測定モードで機械的に関節液中の白血球数を計測することが
可能となった。導入するにあたり、ヒアルロニダーゼを混合
した場合の白血球数の機械測定値と目視の測定値の比較及び、
当直時間帯の検体提出を想定したヒアルロニダーゼの混合直
後の白血球数の測定値と一定時間経過した後の白血球数の測
定値の比較により、適切な関節液の白血球数の測定方法を検
討した。
【対象】当院整形外科外来で 2024 年 10 月から 2024 年 12 月ま
でに採取された関節液約 10 検体を対象とした。
【方法】サンプルを以下の 3 つのグループに分け、白血球数の
機械測定及び目視測定を実施し比較検討した。
　（ア）ヒアルロニダーゼを混合した直後のサンプル。
　（イ）ヒアルロニダーゼを混合し、12 時間経過したサンプル。
　（ウ）ヒアルロニダーゼを混合し、24 時間経過したサンプル。
【結果・考察】ヒアルロニダーゼを混合した直後～ 24 時間の
測定は、機械測定値も目視測定値も差がなく測定できると考
える。

○吉岡佳奈、阿久津孝宏、川井翼、遠藤義仁、加賀仁、
　阿部優香、髙橋麻衣、磯田圭子、石垣さやか、小原一葉、
塚嵜哲史

【はじめに】当院では生理機能検査専門の部署はなく、検
体検査の傍らでその業務を行っており、人員の入れかわり
も頻繁にある。検査技師の人数が少なく、生理機能検査を
専門に行う検査技師がいない状況であっても、同一患者で
同一の検査結果を返却できるようにしなければならない。
　ところが生理機能検査は数値化による定量評価が難し
く、さらに検査を行う検査技師の知識や技術に依存する点
が多いため、標準化された管理方法が確立されていない。
【目的】当院で比較的依頼件数の多い心電図検査に焦点を
当て、内部精度管理について評価・検討したので報告する。
【方法】CardiMax7 解析付心電計 FCP8700（フクダ電子）
を用いて 8 名の検査技師が同一健常成人に対して以下の心
電図を記録した。
　①標準１２誘導心電図
　②高位肋間心電図
　③右側胸部誘導心電図（Ｖ３Ｒ・Ｖ４Ｒ）
　記録した心電図波形と胸部誘導の電極の装着位置を各々
比較した。
【結果】 ①②③いずれの心電図でも技師間の精度は概ね保た
れていた。
【考察】定期的に内部精度管理を行う必要があると考える。

○大海延也＃1、上田 崇義＃1、刑部 高志＃1、荒川 純子＃2、又木 紀和＃3

　＃1自衛隊中央病院臨床検査課、＃2同　循環器内科、
　＃3同　診療技術部長

【背景】戦傷医療において負傷者の命を救う為には出血死を防ぐこ
とが極めて重要とされ、有事における血液製剤の確保に関する検
討も進んでいる。体腔内出血の初期評価は超音波による FAST 法
が有用とされ、野外病院隊では携帯型超音波診断装置を保有して
いる。2022 年には日本救急学会から救急 point-of-care 超音波診断
（POCUS）指針が発出され、携帯型超音波診断装置も次々と発売
されているが、学会の機器展示やカタログでは描出能や特徴を詳
細に知ることは困難である。
【目的】市場の携帯型超音波診断装置の描出能と各機材の特徴を評
価し、野外病院等で使用する最適機種を考察する事である。
【方法】評価機材は市場調査にてピックアップした 9 器材で、描出
能を評価するとともに、携帯性・防水性・耐衝撃性・操作性・無
線可否の確認を行った。描出能は体格の良い自衛官モデルを対象
とし、経験豊富な臨床検査技師 5 名にて行った、評価領域は
FAST・肺・深部静脈・中心静脈・心臓・実質臓器損傷の 6 領域
10 項目とした。最新最上位機種の画像を 10 点とし 10 点満点で評
価した、5 人の平均点を百分率で算出し、評価可能を 60 点、描出
能良好を 75 点に設定した。
【結果】P 社・K 社の 2 社を描出能良好と評価した。この２社は防
水性・耐衝撃性にも優れており野外病院での使用に適していた。
無線の可否においては、プローブ切り替え等において少なからず
問題が発生した、またプローブの発熱が著明で高温環境下での動
作不良が予測された。
【結語】携帯型超音波診断装置の描出能と特徴を評価・検討した、
カタログでは知り得ない多くの情報が確認出来た。本検討の結果
は野外等での利用に適した機材選定において有用な資となるもの
と考える。

各種携帯型超音波診断装置における
描出能および特徴の比較検討B-3
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最新心臓超音波診断装置のＡＩ（人工知能）を
活用したリアルタイム３次元（３Ｄ）心エコー
における心機能自動計測導入への検討

○上田　崇義，大海延也1），小口徳之1），米森幸恵1），荒川純子2） 
　（自衛隊中央病院臨床検査課1），同循環器内科2））

　心臓の大きさと機能の定量化は，心臓イメージングの基本と言
われている．その中でも心臓超音波診断装置を用いた心エコー法
はリアルタイム性に加え，持ち運びが可能な最もよく用いられて
いる非侵襲的検査である．現在，３Ｄ（リアルタイム３次元）心エ
コー法，ＡＩ（人工知能）による心機能自動解析が革新的な進化を
続けている．
　「真空計測におけるガイドライン２０１５年」では，「左室容積
は断層心エコー法，又は３次元心エコー法で測定する」とされて
いる．
　今回器材は Philips 社製 EPIQ CVx を使用．当院心エコールー
チン検査での AI 計測の実際は，傍胸骨左縁長軸像（PLAX）動画
から最適フレームの選択と LVDd/LVDs/IVSd/LVPW/LVOTD の
自動計測と EF・CI 等の計算値の出力．Doppler では TMF，TDI 
e’，TR max PG の自動計測，AV max V，AV TVI，LVOT TVI
の自動トレースからの SV/SVI/CO/CI 等の各指標の出力を行って
いる．3D 計測では心尖部走査から左室・右室内腔容積の自動計測
を行っている．3Dによる解析はMRIと良い相関を示すといわれる．
　現時点で，AI を活用した自動計測は検査時間の短縮と技師間差
の改善に有用と考える．ただし，問題点として，poor imege な画
像であっても自動計測がなされる為，その結果として不正確な計
測を算出してしまう．この問題点を鑑みると使用者には「高画質
な画像を描出する技術」，「ＡＩが自動で計測した結果を審査する
知識」が必要と強く感じる．
　今回，当院に最新のＡＩ（人工知能）を活用した３Ｄ（リアルタ
イム３次元）心エコー検査自動計測機能を搭載した機器が導入さ
れたことから，従来の断層心エコー法による心機能計測とＡＩ（人
工知能）を活用した３Ｄ（リアルタイム３次元）心機能自動計測を
比較した．実臨床への導入要領等を含めて報告する．

○中川　陽介1）、松村　裕1）、堀野 秀樹1）、今田　大助1）、
工藤 貴央1） 、阿部　信次郎2）

　  1）自衛隊中央病院診療技術部臨床検査課　2）同診療科 

[ はじめに ]　
　ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ症は、日本において年間１０件程度の患
者発生が確認されている。今回、HIV/AIDS 患者から本症
例を経験したので報告する。
[ 症例 ]
　患者は 43 歳、男性、2022 年 11 月からHIV/AIDS を発症。
5 月頃から水様便、嘔吐が出現し近隣病院を受診。症状改
善せず後日当院を受診した。受診時、採血、便培養、便一
般検査を実施した。
[ 検査所見 ]
　直接塗抹法所見
　　5μl 程度の光沢のある小顆粒を多数認める。
　グラム染色法所見
　　白く抜ける空砲が多数確認されたため抗酸菌染色を実
施し、赤く染まる球体を確認したためｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑの
感染疑いと報告した。
[ 結言 ]
　ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ症は便中のｵｰｼｽﾄを確認する事が診断上重
要であるため、特に免疫不全の患者の下痢症に対しては頭
にいれておく必要があると考える。

○横沢瑠奈、菅原翔公、栁澤宏樹、麻生拓世、石川武
　自衛隊中央病院　診療技術部　放射線技術課

【背　景】
　令和５年度診療放射線技師養成所における卒業研究で
は、線量予測アプリケーションソフトを開発し機械学習に
よる線量予測を脳・副鼻腔・胸部等の撮影部位を２４項目
に分けてそれぞれ予測した。その結果、線量予測において
副鼻腔の線量が最も大きな誤差であった。昨年度の卒業研
究では、身長、体重、年齢、性別、撮影方法、ＢＭＩ、ＢＳＡ、
ＢＭＲなどの身体情報に基づくパラメータを用いてそれぞ
れ線量予測を行ったものの、ポジショニングや病態による
要因の検討は実施していない。そこで、本研究ではポジショ
ニングと病態による線量変化を調査し、副鼻腔ＣＴの線量
最適化について検討していく。
【方　法】
　１　副鼻腔ＣＴデータ約４００件をポジショニング別に
歯列に対しての角度、ドイツ水平ラインに対しての角
度がＣＴ－ＡＥＣに与える影響を調査する。

　２　病態がＣＴ－ＡＥＣに与える影響を調査する。
【結果・考察】
　個々の患者に適したポジショニングを行うことで適正な
線量管理を行うことができ、医療目的に適した必要最小限
の線量を決定するとこで最適化を図ることが出来る。

HIV/AIDS患者からCryptosporidiumが
検出された症例

副鼻腔ＣＴ撮影におけるポジショニング
及び撮影条件による線量変化の検討

B-4 B-5

B-6
○野刈俊幸、弥吉翔太、栁澤宏樹、麻生拓世、石川武
　自衛隊中央病院　診療技術部　放射線技術課

　Ｘ線撮影において、重要なファクターは被検者に対するポ
ジショニング、機器の撮影条件及び画像処理といわれている。
ポジショニングは、機器が変更された場合でも概ね変わるこ
とがなく、撮影条件についても機器導入時に設定されるため
大幅に変わることは少ないと考えられる。しかしながら、画
像処理については機器の特性やメーカーによる設定によって
大きく変わるため、機器の特性を理解した画像処理が必要で
ある。
　肋骨撮影や胸腰椎移行部撮影といった同じ画像内に濃淡差
が生じやすい撮影では、目的部位の描出を向上させるために
画像処理が有用である。しかし、画像処理によって画像上ど
ういった変化が起きたかを定量的に判断することは難しい。
そのため、各技師の画像処理によって撮影画像の見え方が変
わり、同一患者を経過観察する際の再現性が損なわれてしま
う可能性がある。よって、画像処理において画像とユーザー
で変化させることのできるパラメータとの関係性を具体的数
値をもって理解することが、画像処理を理解する上で重要だ
と考える。
　画像処理の主軸となるパラメータはガンマ値、ダイナミッ
ク圧縮処理（以下「DYN処理」という。）、周波数処理である。
本研究では Leeds Test Object 社製 TOR 18FG ファントムと
画像処理ソフトウェア ImageJ を用いて、各パラメータ変更の
画像処理におけるピクセル値の変化を求めて、評価を行う。
　肋骨撮影や胸腰椎移行部撮影といった濃淡差のある撮影部
位での画像処理について、撮影画像の描出能及び再現性を向
上させ診断に資する画像処理要領を得たので、研究結果を報
告する。

撮影画像の描出能及び再現性向上のための
画像処理についてB-7
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リポソーム化LPS製剤「ALF」を用いた
新興感染症対策

〇中島弘幸1、カーニー・ブラッドリー1、末松良平1、
　山田浩平1、森和真1、後藤洋康2、中島正裕1、木下学1

　1. 防衛医科大学校、免疫・微生物学講座　2. 防衛医科大学校、
腎臓内科学講座

　細菌由来物質であるリポ多糖（Lipopolysaccharide, LPS）は
強力に炎症を惹起する物質である。その一方で、低用量を反
復投与すると自然免疫細胞が活性化され、敗血症モデルの生
存率を大幅に改善することが知られており、LPS プレコンディ
ショニングと呼ばれている。効果の発現が迅速で特定の病原
体に限らない特徴があり、新たな感染症対策として期待され
ている。しかし、LPSをヒトに投与することは危険を伴うため、
安全に投与出来る製剤の開発が待たれていた。米陸軍ウォル
ターリード研究所（WRAIR）は LPS の活性部分をリポソーム
に埋め込み、毒性の強い部分を内包化して安全性を確保した
「Army Liposomal Formulation（ALF）」をワクチンアジュバ
ントとして開発した。我々は WRAIR と共同研究プロジェク
トを開始し、この ALF を用いたプレコンディショニングの実
現性を検証した。C57BL/6 マウスに従来と同様に ALF を投与
した後、肝臓から免疫細胞を採取した。フローサイトメトリー
にて自然免疫細胞の分画を解析し、大腸菌と黄色ブドウ球菌
に対する貪食能を評価した。ALF は従来法と同様に Kupffer
細胞の貪食能を向上し、炎症性の単球由来マクロファージを
減少させ、良好な効果を示した。これらの反応から敗血症の
予後改善が予測される。ALF はすでにフェーズⅠの治験を終
了し安全性が確認されていることから、「ALF プレコンディ
ショニング」をヒトにおいて実現することも可能と考えられ
た。細菌のみならず真菌やマラリアにも幅広く効果を発揮す
るため、新興感染症に対する防護策として期待される。

B-8 B-9
〇武　純也、今井耕輔

【背景】放射線被ばくした人体は、骨髄細胞障害により感染症、
貧血、出血などを起こし、高放射線量では死亡することが知ら
れている。そのため、放射線汚染地域で活動する可能性がある
自衛官を被ばくから守るため、ヒト組織の放射線に対する抵抗
力を高める安全かつ簡便な放射線防護材の開発が望まれている。
そこで我々は、強力な抗酸化剤で低毒性のアスコルビン酸（AsA）
の放射線防護効果についてヒト由来細胞を用いて検討した。
【方法】正常ヒト真皮由来線維芽細胞（NHDF）と高放射線感受
性疾患である毛細血管運動失調拡張症患者由来線維芽細胞
（ATDF）に 0.002µM から 2000µM の AsA を添加し、24 時間後
の細胞生存率を WST-8 法で測定し、AsA の細胞毒性について
検討した。また、NHDF と ATDF に 2µM の AsA を 1 時間前
に事前投与し、Ｘ線 10Gy 照射 5 分後の細胞内活性酸素（ROS）
産生量とＸ線 4Gy 照射 1 時間後に DNA 障害マーカーであるγ
-H2AX フォーカスの発現量を蛍光顕微鏡で計測することによ
り、AsAの放射線防護効果を評価した。
【結果・考察】NHDF と ATDF の双方に対して AsA は全濃度
で細胞毒性を認めなかった。また、NHDF と ATDF の双方で、
AsA2µM 添加群は非添加群と比較してＸ線 10Gy 照射 5 分後の
細胞内 ROS レベルが有意に抑制された。加えて、NHDF と
ATDF の双方で、AsA2µM 添加群は非添加群と比較して有意に
X線 4Gy 照射 1 時間後のγ-H2AX フォーカス数が減少し、放射
線誘発 DNA 障害抑制効果を認めた。以上の結果より、AsA は
X 線照射後に発生する細胞内 ROS の産生量を抑制する事で、
ROS 由来の DNA 障害を抑制し、放射線防護効果を示す可能性
が示唆された。
【結語】AsA はヒト由来細胞に対して放射線照射後の細胞内
ROS 産生量と DNA 障害量を抑制し、放射線防護効果を示す可
能性がある。

ヒト由来細胞に対するアスコルビン酸の
放射線防護効果の検討
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Ⅱ　臨床医学

C-1 至適内科治療が奏効した冠動脈疾患の一例

○桐原真奈1），知識俊樹1），谷口晋也1）, 2），岩下碧1），大﨑歩1）, 2），
　潟手庸道1）, 2），荒川純子1），西田尚史1）, 2），木村豊和1）

　1）自衛隊中央病院　循環器内科，2）国家公務員共済組合
連合会三宿病院　循環器科

【症例】50 代男性．【現病歴】X-3 年より 1 型糖尿病に対して
外来治療を受けていた．X年 7月の定期外来受診時に胸痛を訴
え，心電図で下壁誘導の ST上昇，血液検査で心筋トロポニン
上昇が認められたため，ST上昇型心筋 塞として同日緊急入
院となった．糖尿病以外の既往，喫煙歴はない．【経過】入院
当日に心臓カテーテル検査を行ったところ，冠攣縮および左
前下行枝近位部の器質的狭窄を認めた．左前下行枝の冠血流
予備量比（FFR）を測定すると，0.76（0.80 以下で虚血陽性）
であったが，冠拡張薬の冠注により拡張が得られ造影遅延も
ないことから，胸痛の主因は冠攣縮と考え，器質的狭窄に対
するカテーテル治療は見合わせ薬物治療の方針とした．入院 2
日目から PCSK9 阻害薬を開始、アスピリン，スタチン，冠拡
張薬内服も順次開始し，症状の再燃なく入院 9日目に退院，そ
の後は外来フォローを継続した．外来では，LDL-C 値 20 ～ 40 
mg/dL を維持し，X+1 年 4月にフォローアップの心臓カテー
テル検査を行った結果，左前下行枝近位部の狭窄は造影およ
び血管内超音波上わずかに退縮を認め，FFR も 0.81 と改善し
ていた．【考察】冠動脈疾患患者に対する脂質低下療法は至適
内科治療（OMT）の根幹であり，スタチンと補完的薬剤
（PCSK9 阻害薬等）を用いて LDL-C 値を厳格に管理すること
が推奨されている．PCSK9 阻害薬の心血管イベント抑制効果
は大規模臨床試験で示されており，より早期に導入すること
で中長期的な冠動脈プラーク退縮に有用との報告もある．本
例においても早期に導入した PCSK9 阻害薬を含む OMT が，
約 9 か月の経過での心イベント抑制および冠動脈プラーク退
縮に有効であったと考えられ，結果的に急性期・慢性期のス
テント留置を回避できた．

○谷口晋也1）, 2），知識俊樹1），岩下碧1），大﨑歩1）, 2），
　潟手庸道1）, 2），荒川純子1），西田尚史1）, 2），木村豊和1）

　1）自衛隊中央病院　循環器内科，2）国家公務員共済組合
連合会三宿病院　循環器科

【背景】冠動脈石灰化はバルーン・ステント拡張不良の原因と
なり，ステント内再狭窄（ISR）のリスクとして知られている．
高度石灰化病変の治療にはデバルキングデバイスやカッティン
グバルーンが用いられるが，再狭窄を繰り返す困難例も多い． 
【症例】50 代男性．【主訴】労作時胸部違和感．【現病歴】労作
性狭心症で複数回の経皮的冠動脈インターベンション（PCI）歴
があり，右冠動脈（RCA）には中間部～遠位部までステントが
留置されている．X-1 年 6 月に RCA 中間部のステント内慢性
完全閉塞に対して PCI が施行されたがデバルキングデバイス
の使用ができず，不十分なバルーン拡張のみで終了していた．
X年 3月から主訴出現し前医受診，当院へ紹介となった．
【治療経過】精査の結果，RCA 遠位部に ISR を認め，主訴の
原因と考えられたため PCI を施行した．血管内超音波で，病
変部には全周性の高度石灰化を認め，ロータブレータによる
デバルキングが必要と判断した．標的病変は蛇行する RCA 遠
位のステント内にあり，ガイドエクステンションカテーテル
を用いてロータブレータ（1.5mm burr）をデリバリーし切削を
行った．切削後，カッティングバルーンで拡張を試みるも不
良であったため，burr を 1.75mm へサイズアップして追加切
削を行った．その後，ノンコンプライアントバルーンで最大
拡張圧まで加圧も拡張不良であった．さらに慎重に拡張圧を
上げていき，十分な拡張が得られた．血管穿孔や悪性の解離
はなく，薬剤塗布バルーンで薬剤塗布し，最終的に良好な血
流を得て手技を終了した．
【結語】今回我々は，高度石灰化を伴う ISR の治療に難渋した
1例を経験したので，文献的考察を加えて報告する．

○上村龍太郎1），知識俊樹1），一尾幸輝2），谷口晋也1）, 3），
　岩下碧1），大﨑歩1）, 3），潟手庸道1）, 3），荒川純子1），
　西田尚史1）, 3），西川誠2），木村豊和1）

　1）自衛隊中央病院　循環器内科，2）自衛隊中央病院　外科，
3）国家公務員共済組合連合会三宿病院　循環器科

　症例①は 92 歳男性．高血圧，脂質異常症で外来フォロー中
であった . 日常生活動作（ADL）は自立．X-5 年前から冠動脈硬
化症に対してアスピリン内服しており，定期外来の血液検査
でHb値（g/dL）は X-1年 8月 12.8、12月 11.8、X年3月 8.8 と
経時的に低下を認めた . 貧血精査目的に入院，上部消化管内視
鏡検査で進行胃癌が発見されたため，外科へ転科の上，開腹
胃全摘術を施行（pStageⅡb），術後イレウスで禁食管理の延長
があったが，その後は経過良好で 14PODに自宅退院となった．
　症例②は 91 歳女性．洞不全症候群に対してペースメーカー
植込み術後、発作性心房細動で外来フォロー中であった．
ADL は自立．心房細動に対してエドキサバン内服しており，
定期外来の血液検査でHb値（g/dL）は Y年3月 11.9、6 月10.5、
8月 8.4 と経時的に低下を認めた．貧血精査目的に入院，大腸
内視鏡検査で上行結腸癌が発見されたため，外科へ転科の上，
腹腔鏡下結腸切除術を施行（pStageⅡa），術後経過良好で
8POD に自宅退院となった．症例①②とも高齢のため補助化学
療法なしで経過観察となっているが，退院後も生活の質を大
きく損なうことなく，独歩で外来通院を継続している．
　循環器疾患を有する患者の抗血栓薬服用率は高い一方で，
特に高齢患者では出血リスクや悪性腫瘍の有病率も高くなる．
超高齢患者への抗血栓薬投与の安全性についてはエビデンス
が確立されつつあるが、ADLや社会的背景に応じた個別の適
応判断と適切なフォローアップも重要である．今回我々は，
定期フォロー中の進行する貧血を契機に , 切除可能な段階で悪
性腫瘍を発見でき，手術後も良好な経過をたどった超高齢患
者を 2例経験したため、文献的考察を加えて報告する．

C-2 高度石灰化を伴う繰り返すステント内
再狭窄の治療に難渋した1例 C-3 抗血栓薬内服中の貧血を契機に悪性腫瘍が

発見され手術で治療し得た超高齢の2症例
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C-5 成人期にて明らかとなった動脈管開存症の2例C-4
○杉浦拓海、弓田悠介、森海之助、名倉まゆ、堀内勇吾、鈴
木晴也、寺本麻菜美、 和田晃典、小原一葉、長尾華

　自衛隊横須賀病院　内科

【症例】71 歳、男性。【主訴】失神。【既往歴】X-13 年に胃癌
に対し胃全摘術。【現病歴】X 年 Y 日歩行中に失神し他院へ救
急搬送されたが、頭部単純 CT 検査・血液検査で明らかな異常
所見を認めず経過観察とされた。その後、精査の希望があり、
Y+8 日に当院内科を受診した。血圧 134/89mmHg、脈拍数 88
回 / 分と血行動態は安定していたが、胸部聴診上Ⅱ音の固定
性分裂を聴取した。血液検査では D-dimer16.9μg/mL と高値
であったことから肺血栓塞栓症（PE)を疑い12誘導心電図検査・
経胸壁心臓超音波検査・造影 CT 検査を施行したところ、右心
負荷所見を認めなかったものの両側肺動脈に血栓像と遠位型
深部静脈血栓症（DVT）を認めた。心筋逸脱酵素は陰性であっ
た。血栓素因として悪性腫瘍、抗リン脂質抗体症候群や血管
炎 を 含 む 膠 原 病 は 否 定 的 で あ っ た が、大 球 性 貧 血
（MCV109.8fL）、VitB12 低値（50pg/mL 以下）総ホモシステイ
ン高値（26.2nmol/mL）を認めた。以上から、non-massive 
PE/DVT（簡易版 PESI スコア 0 点：低リスク群）と判断し、
外来での抗凝固薬と VitB12 製剤の内服による管理の方針とし
た。1 か月後の外来で血液検査上 D-dimer 及び VitB12 は正常
化し、3 か月後の外来で施行した造影 CT 検査では血栓像は消
失していた。総ホモシステイン値は 11.9nmol/mL と改善を認
め、その他の残存する血栓素因を認めなかったことから 3 か
月時点で抗凝固療法は終了可能と判断し、現在に至るまで約 1
年抗凝固薬を投与せず観察したが再発なく経過している。【考
察】胃全摘術後遠隔期の合併症として VitB12 欠乏症が知られ
ているが、VitB12 欠乏症に起因する高ホモシステイン血症が
PE/DVT の原因であることはあまり注目されておらず、今回
我々は適切に診断し良好に治療しえた 1 例を経験したため報
告する。

○井ノ上樹1）, 荒川純子1）, 谷口晋也1）, 2）, 知識俊樹1）, 
　大﨑歩1）, 2）, 潟手庸道1）, 2）, 西田尚史1）, 2）, 木村豊和1）

　1） 自衛隊中央病院　循環器内科　2） 国家公務員共済組合連
合会三宿病院　循環器内科

症例 1　70 歳男性． 幼少期に弁膜症の指摘，COVID-19 の入院
時動脈管開存症の指摘をされたことがあるが，精査治療歴は
ない．20XX 年 2 月数日前からの労作時息切れを主訴に前医受
診し，急性心不全，心房細動を指摘され，当院に紹介受診となっ
た。慢性心不全の急性増悪及び初発心房細動の診断にて当科
入院となった．入院時聴診にて連続性雑音、coarse crackles
を聴取，胸部レントゲンにて著明な心拡大と両側肺野のうっ
血を認めたが、心臓超音波検査では EF35% と低下を認め，左
房左室及び肺動脈の拡大と肺動脈分岐部近傍にシャント血流
を認めた。造影CTにて動脈管開存及び冠動脈造影、右心カテー
テル検査では冠動脈肺動脈瘻も認めた．入院後は利尿薬の投
与にて心不全は改善を認めた．
症例 2　40 歳女性．幼少期に何らかの先天性心疾患の指摘が
あるが，精査加療の既往や胸部症状はない．20XX 年 8 月より
発熱， 嘔気，下痢を認め，当院総合内科を受診．ループス腸炎
疑いにてステロイド加療目的にて入院したところ，心電図に
て ST 低下を認めたことから心臓超音波検査を実施した．明ら
かな壁運動低下は認めなかったものの，胸部肺動脈にシャン
ト血流を認めたことから動脈管開存を疑われ，冠動脈 CT を実
施したところ，動脈管開存を認めた．成人期動脈管開存症は，
20 歳までは無症状で経過することも多いものの，加齢に伴い
感染性心内膜炎，心不全，心房細動等のリスクの上昇もあり，
幼少期に治療介入がなされなかった場合でも，若年かつ無症
状での治療介入の必要性は高い．今回、若年及び高齢での成
人期動脈管開存症の 2 例を経験したことから，文献的考察を
含めて報告する．

○寺本　麻菜美、弓田　悠介、木村　大地、森　海之助、
　杉浦　拓海、鈴木　晴也、小原　一葉、和田　晃典、
　長尾　華
　自衛隊横須賀病院　内科

【緒言】原発性鎖骨下静脈血栓症は，Paget-Schroetter 症候群
とも呼ばれ，特発性の静脈性胸郭出口症候群であり、健常な
若年男性に突然発症する比較的稀な疾患である。今回、労作
時上肢腫脹を主訴に受診し、Paget-Schroetter 症候群の診断と
なり、保存的治療で良好な経過を辿った海上自衛官の一例を
経験したので報告する。【症例】30 歳代男性。来院 4 日前の水
泳後に右上肢の主張が出現し、安静している軽快した。しかし、
入浴や運動のたびに右上肢の腫脹が再燃したことから当院を
受診した。来院時に右上肢の腫脹を認めなかったが、腕立て
伏せとエアロバイク運動を実施したところまもなく右上肢腫
脹が出現した。血液検査では特記すべき異常はなく、右尺側
皮静脈より静脈造影を行ったところ、右鎖骨下静脈の閉塞と
側副血行路の発達を認めた。造影 CT を施行した結果、肺塞栓
などその他血管の閉塞所見は認めなかった。血栓素因の検索
を行ったが特記すべき異常は認めなかった。保存的治療の方
針とし、患側に負荷のかかる運動の制限とともに抗凝固療法
としてアピキサバンを開始した。入浴時の右上肢腫脹は徐々
にみられなくなり、３か月後に再度尺側皮静脈より静脈造影
を行ったところ、右鎖骨下静脈の再灌流を得られていた。４
か月後より患側の運動を再開し、運動強度を徐々に上げたが
症状の再燃は認めなかった。【結語】Paget-Schroetter 症候群
は健常若年男性に好発する疾患であることから、診断や治療
法について文献的考察を加え報告する。

○井上　悌仁、松本　佑介、森　知久
　自衛隊福岡病院

【症例】４０歳代男性自衛官【主訴】食道灼熱感【現病歴】トレー
ニングでクレアルカリン（アルカリ性）を摂取していた．20XX
年 Y 月 Z 日の夜、トレーニング後にサプリメントを内服した
際に食道にひっかかった感じがあったが水などを飲まずその
まま就寝した．Z＋1 日、食道の違和感を自覚し、Z＋2 日、食
道に灼熱感を認め特に食事をすると痛みが増強し胸部全体に
痛みが出現していた．Z＋3 日、水を飲んでも痛みがひどくな
りほとんど飲食ができない状態であり、Z＋4 日、内視鏡検査
も希望され当院を受診した．【既往歴】好酸球性副鼻腔炎　気
管支喘息　高尿酸血症　脂質異常症【検査】上部消化管内視
鏡検査：切歯列から 25 ㎝から 35 ㎝の生理的第２狭窄部にあ
たる胸部中部食道から下部食道にかけて全周性にびらん・潰
瘍を認めた．穿孔を疑うような深い潰瘍や出血をきたしうる
血腫などはみられなかった．送気による管腔の進展性は得ら
れており狭窄の所見はみられなかった．胸部下部食道から食
道胃接合部にかけてはびらんなどの粘膜変化は認められな
かった．【経過】好酸球性食道炎、食道炎症性疾患等が鑑別に
考えられたが、内視鏡検査後にアルカリ性のサプリメントを
摂取していたことや食道にひっかかっていたというエピソー
ドを聴取したことから今回の原因はアルカリ性サプリメント
摂取により生じた腐食性食道炎と考え、狭窄や穿孔の所見は
見られなかったことからステロイドや抗菌薬の投与はせずに
制酸薬と粘膜庇護薬の投与を行い、症状の改善が得られた
【考察】アルカリ性サプリメント摂取により生じた腐食性食道
炎の 1例を経験した．文献的考察も加えて発表する．

VitB12欠乏症による高ホモシステイン血症を
背景に静脈血栓塞栓症を呈した1例

C-6 運動時の右上肢腫脹がありPaget-Schroetter
症候群の診断となった１例 C-7 アルカリ性サプリメント摂取により生じた

腐食性食道炎の１例
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C-9 当院における消化器がん検診業務についてC-8
○堀内　和樹1）、植田　浩貴1）、石橋　勇輔2）、加藤　圭3）

　1）自衛隊入間病院　診療技術部　技術管理課
　2）自衛隊入間病院　診療部　外科
　3）自衛隊入間病院長

　症例は４０歳代の男性で心窩部痛、発熱を主訴に当院を
受診した。虚血性心疾患は否定的で上部消化管内視鏡検査
を施行したところ、十二指腸下行脚主体に多発する不整形
潰瘍を認めた。胃は萎縮なくH.pylori抗体も陰性であった。
血液検査にて肝機能障害、可溶性 IL-2 レセプター軽度高値
を認め、サイトメガロウイルス IgM 及び IgG 抗体が陽性
であることを確認した。潰瘍からの生検では再生性変化と
中等度の単核細胞浸潤が主体で、核内封入体やサイトメガ
ロウイルスの免疫染色による陽性細胞は検出されなかっ
た。酸分泌抑制薬の投与のみで症状は改善し内視鏡的な潰
瘍治癒も確認した。経時的に肝機能障害、可溶性 IL-2 レセ
プターの正常化を確認し、ペア血清にてサイトメガロウイ
ルス IgM 抗体価の減少、IgG 抗体価の上昇を確認できたこ
とから、潰瘍の原因としてサイトメガロウイルス感染が最
も疑われた。稀な症例と考えられ、若干の文献的考察を加
え報告する。

○江南　慧1）　飯田　怜一1）　河越　環1）　山下　允孝2）

　坂本　直子1）　松﨑　純一1）　上田　俊秀1）

　1）自衛隊札幌病院　2）第１１旅団司令部

【背景】当院は現役の防衛省職員を対象とした消化器がん検診
業務を実施している。当院の検診業務における腫瘍性病変の
検出率及びその治療経過を調査して検討を行うとともに、若
干の文献的考察を加えて報告する。
【対象】2021 年 10 月から 2024 年 2 月までの間に健康管理課を
通して上部消化管内視鏡検査及び下部消化管内視鏡検査を受
検した 4977人（上部消化管内視鏡検査 3952 名、下部消化管内
視鏡検査 1025名）。
【結果】上部消化管内視鏡検査では 5 名（0.13%）の患者に腫
瘍性病変が見つかり、3 名が内視鏡治療（2 人が EMR、1 人が
ESD）を、2人が手術を行った。下部消化管内視鏡検査では 11
名（1.07%）の患者に腫瘍性病変が見つかり、8 名が内視鏡治
療（7 人が EMR、1 人が ESD）を、3 人が手術を行った。病
変発見時に遠隔転移などがあり、手術不能となる症例は認め
なかった。上下部とも手術症例含めて全例において根治を得
ており、現時点まで再発なく経過している。
【考察】当院の検診業務における腫瘍性病変検出率は、上部消
化管内視鏡検査で 0.13%、下部消化管内視鏡検査で 1.07% であ
り、既報と比較して低値であった。対象年齢が概ね 60 歳以下
であり比較的若年層を対象に検診業務を行っていることや、
毎年受検している受検者の割合が高値であることより、既報
よりも低値であると考えられる。
【結語】当院における消化器がん検診業務についてまとめ、報
告を行った。若年層かつ比較的健康な受検者が対象であり、
腫瘍性病変の検出はやや困難であるが検出症例は全例で根治
しており、適切に検診業務を行っていると考える。

○西川 至、池田 幹人、山本 司、安齋 エレナ、陣出 淳子、
　瀬川 杏子、逢坂 恵美
　航空自衛隊 第６航空団 基地業務群衛生隊

【臨床経過】
　生来健康な２４歳女性、航空機整備に従事している。X年４
月上旬頃より誘因なく胸痛を自覚したため基地医務室を受診
した。身体所見に特記事項はなく、胸部X線撮影にて明らかな
異常がみられなかったため経過観察の方針となっていた。同
年５月に実施された定期健康診断で実施された胸部X線撮影に
て右下肺野に異常陰影を指摘され、部外病院へ紹介受診となっ
た。
　６月下旬に胸部 CT が実施され、両側に多発する空洞影およ
び結節影を認めた。血液検査、喀痰検査からクリプトコッカ
ス症が疑われ、髄液検査の結果脳への浸潤はみられなかった
ことから、肺クリプトコッカス症の確定診断となった。７月
上旬より抗真菌薬による内服加療が開始された。腰椎穿刺の
影響と考えられる頭痛により一時入院となったが、軽快し現
在は職務に復帰している。
【考察】
　Cryptococcus neoformans は鳥類（特にハト）の糞により汚
染された土壌などにみられることが多いが、免疫機能が低下
した場合に感染することが多いとされている。一方、
Cryptococcus gattii は免疫機能が正常な場合においても感染
する場合があるとされており鑑別には注意が必要である。
　航空機整備という職業の特性上、数多の感染経路が考えら
れ、公衆衛生の観点から基地内での感染防止策にも注意が必
要であると考えられる症例を経験した。

○森海之助、鈴木晴也、杉浦拓海、名倉まゆ、堀内勇吾、
　寺本麻菜美、弓田悠介、和田晃典、小原一葉、長尾華
　自衛隊横須賀病院　内科

【症例】75 歳男性。2024年8月X－2日に労作時呼吸困難を自覚
し前医受診したところ、Covid－19、インフルエンザは陰性で
あり気管支炎の診断で内服の抗菌薬を処方された。8 月 X日に
37℃台の発熱、労作時呼吸困難、SpO2の 80% 台前半への低下
を主訴に当院救急搬送された。白血球 9620/μL、CRP 
13.73mg/dl、胸部 CT で両肺中葉から下葉にかけて広範の浸潤
影を認めた。溶連菌迅速抗原陽性であり溶連菌感染症として
入院加療の方針となった。ネーザルハイフロー（NHF）、
ABPC500mgq8h で加療開始したが CRP と呼吸困難感は改善
が乏しかった。突発性難聴に対して他院で 7 月から柴苓湯を
処方されており、柴苓湯による薬剤性間質性肺炎を疑って、
DLSTを提出するとともにX＋3日からX＋5日にかけてソル・
メドロール 500 ㎎でステロイドパルス療法を施行したところ、
急速に呼吸状態は改善を認めX＋6日には NHF を終了し、
CRP は 0.59mg/dl まで低下したため抗菌薬を終了した。X＋7
日の経過フォローのCTでは肺炎像の大幅な改善が見られた。
また、柴苓湯のDLSTは陽性であり、柴苓湯による薬剤性間質
性肺炎と診断した。X＋9日に退院し現在は外来で経過観察さ
れている。
【考察】今回我々は柴苓湯による薬剤性間質性肺炎を経験した。
漢方薬による薬剤性間質性肺炎は頻度が高く、特にオウゴン、
サイゴ、ハンゲを含む漢方薬は薬剤性間質性肺炎の原因とし
ては有名であり、柴苓湯もこれらの生薬を含んでいる。さらに、
柴苓湯による薬剤性間質性肺炎の中央値は35日であることか
ら今回の発症時期とも合致していた。我々は漢方薬の不用意
な投与は避けるとともに、今回のような症例では薬剤歴を詳
細に聴取することが重要である。

サイトメガロウイルス感染が原因として
疑われた十二指腸潰瘍の１例

C-10 基礎疾患がなく肺クリプトコッカス症を
発症した若年女性の一例 C-11 柴苓湯により発症した薬剤性間質性肺炎の

1例
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C-13 放射線曝露時の救命のためのプレリキサホル
単剤を用いた即時的かつ予防的な自己末梢
血幹細胞採取・保存体制の確立

C-12
○戸田絢子1）2），淡島舞子1）2），内藤貴仁1）2），安田享平1）2），
中野遥加1）2），浅田英知1）2），堀越英之1）2）

　三宿病院　一般内科1），自衛隊中央病院　第１内科2）

　症例は 76 歳女性，主訴は発熱と頸部痛．X-1 年 7 月より
両側の頸部痛，肩痛が出現し，頚椎症の診断で加療されて
いた．X 年 8 月に頸部痛の増悪と発熱を認め，間歇的にプ
レドニゾロンが投与されていた．血液検査で CRP 高値，
血沈亢進を認めたことから内科疾患を疑われ当院を紹介受
診，精査目的で入院した．起床後から数時間以上持続する
頸部痛および上肢帯・下肢帯の近位筋優位の筋痛を認めた．
リウマトイド因子，抗 CCP 抗体を含む各種自己抗体は陰
性で，各種検査から感染症や悪性腫瘍は否定的であった．
FDG-PET では頸椎および腰椎の棘突起，両側大腿骨大転
子部，坐骨結節，両側椎骨動脈に集積を認めた．リウマチ
性多発筋痛症および巨細胞性動脈炎（GCA）が疑われ，高
次医療機関に転院となった．GCA は側頭動脈に炎症を認
めることが多く以前は側頭動脈炎と呼ばれていたものであ
るが，実際には側頭動脈以外の動脈にも炎症が見られるこ
とがあり，現在の呼称となっている．GCA は主に側頭動
脈を侵す cranial 型と大動脈分枝を侵す large vessel 型に
分類される。今回は large vessel 型 GCA の１例を経験し
たため，文献的考察を含め報告する．

○前川隆彰1,2、加藤章一郎2、大澤有紀子2、木村文彦2

　1 防衛医科大学校病院　緩和ケア室
　2 防衛医科大学校　血液内科

　原発事故などにより全身に 3～5Gy の急性の放射線被曝を
受けると、骨髄障害のため 60日以内に死亡するとされる。他
人からの造血幹細胞移植（同種移植）により救命できる可能
性はあるが、生着不全を含めた移植合併症に伴う死亡率が 3～
4 割程度あり、生着後も移植片対宿主病（GVHD）などのリス
クがある他、HLA適合者の検索に時間を要する。これに対して、
あらかじめ自己の末梢血幹細胞を採取・保存しておくことが
できれば、急性被曝時に安全かつ速やかに自家移植を行うこ
とができる。
　しかし、現在の本邦における標準的な末梢血幹細胞採取の
方法では、動員のための薬剤（G-CSF 製剤）の投与から末梢
血への幹細胞の動員までに 4～5 日の期間を必要とする。一方
で、2019 年に「プレリキサホル単剤を血縁ドナーに投与する
ことで、投与から 4 時間後に末梢血幹細胞採取が可能になる」
という成果が報告された（Blood Adv 3 : 875-883, 2019）。この
方法を用いれば、発災時等に直ちに自己末梢血幹細胞の採取・
保存を行うことが可能になる。しかし、本邦ではプレリキサ
ホルは健常人に対する適応はない。
　そこで、防衛医大が率先してこの医療技術の導入を進め、
発災時等に「放射能汚染地域に進入し得る隊員の末梢血幹細
胞を速やかに採取・保存できる体制を確立する」ことが本研
究の最終目標である。そこでまず我々は、「健常人を対象とし
たプレリキサホル単剤による末梢血幹細胞採取」に関する臨
床試験を計画し、令和 7～10年度にかけて本研究を進めていく
方針である。これにあたり、部隊ニーズの収集および健常人
ボランティアの公募に向けて本学会での発表を行う。

○仲西雄大1）、五十嵐正巳1）、佐藤周子1）、代昂史1）、
　鈴木信哉2）、大小田学1）

　1）海上自衛隊大湊衛生隊、2）亀田総合病院

　潜水業務後に両下肢の感覚障害を主訴に受診され脊髄障
害型Ⅱ型減圧症と診断された症例を経験したので文献的考
察を加え報告する。
　症例は５５歳男性。既往歴特記事項なし。潜水歴約３８
年。X 日深度２６ｍ、滞底時間５２分の潜水作業を行い、
午前９時に作業終了となった。その３時間後より両下腿の
感覚障害を認めた。減圧症と診断され現場で高気圧酸素治
療（Table6 延長型）が施行された。症状が改善されない
ためX+1 日当院紹介受診となった。
　受診時は意識清明、両下肢の感覚障害が著明で立位が困
難であり、排尿困難を認めた。大理石斑は明らかではなかっ
た。脊髄型Ⅱ型減圧症と診断し、発症後速やかな再圧治療
が重要であるため連日の高気圧酸素治療の方針とした。
X+1 日 Table6 延長型、X+2 日 Table6 を実施し立位は可
能となるも脊髄性運動失調が残存した。X+4日、X+5日、
X+6日、X+7日、X+8日残存症状に対し Table5 延長型を
行った。また、再圧治療中はリンゲル液点滴を行った。症
状は改善傾向を示し、来院時は立位不可であったが、X+8
日Table5 延長型後は開眼片足立ちが１０秒間可能となっ
た。同日当院を退院し、以後の治療のため転院となった。
　脊髄型２型減圧症と診断され、治療に難渋した１例で
あった。高気圧酸素治療は実施可能な施設も希少である。
減圧症に対しては発症直後の適切かつ十分な再圧治療が必
要であることを認識した。潜水医官として入院から退院ま
で治療に携わった初めての症例となった。

両側椎骨動脈炎を呈するlarge vessel型
巨細胞性動脈炎の１例

C-15C-14 潜水業務終了後に両下肢感覚障害を主訴
とした脊髄障害型Ⅱ型減圧症を発症した症例

○豊田 優 1,2、花村 隼 1、田中光信3、河村優輔1、Blanka Stiburkova4,5、
高田龍平2、松尾洋孝1,6

　1 防衛医科大学校分子生体制御学講座、2 東京大学医学部附属病院薬
剤部、3 防衛医科大学校衛生学公衆衛生学講座、4 Department of 
Mo l ecu l a r  B i o l ogy  and  Immunogene t i c s ,  I n s t i t u t e  o f  
Rheumatology、5 1st Medical Faculty of Charles University and 
General University Hospital、6 防衛医科大学校防衛医学研究セン
ターバイオ情報管理室

【背景と目的】　ABCG2 遺伝子は尿酸トランスポーターをコードし、痛
風の主要病因遺伝子であることを以前に報告した (Sci Transl 
Med,2009)。また、ABCG2 遺伝子はまれな血液型である JR 血液型の責
任遺伝子であることもその後報告された（Nat Genet,2012）。日本人にお
ける ABCG2 のコモンバリアントの Q126X のホモ接合型が ABCG2 タ
ンパク質を欠損するため、JR 血液型における Jr（a－）型に対応する。
本研究では、抗原抗体反応を利用した一般的な血清学的手法において
Jr（a－）型あるいは Jr（a+w）型（精査により若干の抗原が確認される）
と判定された検体から見出されたABCG2 変異型：R147Wと S572R（い
ずれもレアバリアント）に着目し、血液型判定において重要となる細胞
膜移行能を in vitro で生化学的に検討した。
【方法】　２つの変異が ABCG2 タンパク質の細胞内レベル・細胞膜局在
に与える影響を検討するため、MDCKII 細胞（極性細胞株）を用いた局
在解析を行った。
【結果・考察】　共焦点顕微鏡観察の結果、頂端膜側に局在する野生型
の場合とは異なり、R147W と S572R 変異体においては細胞膜上の局在
が認められなかった。したがって上述した ABCG2 変異のホモ接合型で
は、細胞内にて正味の ABCG2 機能が失われていると考えられる。まれ
とはいえJR型は日本人での頻度が高いことが知られており、本研究は自
衛隊において血液型に注目した研究基盤の整備への貢献が期待される。

【参考文献】Toyoda et al.,Transfusion,64(2):412-5,2024.

まれな血液型JRの責任遺伝子ABCG2に
おけるミスセンス変異R147WとS572Rに
注目した生化学的検討
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C-18 S状結腸の拡張に対しHartmann手術を
施行した1例

C-17
◯緒方顕、森庄平、市沢展真、一尾幸輝、鈴木崇文、安部紘生、
小岩井智美、杉原崇生、阿尾理一、西川誠、西山潔、

　神藤英二、小川均
　自衛隊中央病院　消化器外科

【緒言】鼠径ヘルニア内容が虫垂である Amyand’ s hernia は
稀な疾患である。今回、虫垂炎を伴うAmyand’s herniaに対し、
抗菌薬治療が奏効し待機的にメッシュによる修復術を施行し
た一例を経験した。
【症例】69 歳男性。既往として両側鼠径ヘルニアに対する手術
歴がある。X年８月、右鼠径部の腫脹・ 痛を主訴に近医を受
診した。血液検査で炎症反応高値、超音波検査で鼠径部の膿
瘍を認め、当院紹介となった。来院時、右鼠径部に鶏卵大の
圧痛を伴う硬い腫瘤を触知し、CT にて右鼠径管からの盲腸の
脱出及びヘルニア内の脂肪織濃度上昇を認めた。右外鼠径ヘ
ルニア再発及び盲腸の一過性陥頓に伴う膿瘍形成と診断、抗
菌薬投与を先行し待機的手術の方針とした。X 年９月に腹腔
鏡併用の前方アプローチによる鼠径ヘルニア根治術を施行し
た。まず腹腔鏡により観察、盲腸の脱出を伴う右外鼠径ヘル
ニアを認めたが、癒着が強固であり鉗子操作による腸管の還
納は困難であった。次に前方アプローチからの操作でヘルニ
ア嚢を周囲より剥離、内鼠径輪のレベルで腹膜を切開しヘル
ニア嚢を開放、盲腸を切離することで盲腸と膿瘍を内包する
ヘルニア嚢を一塊として切除した。術野は膿汁による汚染は
認めず、メッシュ使用による感染合併の可能性は低いと考え
Lichtenstein 法によりヘルニアを修復した。組織学的にヘルニ
ア嚢内での虫垂炎・膿瘍形成の診断となった。術後経過良好で、
1.5 か月経過時点においてメッシュ感染の兆候は認めていない。
【結語】ヘルニア嚢内で膿瘍を形成した Amyand’ s hernia に
対し抗菌薬治療が奏効し待機的手術を施行し得た症例を経験
した。

○廣田礼　熊野勲　和田晃典　小原一葉
　自衛隊横須賀病院

【症例】７０歳代男性。ほぼ寝たきりで施設入所中、数日来の
腹部膨満、便秘および食思不振を指摘され紹介受診した。腹
部は緊満し、腹部に金属性雑音が聴取された。腹部単純 X 線
検査で大腸の拡張による Coffee bean sign を認め、腹部 CT検
査では S 状結腸の拡大（最大径 83mm）を認めた。S 状結腸軸
捻症と診断し、大腸内視鏡を施行した。拡張部の肛門側には
明らかな閉塞はなく、捻転も明らかではなかったが、減圧は
得られた。しかしその後２４時間で再び急速に拡張を来たし、
来院４８時間後に開腹手術を行った。下行から１５cm 肛門側の
S 状結腸から直腸 S 状部まで著明な拡大を認めたが、明らかな
捻転はなく、虚血を疑う所見もなかった。このほかに腹腔内
に異常を認めなかった。ほぼ寝たきりであり、Hartmann 手術
を決断し、拡張部をすべて切除し、下行結腸人工肛門を造設
し手術終了した。その後経過は良好であり術後１２日目に退院
した。
【考察】捻転や閉塞機転を伴わず比較的急速に大腸の拡張を来
す疾患として Ogilvie 症候群という概念があり、これは大腸に
分布する自律神経系の制御が崩れて発症し、急性偽性大腸閉
塞症 Acute Colonic Pseudo-obstruction（ACPO）と同義との考
え方があり、治療として薬物など使用した保存的治療も選択
肢となるとされるが、本症例は初診時、腹部が緊満しており
金属製雑音も聴取したことから「偽性」腸閉塞とは言い難く、
穿孔や絶食が長引くリスクを考慮し、短期間で手術を決断し
た。一方、捻転や閉塞機転の有無によらず、大腸内視鏡によ
る減圧は極めて有効であり、本症例では入院当日の緊急手術
を回避し、内視鏡による腸洗浄が行われた状態で安全に手術
を施行できた。
【結語】S 状結腸の拡張に対し Hartmann 手術を施行した 1 例
を経験した。

○浅野由也、奥澤　惇、大塚陽平、田之上俊介、
　小野健一郎
　自衛隊中央病院　脳神経外科

【はじめに】明らかな血栓素因のない比較的高齢男性に生じた
静脈胴血栓による皮質下出血の 2 例を報告する。【症例 1】76
歳男性。糖尿病で内服中。見当識障害、左片麻痺で発症、
NIHSS14 点であった。右前頭葉に 6×5×5cm 大の内部不均一
な出血を認めた。造影 CT で上矢状洞（SSS）と、上大脳静脈陰
影の欠損を認め、脳血管造影で静脈洞血栓を確認した。入院
時コロナウイルス抗原陽性、PT-INR 0.98, APTT 27.8（28）, 
D-dimer 9.4μg/mL，protein S 抗 原 127%（73-137），protein C
抗原 111%（70-150），AT-Ⅲ 90%（79-121），総ホモシステイン
10.3（7-17.8）nmol/mL，抗カルジオリピン抗体 IgG<4 U/mL，抗
β2GPI抗体<1.2U/mL であった。3病日目よりヘパリンを開始
した。出血はその後増大なく経過し、9 病日目の CTV で再開
通を認めた。3 週間後 mRS 4 でリハビリテーション継続中で
ある。【症例 2】60歳男性。数日前からの頭痛に加え痙攣、左
片麻痺で発症、NIHSS は 5点であった。既往は脂質異常と痛
風で内服中。CT で右頭頂葉に 5cm大の点状出血を認めた。
SSS の高吸収域あり、MRVで同部位の信号欠損を認めた。検査
上 PT-INR 1.06，APTT 24.5（27.8），D-dimer 5.9μg/mL，
protein S 抗原 100%，C抗原104%，AT-Ⅲ 95%，抗カルジオリピ
ン抗体 IgG<4U/mL であった。入院翌日出血拡大と意識障害
を認め、開頭血腫除去および外減圧術を実施した。また 3 病
日目に血管造影と血栓回収術を施行し、再開通を得た。術後
よりヘパリンを投与した。その後感染症の併発もあり治療は
遷延し、6 か月後 mRS 5 で療養病院へ転院となった。【結論】
不均一な皮質下出血の際、静脈洞血栓の鑑別を念頭におき早
期治療が必要であると考えられた。

メッシュによる修復術を施行した
虫垂炎を伴うAmyand’s herniaの一例

C-19 皮質下出血を呈した静脈洞血栓症の2症例

○市沢展真1）、神藤英二1）、一尾幸輝1）、鈴木崇文1）、森庄平1）、
小岩井智美1）、杉原崇生1）、安部紘生1）、阿尾理一1）、西川誠1）、
西山潔1）、猛尾弘照2）、小川均1）

　1）自衛隊中央病院　外科　2）自衛隊中央病院　病理

【はじめに】消化管出血のうち約 5% が原因不明消化管出血
（Obscure gastrointestinal bleeding; OGIB）であり、そのうち
約 75% が小腸出血である。小腸病変は検索が困難であり、出
血源の同定に難渋し対応に苦慮することも多い。今回、我々
は下血を契機に撮影された CT検査にて小腸腫瘍が疑われ、緊
急手術を要した小腸 Gastrointestinal stromal tumor（以下
GIST）の一例を経験したので文献的考察を加えて報告する。
【症例】62 歳男性。下血を主訴に近医を受診、造影 CT にて腸
管壁に造影効果の増強を伴う40×38mm大の境界明瞭で球状の
腫瘤影を認め、当院紹介受診となった。腹部所見：腹膜刺激
症状なし、臍部左側に腫瘍を触知。血液検査：RBC 2.85×10⁶ 
/μL, Hb 8.8 g/dL,BUN 27 mg/dL, Cre 0.75 mg/dL, CEA 1.2 
ng/mL, CA19-9 <2.0 U/mL。急速な貧血の進行を認めたため、
小腸腫瘍とそれに伴う消化管出血を疑い、緊急で小腸部分切
除を施行した。切除された腫瘍は、腸管粘膜に一部潰瘍を伴う
40×40×35mm大の白色調粘膜下腫瘍で、組織学的には固有筋
層から漿膜直下に、紡錘形核と好酸性胞体を有する紡錘形腫
瘍細胞の束状増殖がみられた。免疫組織学的に腫瘍細胞は、
KIT、DOG1 にびまん性陽性、CD34、SMAに部分的陽性を示し、
S-100 は 陰 性、Ki- 67 標 識 率 は 1% 未 満 で あ り、GIST
（Flecher/modified Fletcher分類：low、Miettinen分類：low）
と診断された。術後経過は良好で術後 9日で退院となった。
【結語】下血を契機に撮影した CT 画像にて発見され、緊急手
術にて切除し得た小腸 GIST の一例を経験した。小腸腫瘍に起
因する出血では貧血の進行が急速で緊急手術が必要になる可
能性のあることを念頭におく必要がある。

C-16 下血を契機に発見された小腸GISTの１例
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○軍司真紀1　久島雄宇1　小川崇文1　三宅彬文1

　平本剛士1　米原晋吾1　近藤晋哉1　伊佐治雅1

　市川武 1　尼子雅敏2　堀内圭輔1

　1 防衛医科大学校整形外科学講座
　2防衛医科大学校リハビリテーション部

【背景】変形性手関節症に対し（Total Wrist Arthroplasty; 
TWA）を施行した報告例は少ない．今回，陳旧性月状骨脱臼
術後に進行した変形性手関節症に対して TWA を施行したの
で報告する．
【症例】58 歳男性．17 年前に転倒で右手をつき，受傷した．
医療機関を受診せず，受傷 7 年後に右手関節痛を主訴に当院
を受診した．単純 X 線で月状骨の背側脱臼を認めたが，関節
変形は軽度であった．手術で月状骨を摘出したが，同部の間
が狭小だったため 球移植は行わなかった．術後通院は自

己中断したが，右手関節痛が悪化したため，術 5 年後に当院
を再受診した．受診時，VASは 90．手関節可動域は伸展35度，
屈曲 25 度と低下しており，単純X線で高度の関節変形を認め，
手術適応と判断した．手術では，背側より展開し，橈骨・手
根骨を骨切りの上，DARTS 人工手関節（帝人ナカシマメディ
カル社，岡山）による関節置換を行った．再手術 1 年後，
痛は消失し，手関節可動域は伸展 60 度，屈曲 45 度，DASH
スコアは術前の 48 点から 11 点に改善した．
【考察】人工手関節は 2017年に本邦に導入され，近年変形性手
関節症へも適応が拡大された．しかし，関節リウマチ症例以
外の報告例は少なく，陳旧性月状骨脱臼後の変形性手関節症
に対し TWA を施行した症例は本症例が第 1 報となる．従来，
高度関節変形に対しては手関節固定術が第一選択であったが，
除痛が得られる一方，可動域制限による著しいADL 低下が不
可避であった．本症例では TWA により，除痛と DASH スコ
アの改善が得られ，術後短期ながら良好な成績が得られた．
これより，TWA は患者満足度も高い優れた術式であると考え
られた．今後，さらなる経験と長期成績の評価が肝要である．

C-20 陳旧性月状骨脱臼後に関節破壊が進行した
二次性変形性手関節症に対して人工手関節術を
施行した1例

C-22 MRI上頚髄圧迫を認めるが自覚症状に乏しい
症例に対する予防的手術の検討

C-21
○濵田遼介　春日久寛　寺本裕明　塚嵜哲史
　自衛隊横須賀病院　整形外科

【はじめに】月状骨 DISI 変形を伴う舟状骨骨折の 1 例を経
験したので報告する。
【症例】26 歳女性。バイク事故による骨盤輪骨折で近医救
急病院に緊急入院した。受傷後5日にORIFが施行された。
術後18日で当院リハビリテーション転院となった。受傷後
から手関節痛および屈曲制限があり、前医では打撲傷の診
断であった。症状継続のため受傷後26日に X 線および CT
による精査を行い、月状骨 DISI 変形を伴う舟状骨骨折を
みとめた。受傷後40日にORIF＋自家骨腸骨移植をおこなっ
た。月状骨の転位に対しては、Kwire を背側より刺入する
ことで整復位を得ることができた。術後は thumb spica 固
定で回内外制限とした。術後 3 週より掌側のみの thumb 
spica 固定として回内外制限なし、リハビリテーション時
のみ手関節自動運動許可とした。術後6週より固定解除し、
軽作業許可とした。術後 3ヶ月で荷重許可とした。術後
8ヶ月の時点で掌屈背屈 70 度までの改善をみとめており、
骨癒合良好である。【考察】月状骨 DISI 変形を伴う舟状骨
骨折の 1 例を経験し、月状骨脱臼整復および腸骨移植、
ORIF によって良好な成績を得た。舟状骨骨折は診断の遅
れにより治療が複雑化するため早期の診断治療が必要であ
る。月状骨 DISI 変形をよりきたしやすい舟状骨骨折の特
徴について若干の考察を含めて報告する。

○懸上大輝、梶川慶太、有井大倫、鈴木謙太、小原心、
　佐々木大雄、中川敬博、北村和也、堀内圭輔
　防衛医科大学校　整形外科学講座

【背景】MRI 上頚髄圧迫を認めるが、自覚症状が少ないもしく
は認めない症例に対する予防的手術の有用性に関して明確な
結論は出ていない。今回、頚髄症の悪化が危惧される2 例に対
し、予防的に筋温存型選択的椎弓切除術（muscle-preserving 
selective laminectomy: SL）を施行したので、若干の考察を加
え報告する。
【症例】症例 1：72 歳男性。喉頭乳頭腫に対し全身麻酔下、頚
椎過伸展位で耳鼻科手術が複数回予定された。頚椎症の既往
があり、MRI で 2 椎間に頚髄圧迫を認めたが自覚症状は無く、
日本整形外科学会頚髄症治療判定基準（以下 JOA スコア）は
17 点満点中 17 点であった。耳鼻科手術による脊髄症状の発症
予防目的にてSLを施行した。耳鼻科手術は予定通り施行され、
脊髄症状の発症は認めなかった。
症例 2：48 歳男性。自衛官。ラグビー後に左上肢痛を自覚、保
存加療で痛みは改善したが、痺れが残存した。MRI では2椎間
に脊髄圧迫を認めた。症状は痺れ及び軽度の手指巧緻運動障
害のみで JOAスコアは15.5 点であったが、他覚的には手内筋
の萎縮や、下肢の 反射亢進を認めた。ラグビーの継続を希
望したため、脊髄症状の悪化予防を目的に SL を施行した。術
後4か月で JOAスコアは 17 点に改善し、ラグビーに復帰した。
【考察】進行性の頚髄症に対する手術適応は明確である一方、
軽症例や無症候例に対する予防的手術の有用性は確立してい
ない。今回我々は、頚椎過伸展による脊髄圧迫が危惧される 2
例に対して、頚髄圧迫のリスク回避しかつ頚椎可動域を維持
することを目的にSLを行った。たとえ軽症例や無症候例であっ
ても、患者の背景により脊髄症の発症リスクが無視しえない
場合は、予防的手術が選択され得ると考えられた。

○山﨑一司　山下太郎　中村一喜　櫻木彬一　日置雄策
　鈴木茜　小林紘樹　堀内圭輔
　防衛医科大学校　整形外科学講座

【要旨】
Masquelet 法は骨折や骨髄炎によって生じた骨欠損に対する治
療法である。本法では、まず欠損部に骨セメントを充填し異物
反応によって骨セメント周囲に反応性の膜を形成させる。そし
てその後、6 週間以上経過した時点で骨セメントを除去し形成
された膜の内部に骨移植を行い欠損部の骨を修復する。今回、
我々は比較的広範な骨欠損を伴った大腿骨顆上骨折に対し
Masquelet 法を用いて良好な成績を得た症例を経験したので報
告する。症例は 35 歳男性。バイク事故により受傷し当院緊急
搬送となった。単純Ｘ線・CTにて左大腿骨骨幹部の粉砕骨折
を伴う左大腿骨顆上骨折と診断した。同日骨折部を安定させ
るため創外固定を行った。受傷15 日目に創外固定を除去し、
Masquelet 法による１期目の手術を行った。大腿骨骨幹部の骨
片を整復し逆行性髄内釘による内固定を行った。大腿骨内顆
近位に大きな骨欠損を認めたため同部に骨セメントを充填し
た。後療法として術後4週目より部分荷重を開始し、術後 6 週
目に全荷重とした。１期目の手術より８週後に２期目の手術
を行った。骨セメント充填部周囲には平滑な膜が形成されてお
り同組織を縦割し内部の骨セメントを摘出した。次に左腸骨よ
り採取した自家骨と人工骨を混合し、膜の内部に収まるよう
骨欠損部に充填した。後療法として、術後３週目より部分荷
重を開始し、術後 17 週に全荷重とした。術後経過は良好であ
り 2 期目の手術から 6 か月経過した現在、患者は 歩行が可
能である。Masquelet 法は骨欠損に対する血管柄付き骨移植や
創外固定を用いた仮骨延長法と比べ、患者の負担が少なく、
技術的にも比較的容易実施が可能である。このことから本法
は外傷に伴う骨欠損の治療において極めて有用であると考え
られた。

月状骨DISI（dorsal intercalate segment
instability）変形を伴う舟状骨骨折の１例

C-23 Masquelet法を用いて治療した大腿骨
顆上骨折の１例
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○珠家　寛生、根本隆嗣、水野司、窪島啓介、江戸博美、
　須佐美知郎、新本弘、松熊晋、堀内圭輔

【緒言】
悪性腫瘍に対する放射線治療は広く行われているが、照射野
内に二次的に発生する放射線誘発性肉腫（Radiation induced 
sarcoma 以下 RIS）が、晩期合併症として稀ながら懸念される。
本症は長期の潜伏期間を経て発生し、その予後は不良とされ
る。今回我々は腸骨に発生した放射線誘発性骨膜性軟骨肉腫
の 1例を経験したので報告する。
【症例】
21 歳女性。5 歳時に当院小児科で骨髄異形成症候群に対して
12 Gy の放射線照射を受けた既往がある。1ヵ月前より左腰部
の突出と 痛を自覚し、精査目的にて当科を紹介受診となっ
た。左腸骨に骨性隆起と圧痛を認めたが、発赤、熱感は無く、
可動性は不良であった。MRI では腸骨表面から骨外に突出す
る T1WI で低信号、T2FS で全体的に高信号、ガドリニウム造
影で辺縁優位に造影増強効果を示す 80×100 mm大の腫瘤を認
めた。PET-CTで同部位に SUV max 3.22 の淡い集積を認めた
が、遠隔転移は認めなかった。切開生検で軟骨肉腫Grade 1 の
病理診断となり、広範切除および液体窒素自家処理骨による
再建を施行した。切除検体の病理診断は生検と同様であった
が、放射線照射野に発生していたことから放射線誘発性骨膜
性軟骨肉腫の最終診断に至った。術後 11ヵ月時点で再発や転
移を認めていない。
【考察および結語】
RISは 1922 年に Beck により初めて報告された稀な晩期合併症
である。がんの治療成績向上に伴い発生率は過去50年で0.06%
から 0.17%まで上昇している。RIS の中でも軟骨肉腫は約4 %
と稀であり、その中でも骨膜性軟骨肉腫は従来報告がない。
RIS の 5 年生存率は 17～ 58% と不良であることから、今後も
慎重な経過観察が必要と考える。

C-24 腸骨に発生した放射線誘発性骨膜性
軟骨肉腫の1例

C-26 人工股関節周囲感染に持続局所抗菌薬灌流
療法を用いてインプラントを温存しえた1例

C-25
○濵田遼介　春日久寛　寺本裕明　塚嵜哲史
　自衛隊横須賀病院　整形外科

【はじめに】艦艇で発生した膝関節ロッキング症状を伴う右膝
外側半月板損傷の 1 例を経験したので報告する。【症例】28歳
男性。高校生時に右膝半月板損傷を指摘されていたが、未治
療であり、年に数回膝の伸展障害を自覚していたが自己整復
で症状軽快していた。胴上げ後に着地した際に、右膝に 痛
および可動域制限を自覚した。自己整復試みるも改善せず、
受傷翌日に歩行困難および右膝伸展障害を主訴に艦内医務室
受診した。身体所見で右膝伸展-10度、屈曲90度でMcMurray
陽性であり、レントゲンにて明らかな骨折は認めなかった。上
記疾患を疑い、アイシング及びNSAIDs内服で経過観察とした。
受傷後 2 日に関節内注射の上で他動的整復を試みるも改善せ
ず、歩行困難も継続しているため海上勤務不適で受傷後 7 日
にフライアウトの方針とした。近隣病院にて関節鏡下半月板切
除術施行された。術後経過良好で、リハビリ期間 3ヶ月要する
とされた。【考察】半月板損傷とは、膝関節の内側と外側にあ
る半月板状の軟骨組織である半月板が断裂・損傷した状態を
指す。断裂の形態の中でもバケツ柄状断裂は最も膝関節に嵌
頓しやすく、膝関節ロッキング症状の最も一般的な原因と言わ
れている。急性の膝関節ロッキング症状に対して受傷後 6 週間
以内に行われた半月板修復は遅れた修復よりも良好な結果を
得られるという報告もあり、急性膝関節ロッキング症状である
場合、早期に帰国し、治療を受けることが望ましいと考えら
れる。【結語】半月板損傷は膝関節ロッキング症状を呈するこ
とがあり、反復する症例も少なくない。海上勤務継続のため
には、症状を有する半月板損傷の患者は手術による根治的治
療を受ける必要があると考える。

○笠井俊汰、小林紘樹、鈴木茜、松元翔、中村一喜、山下太郎、
　堀内圭輔
　防衛医科大学校整形外科学講座

【序論】人工股関節置換術の術後感染は治療に難渋することが
多く，早期の適切な対応が肝要である．近年，骨･軟部組織に
おける難治性感染症に対し，持続局所抗菌薬灌流療法
（CLAP）の有用性が報告されている．従来，骨髄炎や膝関節
周囲感染に本法を用いた報告は散見されるが，股関節周囲感
染に対する報告は乏しい．今回我々は，人工股関節周囲感染
に対し ,CLAP を用いてインプラントを温存しえた 1 例を経験
したので若干の考察を交え報告する．
【症例提示】症例は精神疾患の既往を有する 44 歳女性．右人
工股関節置換術術後 2 か月に，創部からの滲出液及び発赤腫
脹が発生した．来院時血液検査で炎症反応の上昇を認めたため,
人工股関節周囲感染と判断した . 精神疾患悪化による自己衛生
管理の著しい低下のため，腹部と鼠径部に皮膚感染症を生じ
ており，これが近傍にある創部に波及したものと推測された．
早急な感染制御が必要と判断し，抗菌薬投与と洗浄デブリドマ
ン，インプラントの部分交換を施行した．その際，局所の感染
制御目的にゲンタマイシンを用いた CLAP を追加した．術前
の血液培養及び術中採取した関節液双方から黄色ブドウ球菌
が同定され，人工股関節周囲感染の最終診断に至った．術後 2
週で炎症反応が陰性化したため CLAP を終了し，内服抗菌薬
に切り替えた．その後も，感染の再燃はなく，術後 3 週で自
宅退院となった．術後 9 か月の現在，独歩可能であり，感染
は沈静化している．
【考察】人工関節周囲感染では不良肉芽やバイオフィルム形成の
ため，抗菌薬の局所移行が障害される．しかし，CLAP を用
いることで，局所の抗菌薬濃度を極めて高く維持することが
可能であり，インプラント温存に有効であると報告されている .
本法は人工股関節周囲感染に対しても有用であることが示唆
された .

○志水　光恵1、小林　昌代1、青山　亮介1、千葉　美穂1、
　山田　将士1、岡村　綾2、平田　亜希２

　自衛隊中央病院診療技術部1、自衛隊中央病院診療科2

　自衛隊中央病院では 2023年 6 月よりウクライナ負傷兵に
対して義足作成を目的に入院受け入れが開始された。それ
に伴いリハビリテーション技術課では理学療法が処方され
義足作成、義足歩行練習等を実施している。2023年 6 月～
2024 年 8 月までに 20 歳代～ 40 歳代までの 6名を受け入れ
義足作成、歩行訓練を実施し 5 名が義足完成し帰国、1 名
が義足作成中である。その内訳は下腿義足 4 本、大腿義足
2本であった。当課ではこれまで活動度の高い患者に対す
る義足作成や訓練の経験が少なかったため鉄道弘済会義肢
装具サポートセンターの協力も得て今回受け入れに際し準
備したこと、理学療法実施にあたり工夫した点、これから
の改善点や課題等を報告する。

艦艇で発生した膝関節ロッキング症状を伴う
右膝外側半月板損傷の１例

C-27 ウクライナ負傷兵に対する義足作成の紹介
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○小林　昌代1、志水　光恵1、青山　亮介1、千葉　美穂1、
山田　将士1、岡村　綾2、平田　亜希2

　自衛隊中央病院診療技術部1、自衛隊中央病院診療科2

【はじめに】
　昨年第69回防衛衛生学会で発表後、当院ではIPVを常時
準備し、肺炎や無気肺等の症例に対して早期より積極的に
呼吸器リハビリの 1つとして導入している。国内において
IPV を導入している病院施設は多くない。今回、肺炎が疑
われる症例に対して早期より IPV を導入・実施し効果的な
呼吸器リハビリテーションの1つであることが示唆されたた
め報告する。
【症例】
　右股関節痛で当院へ救急搬送、COVID-19 陽性、右大腿
骨頚部骨折の診断。隔離解除後、右人工骨頭挿入術施行。
術後 5 日目より呼吸・意識状態悪化。術後 6 日目より IPV
を開始した。粘稠性高い痰が大量に吸引される一方、左下
葉のエア入り不良が続く。術後 10 日目より IPV に加えて
腹臥位療法実施。咳嗽と共に吸引カテーテル 2 本分以上の
大量の痰が吸引され、左下葉のエア入りは改善し、意識状
態も改善され酸素離脱した。
【考察・まとめ】
　IPVと腹臥位療法を併用した症例報告はない。本症例は
IPV施行直後より喀痰量増加したが左下葉のエア入りは改
善出来ない状態が続いた。腹臥位療法を併用することで短
期間に気道クリアランス改善、胸部レントゲン像が改善し
た。IPVによる肺内パーカッション効果と腹臥位療法を併用
したことでの相乗効果があったのではないかと考えられ
た。

C-28 IPV（Intrapulmonary Percussive
Ventilator）の使用経験（第2報）

C-30 学習ストレスによる機能性神経障害の一例
： Web家庭教師導入による試み

C-29
○古屋 真里、豊留 有希、倉橋　利佳、杭ノ瀬　真理、
　中村　洋介、柴田 晴美、田村 利沙、尼子 雅敏
　防衛医科大学校病院リハビリテーション部

【はじめに】本邦では劇症型溶連菌感染症（以下 STSS）に伴
う壊死性筋膜炎の報告が増加傾向である。STSS に伴う下肢壊
死性筋膜炎に対し理学療法介入し、長期経過観察できた一例
を経験した。
【症例】55 歳男性。主訴：右足痛。現病歴：特に誘因なく主訴
を自覚し、2 日後に全身状態不良となり緊急搬送、STSS に伴
う下肢壊死性筋膜炎と診断された。減張切開や創部洗浄、デブ
リドマンで感染状態のコントロール後、リハビリテーション介
入依頼があり発症 30日目より理学療法開始した。大腿近位ま
で減張切開が行われており立位保持も困難な状態であった。
発症 45日目に植皮術、右下肢荷重時痛あり免荷で歩行の練習
をした。発症 2 か月でピックアップウォーカー見守り歩行が可
能になり、発症 3 か月でピックアップウォーカー歩行自立し自
宅退院した。足関節背屈 -25 度と可動域制限があり、外来でも
理学療法を継続した。発症 4 か月で両ロフストランド で歩行
は自立し、発症後 1年 3か月で電車通勤での設計業に復職した。
6年経過現在も足関節背屈-5 度の関節拘縮があり片ロフストラ
ンド 歩行は可能、超音波療法を継続している。
【考察】STSS に伴う壊死性筋膜炎は筋膜に沿って感染が拡大
するため、頻回のデブリドマンや広汎な植皮を要し、早期リハ
ビリテーション診療が困難となる。本症例では関節拘縮が残存
し長期間の介入を要したが、歩行機能を再獲得させ復職可能
となった。本症は筋膜は障害されても筋実質の壊死は少なく、
感染が沈静化すれば運動機能の獲得は良好であると思われた。
【結語】STSS に伴う壊死性筋膜炎に対し救命後に理学療法を
実施して、長期的に良好な運動機能が獲得できた。

○田村　吏沙，中村　洋介，倉橋　利佳，古屋 真里，
　椎名 義明，三瓶 良祐，尼子　雅敏
　防衛医大病院　リハビリテーション部

{ 本文 }
　機能性運動障害の患者に対し、民間のWeb 家庭教師を導入し、
良好な運動機能の改善が得られた症例を報告する。
{ 症例 }
　13 歳の女子生徒で、小学校では不登校はなく 4 教科の成績が良
好だった。中学入学後3か月で突然の歩行障害を発症した。神経学
的な異常は否定され、未診断の発達障害疑い及び機能性神経障害
と診断された。2 か月間自宅療養し経過観察したが、上肢体幹にも
脱力が広がりトイレ動作に重介助が必要で、車椅子介助移動となっ
たため、運動障害に対してリハビリテーション科に紹介受診となっ
た。運動障害の要因として、新規のストレス因は見当たらず、英
語学習がローマ字との混同から混乱していることから、学習スト
レスが運動困難を悪化させ廃用を起こしたと推測した。本人と母
親に機能性神経障害と告知し、医師が学習支援しながら歩行練習
や上下肢交互運動などの運動療法を開始した。トイレ動作は１週
間後に自立となり、3か月後、２本の T字 で 30m 歩行及び手す
りを用いた階段昇降が可能となって復学した。しかし、復学後に
チック様の体幹脱力が増悪し、椅子からの転落が頻発した。英語
の履修は進みが不良であり、学習ストレスが再発の要因と推定し、
Web 家庭教師による学習支援を導入したところ、脱力と転落はな
くなり、運動機能が安定した。英語の成績は無しから 2 に向上し、
歩行で通学を継続している。
{ 考察並びに結語 }　機能性神経運動障害は、明確な治療法が確立
していない疾患である。今回、通常の運動療法では機能回復は不
十分で、学業の遅れが最も重大なストレス因と考え、Web 家庭教
師による学習支援を外来で導入したところ、予想以上の学習効果
と、運動能力の改善が認められた。発達障害児に対し、Web と情
報機器を活用した外来支援の活用が期待できると思われた。

○山田直樹、仲谷将隆、佐藤真有実、戸田裕之
　防衛医科大学校　精神科学講座

【背景】摂食障害は思春期の女性に好発するが、発達特性が影
響し非典型的な経過をたどる例や、治療に難渋する例も報告
されている。
【症例】20 代男性、家族歴・既往歴なし。幼少期から多動で衝
動性も強かった。学業成績は不良であった。X-2 年に専門学校
を卒業し、契約社員として就労した。職場ではミスが多く度々
上司に叱責され、酒量が増えた。Ｘ-１年に肥満恐怖が出現し、
下剤乱用、過食嘔吐がみられ、食事へのこだわりも出現した。
体重がBMI 13.5 まで低下し、Ｘ年1月当科初診となった。体重
が引き続き低下したため、Ｘ年 4 月入院となった。典型的な摂
食障害として栄養療法を開始したが、やせ願望だけでは説明
のつかない行動や、混乱した言動がみられた。改めて病歴を
聴取し診断の再検討を行った所、ADHD 傾向と知的障害が疑
われた。繰り返す不適応による自己不全感があり、過食嘔吐
が嗜癖化した結果、二次的に摂食障害に至った可能性が考え
られた。発達特性を本人と共有した上で、不全感を刺激しな
いよう支持的に関わりを持ち、適宜枠組みを変更した。断酒
教育を実施したところ、退院後の社会的不安が取り除かれ、
意欲的に治療に取り組むようになった。体重増加を待って心
理検査を実施したところ FSIQ70 であり、社会適応の悪さを踏
まえ軽度知的障害と診断した。順調な体重増加が得られ
BMI 18 に到達し退院した。現在外来通院中である。
【考察】男性、軽度知的障害、ADHD 傾向である神経性やせ症
の症例を経験した。若干の文献的考察を加えて報告する。
【結語】非典型的な摂食障害では発達障害の併存を積極的に疑
う姿勢が重要である。併存例の治療では、摂食障害の治療に
加え、発達障害の特性に合わせた柔軟な治療が求められる。

劇症型溶連菌感染症に伴う下肢壊死性筋膜炎
に対し理学療法を介入した一例

C-31 非典型的な経過から、知的障害、ADHDの
併存が疑われた男性神経性やせ症の1例



防衛衛生 第 72 巻 別冊，2025 年 第 70 回 防衛衛生学会抄録集

National Defense Medical Journal separate volume-Vol.72 202536

C-33
○桒原彩央里、新留圭将、西谷涼
　自衛隊横須賀病院

　複雑性心的外傷後ストレス症（以下 CPTSD）は ICD-11
において心的外傷後ストレス症（以下 PTSD）と区別して新
たに定式化された診断名である。今回我々は PTSD と診断
して加療中であったが他院でCPTSDと診断された症例を経
験したので紹介する。
　症例は24歳女性。X年4月に着任した教官と親しくなり、
同年 7月に件の教官と本人を含む学生数名とで食事会が開
催された。飲酒後酩酊した状態で教官から性的暴行を受け、
その後も脅される形で飲酒後の性的暴行を複数回に渡り受
けた。周囲には相談せずにいたが、休暇で実家帰省中に苛
立ちや過剰な警戒心、驚愕反応を認め、家族に相談した。
帰校後より部内カウンセリングを開始するも症状持続した
ことから X年10月末に精神科外来を初診となる。侵入症状
や回避症状を認め、DSM-5 や ICD-10 に基づいて PTSD と
診断した。本人としては教育継続の希望あり、若年であっ
た事からセロトニン再取り込み阻害薬の導入は見送り抗精
神病薬の頓服使用を開始するも不安症状の増悪、希死念慮
の出現を認めたため、同年11月から 1 か月程度実家療養の
方針とした。実家近医で受診を継続し、CPTSD との診断
となる。復学後、不安症状の再燃を認め、リスクベネフィッ
トを説明の上でセロトニン再取り込み阻害薬での加療を開
始し、次第に症状改善を認めた。
　本症例では PTSD と CPTSD とで診断変更後に大きな治
療方針の違いはなかったが、今後 ICD-11 に基づいた治療
を行っていく上で両者の診断基準やアプローチについて正
確に把握し、患者への適切な診療提供に繋げる必要がある。

○金武 嵩英 1)，寺山 毅郎 2），佐藤 真有実 3），松井 茉莉江 3），戸田 
裕之3），宮﨑 典幸1）, 𠮷井 秀彦1）

　1）自衛隊呉病院診療部，2）自衛隊中央病院救急科，
　3）防衛医科大学校 精神科学講座

【緒言】
ビタミンB1（以下 B1）欠乏は精神症状や致死的な病態の原因となり
うるが、現代の食生活では稀である。営内の食事を全量摂取して
いるにもかかわらず精神症状を伴う B1 欠乏を呈した海上自衛官を
2例経験したため報告する。
【症例 1】
20 代男性、艦船勤務、解離性障害の疑い
成長発達の遅れなし。幼少期から対人交流が苦手である。実母・
実母の妹が精神科通院中だが詳細は不明。内服なし。飲酒・喫煙
なし。食事は艦内で全量摂取して欠食・偏食なし。7月 X-1 日に街
中をふらついていたところを上司が保護し X 日精神科を初診した。
初診時に想起不能を訴えた。急性発症の精神症状であり、器質精
査したところ B1 2.4μg/dL（基準値 2.6-5.8）であった。その他異常
所見を認めなかった。X日からフルスルチアミン 75mg/日の内服と
環境調整を行った。X+7日、症状再発無く復職したため内服終了
とした。X+21日、状態安定しており、B1再検で2.7μg/dLであった。
【症例 2】
10 代男性、艦船勤務、適応障害の疑い
幼少期から計算が苦手で、小中学校では支援を受けた。家族歴に
特記事項なし。内服なし。飲酒・喫煙なし。食事は艦内で全量摂
取して欠食・偏食なし。X-14 日の赴任当初から抑うつ気分が出現、
徐々に増悪し 8 月X日、精神科初診した。初発の精神症状であり、
器質精査したところ B1 1.8μg/dL だった。その他異常所見を認め
なかった。無投薬で休養を開始した。X+14日、早朝覚醒を訴えた
ためベンフォチアミン 103.74mg/日と抑肝散 3 包 3 分の内服を開
始した。X+28日、症状改善し復職の方針となった。B1再検で 10.8
μg/dL と改善した。
【考察】
営内者で食事を全量摂取している状況でも B1 が欠乏した 2 例を経
験した。気候、食事など外部要因を含め文献的考察を交えて報告
する。

○新留　圭将、桒原　彩央里、西谷　涼
　自衛隊横須賀病院

【症例】74 歳男性【主訴】不安感、いらいら感、倦怠感【現病歴】
出生発達に異常なし。元自衛官。精神科受診歴なし。67歳か
ら総胆管結石、膵腫瘍で当院内科通院中。X月Y-1 日昼頃から
倦怠感、いらいら感、同じところにいれない感じを自覚。寝
るために目を閉じると、不安感というか恐怖感というか閉塞
感というか、パニックになり興奮する感じを自覚。X月Y日精
神的なものではないかと自身で考え当院当科初診。【初診時精
神現症】普通体型。ジャンパー、チノパン姿で不潔さはない。
表情はやや硬いが、礼節は保たれ視線は適度にあう。診察中
も落ち着いて椅子に座っている。やや耳が遠いところはある
がはきはきと話し疎通は良好。抑うつ感は乏しい。【HDS-R】
30/30【初診時方針】初診時、抑うつ気分・興味の喪失、幻覚
妄想は否定され、不安感を主に訴えていた。急性発症の経過
であったため、対症的に抑肝散を処方。採血、頭部 CT を行い
帰宅とし次回再診とした。【再診後経過】採血の結果
Na131mEq/l，FT4 0.41ng/dl，テストテロン 0.03 未満 を認め、
頭部 CT は異常を認めなかった。Y+7日再診時、不安症状は
軽減していたが、血液検査の結果から症状性精神障害が疑わ
れ、内科精査の方針となった。【内科受診後経過】後日内科外
来受診の際、倦怠感を訴えていた。血液検査で Na125mEq/l
を認めたため、精査加療目的で当院内科入院となった。各種
負荷試験、頭部 MRI 検査の結果、下垂体機能低下症の診断と
なった。ホルモン補充療法を開始し倦怠感、不安感は改善した。
現在は内科外来で加療継続中である。【考察】精神科受診を契
機に下垂体機能低下症の診断加療に至った 1 例を経験した。
当日は若干の文献的考察を加えて提示する。

複雑性心的外傷後ストレス症の診断と治療
にあたって

C-35 営内全量喫食でビタミンB1欠乏を来した
海上自衛官の２症例C-34 精神科受診を契機に下垂体機能低下症の

診断加療に至った１例

○鈴木　貴大1,2、寺山　毅郎1、松井　茉莉江2、
　佐藤　真有実2、戸田　裕之2

　1. 自衛隊中央病院救急科、2. 防衛医科大学校精神科学講座

【背景】統合失調症のような長期の治療が必要な患者において
は、アドヒアランスの観点からも副作用には最大限の注意を
払う必要がある。今回、救急外来を受診して主訴とは関連が
乏しいが結果としてQT 延長を認め入院加療を要した統合失調
症の１例を経験したため報告する。
【症例】20歳代女性が悪心・胸部違和感を主訴に自衛隊中央病
院救急外来に搬送された。精査の結果、カリウム値が 2.3 
mEq/L と低値であり、12 誘導心電図で QTc が0.55 秒と延長
していた。問診をすると知的な低さが目立ち、習慣性の嘔吐
に加え、偏食と食事制限が見られ摂食障害として診療されて
いた経過もあることが判明した。搬送時も2 週間程度持続した
食事制限の最中であった。統合失調症はブレクスピプラゾール
2mg、オランザピン 20mg で治療されていた。服薬はきちんと
していると本人より情報を得た。入院環境下でカリウム補正
を行うことが望ましいと判断し、短期の入院に関して同意を
得た。入院後、アスパラカリウム300mg 錠 9T3x による補正を
開始した。抗精神病薬は、QT 延長が認められている中での再
開にリスクもあったが、継続的に通院しており、アドヒアラン
スも良い患者であることから、入院期間の制約も考慮し、同
量で再開とした。第 3 病日にはカリウム値は 2.8 mEq/L とや
や改善したところで心電図を再検したところ QTc は0.46 秒と
改善しており、クリニックへ報告し退院した。
【結果】自閉症傾向を背景に食行動異常を有する統合失調症患
者で、低カリウム血症がQT延長の原因であり内服治療を行っ
た。抗精神薬の副作用でQT延長をきたす可能性もあり、原因
の鑑別が重要であった。

C-32 救急外来でQT延長が認められ入院加療を
要した、偏食傾向のある統合失調症の1例
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C-36 自衛隊札幌病院における精神科救急輪番
担当開始後６年目の報告

○鹿村　祐貴、森田　亘、墳本　陽子、船木　香織、佐々木　敦、
　藤井　龍介、龍城　敏孝
　自衛隊札幌病院

【緒言】自衛隊札幌病院は 2019年度より北海道精神科救急医療
体制整備事業に参加し、道央（札幌・後志 1（南）ブロック）に
おいて月 1, 2 回精神科救急輪番を担当している。今回我々は、
5 年間の精神科救急輪番における受診数の推移およびその内訳
について報告する。
【対象および方法】2019年4月 1日から 2024年 3 月31日までの
精神科救急輪番受診の傾向について電子カルテおよび行動制
限に関する一覧性台帳を用いて後方視的に調査し、その内訳
について定量的な分析を行った。
【調査項目】①精神科救急輪番担当回数、②受診相談件数、③受
診件数、④外来・入院件数、⑤疾患分類別患者、⑥入院形態、⑦入
院平均日数・中央値、⑧隔離・拘束を要した件数
【結果】5 年間において、精神科救急輪番担当回数 80 回、受診
相談件数170件であり、そのうち受診件数は77 件であった。受
診の内訳は外来件数 36 件、入院件数41 件であった。疾患分類
は外来対応患者では F4（適応障害等）が最も多く24名、次いで
F3（気分障害等）が6名であった。入院対応患者では F2 統合失
調症等）が最も多く17名、次いでF3が 9名、F4が 8名、F0（認
知症および器質性精神障害等）が 7名であった。入院形態は任
意入院 5 名、医療保護入院 33 名、応急入院 3 名であった。入
院平均日数は 62 日、中央値は39日であり、隔離を要した件数
は 6件、拘束を要した件数は 9件であった。
【考察】結果から、自衛隊札幌病院では精神科救急輪番を通じ
て幅広い症例経験を積み専門性を向上させる機会となってい
る。精神科の治療とともに身体的加療を必要とする場面も見
られ、今後さらに他科と連携を進めていく必要性がある。

C-38 呉地区での低用量ピル処方

C-37
○森麻由美1）, 森田亘2）, 墳本陽子2）, 只野裕己2）, 龍城敏孝2）

　1）防衛医科大学校病院　2）自衛隊札幌病院

　症例は 74 歳女性。X-10 年頃より橋本病の診断で治療を開始
された。
　X年Y-2 月下旬頃から内服間違いや買い物忘れが散見されて
いた。Y-1 月中旬頃から多弁、現実とドラマの混同、攻撃的な
言動、家族への暴力を認めるようになった。英国女王の報道
を見て「自分も王族」等と言い、否定すると怒った。Y月明朝
に自宅を飛び出しマンションの空き部屋に侵入しようとし、制
止した夫を殴る等の暴力を認めたため、家族が救急要請した。
大声や暴力が続き、精神科輪番担当の当院を緊急受診した。
来院時、多弁・多動が目立ち、視覚情報や問いかけ等の刺激
に関連して注意は容易に転導し、言動や行動はまとまらなかっ
た。泣く・怒る等情動もまとまらず、長女の背中を叩く等の
暴力も認めた。精神病症状を伴う躁状態と考えられ、医療保
護入院となった。
　入院時の血液検査、脳MRI 等では異常はなかった。拒食・
拒薬が持続し、オランザピンの筋注を継続したが薬剤反応は乏
しく、疎通性に日内変動があるなど躁状態としては非典型的
であった。経過や橋本病の既往から橋本脳症を疑い、αエノ
ラーゼの N 未端領域（NH2 terminal of alpha-enolase：NAE）
に対する自己抗体（抗 NAE 抗体）の同定を依頼するとともに
ステロイドパルスを開始した。後に抗 NAE 抗体陽性と判明し
橋本脳症の診断が確定した。ステロイドパルスは計 4 クール実
施した。
　後療法の経口プレドニゾロンに加え、アザチオプリン内服や
免疫グロブリン大量療法も施行した。症状は部分的に残存した
が、簡素な疏通は可能となり、明らかな逸脱症状は消退、Y+8
月リハビリ病院へ転院となった。
　橋本脳症の症状は多彩であり、各科で遭遇し得る。精神科
受診から診断に至った一例を治療経過を提示し考察を加えて
報告する。

○川内華佳1）、垣本壮一郎1）、木村西施1）、山本由起1）、
　藤本新1）、三宅太郎1）、小柳津美佳1）、坂元崇洋1）、
　加藤雅史1,2）

　1）自衛隊中央病院産婦人科
　2）陸上自衛隊東部方面総監部医務官

【緒言】平成29年に男女共同参画社会を目指して防衛省・自衛隊に
おいて性別による部隊配置制限が撤廃されたのは記憶に新しいが、
女性特有の健康問題への支援体制は一部の部内医療機関に限られ
ており地域格差が生じている。今回、産婦人科医官が自衛隊呉病
院で女性ヘルスケア外来を開設した後、内科外来で低用量ピル処方
を継続した成果について報告する。【方法】産婦人科医官が異動し
た令和 4 年 9月以降、事前に作成した診療アルゴリズムに則り、自
衛隊呉病院および海上自衛隊第１術科学校衛生課で低用量ピルの
新規処方・継続処方を行った。令和 6 年1月までに受診した隊員数
や有害事象の有無、アルゴリズムの課題について調査した。【結果】
調査期間の低用量ピルの処方件数は延べ 197 件、うち新規処方が
25 件であった。動静脈血栓症等の重篤な合併症は生じなかった。
診療アルゴリズムについては概ね良好と評価されたが、一方で患
者への説明や部外医療機関へ紹介するタイミング等に迷うといった
意見があった。【考察】月経に関するトラブルは日常生活や業務の
パフォーマンスへ支障を来すことが知られており、低用量ピルは有
効な治療法の一つだが、部内医療機関での取り扱いは限定的であ
る。今回、内科外来を担当する医官の協力により産婦人科医官が
異動した後も低用量ピルの新規処方および継続処方が可能となっ
た。今後、益々需要が高まることが予想され、円滑な診療のため
に患者への説明文書やトラブルシューティングなどを整備してい
く。【結語】自衛隊における女性ヘルスケア診療の地域格差是正の
一歩として診療アルゴリズムの利用は有用であり、今後更なる改
善が必要である。

○川内華佳1）、加藤雅史1,2）、桝田美樹2）、木村西施1）、
　山本由起1）、藤本新1）、三宅太郎1）、小柳津美佳1）、
　坂元崇洋1）、垣本壮一郎1）、細江和恵3）、高林勇気3）

　1）自衛隊中央病院産婦人科　2）陸上自衛隊東部方面総監部医
務官　3）自衛隊入間病院

　近年の防衛省における女性自衛官増加に伴う WPS（Women 
Peace and Security）推進の趨勢と女性ヘルスケア診療ニーズ
の高まりを背景に、陸上自衛隊東部方面隊におけるオンライ
ン診療態勢の整備と呼応する形で、令和６年４月より当科オ
ンラインによる女性ヘルスケア外来を新設したのでその概要
について報告する。
　診療に当たる医官は女性ヘルスケア領域の専門医とし、事
前に厚労省の示すオンライン診療に係る研修を修了するとと
もに情報通信機器の確保、医事業務や薬剤授受等に係る業務
フローの作成、及び東方医務官室・駐屯地医務室・当院医事課・
薬剤課・看護部との会同による認識共有を実施した。通信機
器は業務支援システム端末を当科外来診察室と医務室に設置
し、Cisco jabber のビデオ通話を用いた。薬剤の授受等につい
ては、プライバシー保護に配慮し 付きカバンを用いて薬剤
課、通院車ドライバー、医務室勤務員、当該患者間で手交す
ることとした。対象者は当初は自衛官のみとした。令和６年
５月～８月までの間にオンラインによる女性ヘルスケア診療
を９名実施（朝霞８名、立川１名）した。病状の安定した再診
患者の月経困難症、無月経、更年期障害に対して低用量ピル、
漢方薬の処方やホルモン補充療法等を実施した。当初懸念し
ていた通信障害や薬剤取り違え、紛失は生起していない。
　今後は薬剤の授受について入間病院の先行知見に倣い部外
委託による手法について導入検討するとともに、対象地域・
診療科のさらなる拡大、将来的に電子処方箋発行やオンライ
ン決済等のシステム整備が完了した段階においては事務官、
共済組合員への対象者拡大を予定している。

躁状態を呈した抗NAE抗体陽性であった
橋本脳症の一例

C-39 東部方面隊におけるオンラインによる
女性ヘルスケア外来新設の現状と今後の展望
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○田邉利砂1）、川内華佳2）、木村西施2）、山本由起2）、藤本新2）、
　三宅太郎2）、小柳津美佳2）、坂元崇洋2）、垣本壮一郎2）、
　加藤雅史2,3）

　1）防衛医科大学校産科婦人科学講座　2）自衛隊中央病院産
婦人科　3）陸上自衛隊東部方面総監部医務官

【背景】子宮留血症は子宮頚部の術後や腫瘍、先天奇形等によ
る流出路障害で子宮内に血液が貯留した病態である。今回、
危険因子のない若年女性で子宮留血症を呈した症例を経験し
たため報告する。
【症例】19歳未経妊、中学生で体重減少性無月経であった他は
既往歴なし。高校生になり体重増加し月経再開後、過多月経
と月経困難症状を来し、X-9 月からジエノゲスト 2 ㎎ / 日を内
服していた。X-1月に不正出血と腹痛で前医受診し子宮内に血
液貯留を認め、X月に当科外来へ紹介された。子宮は後傾後屈、
子宮内容貯留は38㎜×25㎜大で、明らかな奇形や腫瘍はなかっ
た。ジエノゲストの内服を中止し、全身麻酔下で子宮内容除去
術と子宮頸管組織採取を行った。子宮内膜および頸管組織診
で悪性所見はなかった。術後は自然に月経再開し、月経困難
症のコントロールのため術後 1 か月より低用量ピルの周期投与
を開始した。消退出血を確認しつつ 3 周期投与した後、連続
投与に切り替えた。術後 5 か月時点で子宮留血症の再燃はみら
れず、月経困難症のコントロールも良好である。
【考察】本症例は先天奇形や腫瘍、感染、外科処置など流出路
障害の原因となる既往はなかった。海外では黄体ホルモンの
デポー剤による子宮留血症のリスクが報告されており、本症
例では黄体ホルモン製剤であるジエノゲストが影響した可能性
が考えられた。
【結語】既知の危険因子のない子宮留血症の症例を経験した。
ジエノゲスト内服が子宮留血症の危険因子となり得るか、今後
症例の蓄積が期待される。

C-40 ジエノゲスト内服中に子宮留血症を
発症した1例

C-42 尿管ステント留置患者に発生した尿管
外腸骨動脈瘻に対しカバードステント
留置により止血し得た一例

C-41
○濱口　大志、髙田　美乃莉、山口　諒大
　自衛隊札幌病院

【目的】当院で施行している、フルディスポーザブル硬性子宮
鏡を用いた子宮鏡下手術に関して報告する。
【対象】経腟超音波検査等で子宮腔内腫瘤が疑われ、子宮鏡検
査で子宮内膜ポリープが疑われた症例を対象とする。
【方法】麻酔導入および消毒後、子宮頚管拡張器で子宮口を拡
張する。硬性子宮鏡として OperaScope®（TERUMO）を使用
する。灌流液は生理食塩水を使用し、灌流圧は 70-100mmHg
程度とする。モニターは付属の 4.3 インチ液晶ディスプレイに
加え、タワーモニターを併用する。子宮腔内のポリープを確認
し、対応したディスポーザブル鉗子で病変を把持し摘出する。
摘出後、子宮鏡および経腟超音波検査で明らかな遺残病変が
ないことを確認する。子宮穿孔や灌流液による心負荷等の合
併症に注意する。
【考察】子宮内膜ポリープの治療法として硬性子宮鏡による子
宮鏡下手術を施行することで、直視下での安全かつ確実なポ
リープ切除が可能である。OperaScope®は細径で術前の頚管拡
張が省略できること、フルディスポーザブルであり外部装置の
準備や使用前後の滅菌作業が不要であること等の利点がある。
機器の特性として、バスケット鉗子を使用した場合、子宮底部
の病変や隆起の浅いポリープの切除がやや困難である。また、
ポリープの数が多い場合は切除に時間がかかり、子宮収縮に
より視野を確保しづらくなる。以上から子宮体部の単発ポリー
プが良い適応と考えられるが、術者の経験や練度に応じ、
OperaScope®は子宮内膜ポリープ症例全般において選択肢にな
り得る。
【結語】当院での子宮鏡手術に関して報告した。子宮内膜ポリー
プに対する子宮鏡下手術において、フルディスポーザブル硬性
子宮鏡は有用である。今後も症例を蓄積し検討を重ねる必要
がある。

○芦屋実咲1、濱本孔越1、武川和樹1、濱本耕平2,3、
　古川祥之1、鈴木定義1、勝田淳平1、小林裕章1、
　新地祐介1、辻田裕二郎1、黒田健司1、堀口明男1、
　新本弘2、伊藤敬一1

　1防衛医科大学校 泌尿器科学講座、2 防衛医科大学校 放射線医学
講座、3自治医科大学埼玉医療センター 放射線科

　症例は75歳の男性。浸潤性膀胱癌に対する膀胱温存療法（16年前）、
リンパ節転移を伴う左腎盂尿管癌（7年前）に対するネオアジュバン
ト後腎尿管全摘除術及びリンパ節郭清（術後後腹膜に放射線照射）
後フォローアップ中であり、いずれも再発は認めていない。脊椎カ
リエスの既往があり以前より後腹膜に陳旧性膿瘍を認めていた。
膿瘍は緩徐に増大し、右尿管圧迫による水腎症、腎機能の悪化を
来したため、当科で右尿管ステントを留置し、その後定期交換を行っ
ていた。約 2年後、外来採血で、腎機能の悪化（血清 Cr 値 12.6）と
高度の貧血（Hb 5.5）を認め緊急入院とした。右水腎症の増悪から
尿管ステントの閉塞を疑い、尿管ステントの交換を施行した。尿
管ステントを抜去し、外尿道から出血を認め、膀胱内視鏡を再度
挿入した際に右尿管口から拍動性に噴出する出血を認めた。ガイド
ワイヤ－を留置していたため、尿管ステントの再留置はできた。処
置後、血圧低下を認め、ICU に入室した。右腎出血を疑い、輸血
と止血薬、CHDFで保存的に管理したが、血尿は持続し貧血は改善
しなかった。再度造影CTを施行したが、明らかな出血源は同定で
きず、出血源同定のために、血管造影を施行した。右外腸骨動脈
の尿管交差部に仮性動脈瘤の所見を認め、尿管外腸骨動脈瘻と診
断した。右外腸骨動脈にカバードステントを留置し、血尿は改善し、
貧血の進行は認めなかった。カバードステント感染予防のために
尿管ステントは抜去せざるをえず、また巨大な陳旧性後腹膜膿瘍
により腎臓が頭側に圧排され、穿刺ルートがなく腎瘻も留置でき
なかった。腎不全は回避できず、内シャントを作成し維持透析に
移行した。

○升永　綾子、松本　直子、川口　真、鈴木　智史
　自衛隊中央病院　泌尿器科

　症例は 41 歳男性、無痛性右陰嚢腫大、多発リンパ節転移、
肝転移のため、精巣腫瘍を疑われ当院へ転院となった。転
院までの治療経過は下記のとおりである。
　20XX年2月、下部消化管内視鏡検査で異常を指摘されず。
　20XX年3月、無痛性右陰嚢腫大を自覚。
　20XX年 5月17日、半年で 7キロの体重減少、食思不振を
認め、近医内科を受診された。
　CTで直腸癌疑い、多発リンパ節転移、肝転移を認めた。
　20XX年 6月10日、自宅近くの総合病院へ紹介され、入院
となった。
　頚部リンパ節生検、下部消化管内視鏡検査を再検された。
　20XX年 6月 14日、右陰嚢腫大を認め、精巣腫瘍を疑わ
れ当科に転院された。同日緊急で右高位精巣摘除術を施行
された。
　病理組織診断結果は転移性精索腫瘍であり、腺癌であっ
た。
　本症例は精巣腫瘍を疑う理学的所見、画像所見を認めた
ものの、原発巣は精巣ではなく、診断に苦慮した。結果的
には消化器系の腫瘍であったものの、泌尿器系腫瘍を疑う
理学的所見を多く認めたため、診療上有意義な症例として
報告する。

当院における子宮鏡下ポリープ切除術

C-43 診断に苦慮した転移性精索腫瘍の１例
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○池上侃1）、曽根恵1）、髙橋勇人1）、佐々木矢恵2）

　自衛隊横須賀病院　耳鼻咽喉科1）、自衛隊横須賀病院　
形成外科2）

　鼻中隔弯曲症に対する機能改善手術として、従来の鼻中
隔矯正術に加え、2024 年 6 月新たに内視鏡下鼻中隔手術Ⅲ
型（前彎矯正術）、内視鏡下鼻中隔手術Ⅳ型（外鼻形成術）
が保険収載された。一般的に内視鏡下鼻中隔手術Ⅲ型は
Hemitransfiction 法（以下HTF）、内視鏡下鼻中隔手術Ⅳ型
は Open Septorhinoplasty（以下OSRP）と呼ばれる。自衛
隊員は様々なスポーツをしており、外傷性鼻中隔弯曲症の
症例が多く見られる。当科では外鼻変形を伴う鼻中隔弯曲
症例に対しては、形成外科と合同で OSRP での矯正術を施
行している。HTF では前彎矯正が可能だが、OSRPに比べ
視野が狭い為、軟骨骨折を合併する場合など、矯正困難な
症例も存在する。OSRPでは外鼻矯正を行えるだけでなく、
広い視野を取ることができるため、軟骨骨折を伴う前彎症
例やKeystone area近傍の上彎を認める症例でも矯正が可
能となる。今回 2024 年4月～７月までに当科でOSRPを施
行した５例に対し治療効果の検討を行ったので報告する。
術前と比して全例で自覚症状とCT 所見の改善を認め、外
鼻変形を伴う鼻中隔弯曲症例に対して OSRP は有効性の高
い手術と考えられた。

C-44 外鼻変形を伴う鼻中隔弯曲症に対して
Open Septorhinoplastyを施行した
５例の検討

覚醒下での区域麻酔実施における
レミマゾラムの健忘効果に関する研究

C-45

C-46 C-47

○常盤あゆみ，鈴政俊，宇佐美龍太，姉﨑真由香，宮川義弘，
　丸山祐一郎
　自衛隊中央病院

【症例】21 歳男性【現病歴】中学生の頃から年 2 回程の反復す
る扁桃炎を主訴に当院を紹介受診した。慢性扁桃炎に対して
口蓋扁桃摘出術及びアデノイド切除術を実施する方針となっ
た。【経過】手術は定型通りに行い、術中に大きな出血は認め
なかった。術後より口蓋垂の腫張と創部の発赤・腫脹、及び
Numerical Rating Scale で 9点程度の強い 痛を認めた。術後
6日目に創部から小出血認めたが、1、2 時間ほどで止血を得た
ため禁食管理とした。その後出血なく経過したため、術後 8
日目より経口摂取開始したところ、同日の夕食後に多量の出
血（実測値で 1250ml 以上）を認めたため、口蓋扁桃摘出術後の
後出血に対して、緊急で止血術を施行する方針とした。麻酔
を導入する際、覚醒下で経口挿管を試みたが創部からの出血
で声門が視認できず、換気不良となったため緊急で外科的気
管切開術に移行した。定型通り気管切開術を施行し気管カ
ニューレを挿入後、速やかに酸素化は安定し、止血術に移行し
た。左扁桃下極の舌根部付近に拍動性出血を認め、止血クリッ
プを使用して止血した。その後出血は認めず、術後 16日目に
経口摂取を再開し、術後22日目に気管カニューレを抜去し、気
管孔閉鎖を行い、術後 24日目に退院した。【考察】扁桃摘出術
は耳鼻咽喉科医が最初に修得する手術であり、適応も多岐に
渡ることから最も一般的な術式の一つである。その一方で術
後出血、創部感染、構音障害、味覚障害などの合併症も存在し、
特に術後出血は気道閉塞により重篤な転機を辿ることもある。
今回われわれは、口蓋扁桃摘出術後の後出血に対して緊急で
外科的気管切開術を要した症例を経験したため、若干の文献
的考察を交え報告する。

○岡口佳祐　志田秀太郎　寺島早人　金谷綾奈　岩永浩二
　高榎由美子　小倉敬浩
　自衛隊中央病院　麻酔科

【背景】
　合併症予防のために覚醒下で区域麻酔を行う機会は多いが、目
に見えない部位や首元に針を刺入されることは、患者にとって大
きなストレスとなる。
　過去にミダゾラムの健忘作用を用いて患者の不安を軽減した複
数の報告がされている。
　一方で、超短時間作用型のベンゾジアゼピン系の鎮静薬である
レミマゾラムの前向性健忘作用によって区域麻酔施行中のストレ
スを軽減させる研究はまだない。
　そこで、覚醒下で区域麻酔を行う際の健忘効果について、レミ
マゾラムの有効性を評価することを目的として後ろ向きに検討し
た。
【方法】
　対象は令和6年度に、覚醒下で脊髄くも膜下麻酔、硬膜外麻酔ま
たは末梢神経ブロックを施行したPS1-2の患者3名とした。入室後、
レミマゾラムを0.3 mg/kg/hで持続投与開始し、区域麻酔を実施し
た。手技中は MOAA/S スコアを用いて覚醒状態を評価し、区域
麻酔の終了後は全身麻酔の導入をした。手術終了後はフルマゼニ
ルを用いて拮抗し、覚醒後に帰室した。
　術翌日に術後回診にて区域麻酔の手技中の記憶について聞き取
りを行った。
【結果】
　3 症例すべてにおいて、区域麻酔試行中の MOAS スコアは 0-1
点であり、十分に従命が得られた状態で安全に手技を行うことが
できた。また、手技の途中からの記憶はなく、不安や恐怖を記憶
している患者はいなかった。
【結論】
　覚醒下で区域麻酔を行う際にレミマゾラムを低用量で持続投与
すると、患者が従命を保ちながら安全に手技を実施でき、かつ健
忘効果が得られるため、患者のストレスを軽減できる可能性が示
唆された。

○小林 聖、中村 拓夢、池田 健彦
　防衛医科大学校病院

【背景】薬剤の血管外漏出を認めた場合、全身麻酔中は患者に
よる訴えがなく覚知が遅れる。今回、筋弛緩薬の血管外漏出
を認めたが安全に術後管理し得た症例を経験したため報告す
る。
【症例】５４歳女性。既往は高血圧、糖尿病で腎機能障害なし。
右乳癌に対し右乳房切除とセンチネルリンパ節切除となった。
【術中経過】麻酔はプロポフォール及びセボフルラン、レミフェ
ンタニル及びフェンタニル、ロクロニウムで行った。手術室
入室時、左前腕に静脈路が留置され滴下良好であった。麻酔
導入時、入眠は速やかで筋弛緩モニターではＴＯＦ
（train-of-four）カウント０を示した。麻酔維持中も輸液の滴下
は良好であったが適宜ロクロニウムを追加投与するも繰り返し
バッキングを認めた。左前腕を確認すると腫脹を認め薬剤の
血管外漏出と判断し抜針、右手背に静脈路を確保した。以降
麻酔維持は安定したが、ロクロニウムを追加せずともＴＯＦ比
が５０％前後で変わらない状態であった。手術終了し筋弛緩薬
拮抗のためスガマデクス２００ｍｇを投与しＴＯＦ比は１０
５％となり抜管した。筋弛緩作用復活の可能性を考え、手術室
退室時の輸液バッグにスガマデクスを混注し病棟での全量投
与を指示した。術後は呼吸困難といった自覚症状やＳｐＯ２の
低下を認めず経過した。
【考察】筋弛緩薬の再クラーレ化の報告は複数確認されており
抜管後に気管挿管が必要となる場合がある。本症例のような
筋弛緩薬の血管外漏出の場合、筋弛緩拮抗薬の術後持続投与
が対策の１つとして有用である。

口蓋扁桃摘出術後に後出血に対して、外科的
気管切開術により気道確保を要した一例

全身麻酔時の筋弛緩薬偶発的血管外漏出に
対し安全に術後管理し得た１例
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C-50 マイコプラズマ先行感染による
急性小脳失調症の一例

C-49
○井階正惇、伊藤花菜、和泉圭、座波清誉、關中悠仁、
　吉田裕輔、小倉友美、川村陽一
　自衛隊中央病院　小児科

【緒言】マイコプラズマ感染症は肺炎以外にも様々な肺外病変
を合併することが知られている。今回われわれは、同時期に
マイコプラズマ感染症に罹患し、いずれも肝機能障害を認めた
兄妹例を経験したので報告する。
【症例 1】8 歳女児。2 週間持続する咳嗽、倦怠感、体重減少を
主訴に紹介受診。診察上、発熱はないが wheeze、coarse 
crackle を聴取した。喘息性気管支炎の診断で抗菌薬（CAM）
を投与し、症状は軽快したが、血液検査でトランスアミナーゼ
高値を認めた。マイコプラズマ抗体価（PA）はペア血清で 40倍
→5,120 倍に上昇した他、安静のみでトランスアミナーゼは正
常化した。
【症例 2】10 歳男児。症例１の兄。妹に続いて発熱、咳嗽が出
現した。他院で CAMを処方され、解熱した後も倦怠感が持続
するため紹介受診。血液検査上、トランスアミナーゼ高値を認
めた他、マイコプラズマ抗体価(PA)が2,560倍に上昇していた。
その後、経過観察のみでトランスアミナーゼは正常化した。
【考察】マイコプラズマ感染症の肺外病変として肝機能障害を
きたすことが知られている。その頻度は単一施設からの報告
で約10％とされているが、日常診療の際には血液検査を実施せ
ずに抗菌薬治療が行われることも多く、実際にはより高頻度
に見られる可能性がある。一方、同一時期の感染によって同
胞がともに肝機能障害をきたした報告例は検索し得た範囲内
では存在しなかった。
【結語】体重減少や倦怠感などの非特異的な症状を認めた際に
は、マイコプラズマ感染症に対する抗菌薬治療にとどまらず、
肝機能障害をはじめとする肺外病変の存在にも留意する必要
がある。

○柴田涼帆、伊藤花菜、和泉圭、座波清誉、關中悠仁、
　吉田裕輔、小倉友美、川村陽一
　自衛隊中央病院　小児科

【緒言】小児においては、感染症罹患やワクチン接種を契機と
して一過性に急性小脳失調を呈することがある。今回、マイ
コプラズマ先行感染による急性小脳失調症の 1 例を経験した
ので報告する。
【症例】既往歴の無い 4 歳男児。咳嗽・鼻汁を主訴に近医を受
診し、X日にトスフロキサシン内服が開始された。X+1日から
活気が低下し、歩行や立位が困難となった他、発語が減少した。
X+5日から嘔吐も出現し、X+7日に当院を受診した。受診時
は発熱なく、意識は清明で活気は良好、咳嗽や鼻汁は認めず、
呼吸音は清で心音も正常だった。項部硬直なし、構音障害あり、
回内回外試験は拙劣、歩容は wide gait で不安定であり、開眼
立位でふらつきを認め、安静時にも常時横揺れを認めた。指
鼻指試験は実施できなかった。血液検査上、炎症反応の上昇
や肝機能異常等の異常所見を認めなかったが、マイコプラズマ
抗体価（PA）が 5,120 倍と著明な上昇を認めた。脳MRI では器
質的異常は認めず、検査所見および臨床経過からマイコプラズ
マ感染に伴う急性小脳失調症と診断した。症状出現から既に 1
週間程度経過していたことから自然軽快が期待できるタイミン
グと判断し、無投薬で経過観察する方針とした。X+15日の再
診時には、歩容の不安定性やふらつき等の小脳失調症状は軽
快していた。
【考察】急性小脳失調症は一般的に予後良好で自然軽快が期待
できる疾患であり、小児の失調の原因の 30-50％を占めている。
類似の症状を呈する疾患の中には早期の治療介入を要するも
のもあるが、特異的な検査所見やバイオマーカーは存在しない。
このため、時期を逸することなく鑑別診断を進めることが重
要である。

○和泉圭、伊藤花菜、座波清誉、関中悠仁、吉田裕輔、
　小倉友美、川村陽一
　自衛隊中央病院　小児科

【緒言】思春期の急性腹症の原因は多岐にわたる。中には適切
な介入を行わないと急激に循環動態が悪化し、重症化する疾
患も存在するため、鑑別診断が重要である。今回、腹痛を主
訴に入院し、上腸間膜動脈症候群と診断した一例を経験した
ので報告する。
【症例】特記すべき既往歴のない14 歳女子。発症 1 週間前に感
冒症状を認めた。X日から腹痛を自覚し、X+1日に近医で胃腸
炎と診断された。その後も腹痛の改善なく嘔気も出現し、X+7
日に血便を認めたため当院へ救急搬送された。受診時の血液
検査では炎症反応の上昇なく、腹部レントゲン写真では糞塊の
貯留を認めた。浣腸後に腹痛が軽減したことから便秘の診断
で帰宅とした。しかし X+8日も嘔気や腹痛が持続し、頻回の
胆汁性嘔吐を認めたため入院した。腹部造影 CT では直腸粘膜
の肥厚を認めたほか、上腸間膜動脈の腹部大動脈からの分岐
角が鋭角であり、上腸間膜動脈症候群と診断した。入院中は
絶食管理とし、左側臥位での症状改善を認めた。その後も血
便は持続したものの、嘔吐は消失し腹痛も自制内となった。
経口摂取を再開しても嘔吐を認めないことを確認し、X+18日
に退院した。
【考察】上腸間膜動脈症候群は、十二指腸水平部が上腸間膜動
脈と大動脈や脊椎の間で圧迫されて通過障害をきたし、十二
指腸の閉塞をきたす疾患である。比較的まれな疾患ではある
が、女性ではやせに伴う発症が多く、食事摂取不良と消化管
症状に伴う脱水から循環血液量減少性ショックに至るとの報
告もある。このため、急性腹症の鑑別に挙げることが重要で
ある。

マイコプラズマ感染症罹患時に肝機能障害を
認めた兄妹例

C-51 上腸間膜動脈症候群の一例

C-48
○友野航平、寺島早人、小倉敬浩
　自衛隊中央病院

　症例は 49 歳男性、身長 177cm、体重 102kg。
　両手橈骨遠位端骨折の診断に対して、予定手術での骨折観
血的手術が計画された。
　既往歴として気管支喘息、A 型大動脈解離術後、高血圧、
術後脳 塞、発作性心房細動がある。
　麻酔はプロポフォール、フェンタニルで導入して、笑気と
フェンタニル、デスフルランで維持する計画であった。急速
導入で入眠後、酸素飽和度の急激な低下が見られ二人法によ
るマスク換気を行った。その後、声門上器具を挿入して換気
を行い、自発呼吸出現を確認したため自発呼吸で麻酔維持し
ていた。数分後に口腔内と声門上器具の胃管挿入用の穴から
胃液が溢れてきたため口腔内の吸引を行った。誤嚥があった
と考え、挿管することとし、ロクロニウム投与後気管チュー
ブを挿入した。挿管後気管ファイバーを用いて観察を行った
ところ気管分岐部と左主気管支付近に誤嚥によると思われる
黒色の液体を認めたため、可視範囲内で吸引を行い、右上中
下葉枝と左上下葉枝に誤嚥がないことを確認した。その後、
経皮的動脈血酸素飽和度の低下見られないことから手術を行
う方針となった。術中はデスフルランとレミフェンタニルで
維持した。術中の経皮的動脈血酸素飽和度は 98%から100%程
度で推移していたが、手術終了後に抜管するために自発呼吸
にしたところ酸素化の悪化が見られた。術後レントゲンでは
下肺野の含気不良を認め、P/F 比 100程度であったため、挿管
のまま集中治療室に帰室することとなった。
　肥満の患者は、誤嚥しやすいと言われている。今回は禁飲
食が守られていたにもかかわらず誤嚥を起こした症例を経験
した。

禁飲食を守っていたにもかかわらず誤嚥して
しまった一例
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○北澤泰地、馬渕春菜、森西洋一
　自衛隊福岡病院小児科

　症例は 2 歳女児、主訴は発熱。第 2 病日に活気不良と炎症
反応高値のため当院紹介受診し、精査加療目的のため入院と
した。熱源不明で輸液のみで経過観察したが、翌日に片側頸
部リンパ節腫脹を認めたため化膿性リンパ節炎として抗菌薬
治療を開始した。第 4 病日に眼球結膜充血、発疹、四肢末端
の浮腫・紅斑が出現、主要症状 5/6 を満たし川崎病と診断した。
同日からアスピリン内服、ウリナスタチン静注および IVIG を
開始し、IVIG 再投与後の第 7 病日に解熱、CRP 0.97 mg/dL
と低下を認めウリナスタチン投与を終了、眼球結膜充血は軽
度残存したが解熱維持したため第 10 病日に退院した。入院経
過中、心エコー検査で病変を認めなかった。退院後、間欠的
に体温 37 度台の微熱を認め、眼球結膜充血も増悪と改善を繰
り返したため、数日おきに血液検査と心エコー検査を実施し
た。明らかな心病変はないが CRP は緩徐に上昇し、第 24 病
日に体温 38.5 度の発熱あり、CRP 3.3 mg/dL に上昇を認め、
追加治療の検討のため高次医療機関へ紹介した。同院で血液
検査・心エコー検査を実施されるもくすぶり型とは診断され
ず、当院で外来通院継続となった。第 49 病日に再度当院受診
した際に結膜充血はほぼ消退し、CRP 0.59 mg/dL と低下、心
病変を認めず、その後も当院で経過観察している。
　川崎病の中には、受診時に発熱のない症例や微熱の持続・
炎症反応の悪化・冠動脈病変の兆候を認めるくすぶり型、一
度解熱後に主要症状の増悪・再出現を認める再燃例が存在す
る。今回くすぶり型や再燃の判断に難渋し、冠動脈病変は認
めず経過しているが、非典型的な川崎病症例として報告する。

C-52 眼球結膜充血と炎症反応高値が遷延し、
くすぶり型や再燃との鑑別を要した
川崎病の1例

C-54 防衛医科大学校病院救命救急センター
におけるMassive Transfusion Protocol
発動症例の検討

C-53
○石川　稔雄、鈴木秀一、田上裕司、酒井祐貴、萩原秀俊、
　大澤麻登里、金井貴志、今井耕輔
　防衛医大病院小児科　初任実務研修医

【緒言】学校での心電図健診は小学 1 年生および中学 1年生に
定められており、多くは不整脈により医療機関へ紹介となる
ことが多い。今回学校健診で洞性頻脈を指摘され、医療機関
の受診を促されたが本人の自覚症状がなく受診が遅れ、健診
から 3か月後にバセドウ病と診断された 12 歳女児を経験した。
【症例】12 歳女児。学校心電図健診で洞性頻脈を指摘され、医
療機関受診を促されるも自覚症状なく未受診であった。健診
から 3 か月後に前医を受診。頻脈、甲状腺腫大、手指振戦、
易疲労感、発汗過多を認め血液検査を行い、甲状腺機能亢進
症と診断し、加療目的に当院紹介となった。意識清明、体温
36.6℃、血圧141/105 mmHg、心拍数 141/分。甲状腺七條分類
4 度。血液検査では TSH <0.01μIU/ml、f-T3 >30.0 pg/ml、
f-T4 8.55 ng/dl、抗 TSH 受容体抗体 34.7 IU/ml であり、確か
らしいバセドウ病と診断した。甲状腺クリーゼの基準は満た
さなかった。心臓超音波検査では心不全徴候は呈していなかっ
た。チアマゾール (MMI)40mg/ 日、頻脈に対しプロプラノロー
ル 30mg/ 日で治療を開始した。第 3 病日から心拍数の改善が
みられ、プロプラノロールを漸減の方針とした。第 8 病日には
TSH <0.01μIU/ml、f-T3 5.96 pg/ml、f-T4 2.24 ng/dl まで 改
善し、MMI を 15mg/日に減量し、第 13 病日にプロプラノロー
ルを終了した。第14 病日に TSH <0.01μIU/ml、f-T3 7.15 
pg/ml、f-T4 2.36 ng/dl と甲状腺機能の増悪がみられたため、
再度 MMI を 20mg/ 日に増量した。心拍数の改善、易疲労感
の改善がみられ、甲状腺クリーゼ徴候および MMI による無顆
粒球症はみられなかったことから第 15 病日に退院となった。
【考察】学校健診での洞性頻脈は内分泌疾患も考慮し、早期の
医療機関受診を促すことが重要である。

○井尻篤宏1、山田浩平1,2、寺山毅郎3、瀬野宗一郎1、
　清住哲郎1

　1防衛医科大学校病院　救急部　2防衛医科大学校　免疫・微
生物学講座　3自衛隊中央病院　救急科

【背景】大量輸血プロトコル（Massive Transfusion Protocol：
MTP）とは、「大量出血等の患者に対して、事前に設定した輸
血製剤セットを早期に使用する輸血の手順」である。しかし、
MTP に明確な発動基準は存在せず、施設・医療者毎に判断が
異なる。防衛医科大学校病院救命救急センター（以下、当セン
ター）においては、主治医判断でMTPが発動されている。
【目的】当センターにおけるMTP発動症例の損傷形態、重症度、
輸血使用量、転帰、大量輸血予測スコアとの関連から、MTP
発動の判断基準を考察する。
【方法】2019年８月から 2023年10月までの間、当センターに救
急搬送された外傷患者から、MTPを発動した症例を対象とし
た。MTP 発動後、患者到着前に発動解除となった症例は除外
した。対象患者の輸血使用量、転帰などについて記述した。
【結果】対象期間の外傷患者は613例であり、鈍的外傷は 568 例
（92.7%）、重 症 外 傷（Injury Severity Score≧16）は 218 例
（35.6%）であった。MTP 発動は 15 例（2.4%）で、うち死亡例は
鈍的外傷の３例のみ（20%）であった。赤血球製剤に関して、
24 時間輸血量は中央値 12 単位（四分位範囲 6-14）、輸血開始時
間は中央値11分（四分位範囲 8.5-16）、24 時間以内に 10 単位以
上の大量輸血を行った症例は９例（60%）であった。外傷の大
量輸血予測スコアとして有用視される ABC （Assessment of 
Blood Consumption）スコア 1点の低リスク症例８例において、
実際に大量輸血を要した症例は５例（62.5%）であった。
【結語】鈍的外傷では ABC スコアが低値でも大量輸血が必要
になる可能性があり、鈍的外傷が多い状況下では ABC スコア
に基づく MTP 発動判断は必要な輸血の遅れに繋がるかもしれ
ない。

○山田　浩平、瀬野　宗一郎、清住　哲郎
　防衛医科大学校

【緒　言】
　防衛医科大学校病院救命救急センター（以下、当センター）では、
救急隊の求めに応じ医師を現場まで派遣する「ドクターカー」や、
予め設定した輸血製剤を緊急時に使用する「大量輸血プロトコル」
（Massive Transfusion Protocol：MTP）など重症患者の救命に資
するシステムを運用し、定期的に多職種で訓練を行っている。
【症　例】
　32歳男性。工場でドリルが左鼠径部に刺さり、大量に出血した
ため同僚が救急要請。先着救急隊の判断で当センターのドクター
カーも出動した。救急隊接触時は出血性ショックで不穏状態だった。
圧迫止血をしていたが、ドクターカー接触直前には心停止となった。
　ドクターカー接触後は心肺蘇生を継続しつつ、当センターに状況
を報告し受け入れ態勢（特にMTP発動、止血手術の準備）を整えた。
　院着時、心停止（無脈性電気活動）。心肺蘇生を継続した。院着
時の血液ガス検査では pH 6.76、乳酸 17mmol/L と著明な代謝性ア
シドーシスを認めた。来院４分後に赤血球の輸血を開始し、８分後
には６単位の投与を完了。それとほぼ同時に自己心拍が再開した。
　来院約 20 分後に救急外来蘇生室で手術を開始し、左大腿動脈本
幹離断の診断で同部位を吻合・止血した。最終的に赤血球 14 単位、
新鮮凍結血漿 16 単位、血小板 20 単位の輸血を行った。
　来院６時間後に意識レベルは回復し、後遺症なく、来院12日目
に自宅退院となった。
【結　言】
　ドクターカーとの連携と MTP 発動が早期の輸血開始と手術に繋
がり、劇的な救命を実現できた。システムの有効性、訓練の重要
性を再認識できた。

学校健診で洞性頻脈を契機に診断された
バセドウ病の12歳女児例

C-55 ドクターカーとの連携と大量輸血プロトコル
により社会復帰した鼠径部大量出血による
来院時心停止の１例
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○荒木八雲，福間文，池田敬子，栄裕介，槇野有紗，山田毅，
北森茂樹，庄野聡

　海上自衛隊舞鶴衛生隊

【緒言】電子カルテシステムは医療従事者の作業負担を軽減し，
結果として医療事故防止に貢献するとされる．当隊では自衛
隊舞鶴病院から引き継いで診療を行っているが，診療業務シス
テムとしてカルテは紙，内服処方はオーダリングシステム，そ
れ以外は紙オーダーとなっている．今日電子カルテシステム導
入により防止できる可能性があるインシデントについて考察し
た．【方法】令和 4 年 4 月から令和 6 年 8 月までの間報告され
たインシデントを集計し，電子カルテ化により防止できた可能
性があるか検討した．【結果】当該期間におけるインシデント
は 53 件報告されていた．そのうち電子カルテ化により防止で
きた可能性があるインシデントは 19 件あった．【考察】当隊は
紙カルテを使用しておりオーダーは内服処方以外紙ベースで
行っている．また血液検査参照システムのパソコン，画像検査
参照システムのパソコン，処方システムのパソコンがそれぞれ
独立して存在し，すべて診察机に設置されている．オーダリン
グシステム化済の処方システムは患者診察カードを読み込み識
別している．診察カードは普段カルテファイルに収納されてい
るが，オーダー用紙にエンボスする際に診察机から離れたエン
ボッサーで使用し，紙カルテとバラバラの位置に置かれること
も多い．患者照合を行う必要のある作業が大変多く，職員の
大きな負担になっている．また医療事故防止の基本原則とし
て診察机上の整理，作業の単純化があげられるが当隊はこれ
ら要件を満たしているとは言えない．今後地方衛生隊は縮小
化及び人員削減していく中で業務効率化を行う必要があり，
そのために電子カルテシステムの導入は極めて重要と考える．

C-56 電子カルテ導入により防止可能性のある
インシデントの検討

C-58 自衛隊中央病院の初任実務研修医の
救急外来研修の現状調査

○寺山毅郎
　自衛隊中央病院　救急科

【背景】
　自衛隊では戦傷医療を中心として実践的な医療体制の整備
が求められている。しかし、重症外傷を含めた重症患者を経
験することが十分にできる施設は自衛隊には乏しく、教育上
様々な課題が存在する。働き方改革の昨今の動きも踏まえて、
当院の実情を調査したため報告する。
【方法】
　本研究は中病の倫理審査の承認を得て実施した。2024年 4月
1 日から開始した。三宿地区で救急外来研修を行う、初任実務
研修医に１勤務ごとに google formを用いてアンケートを行っ
た。現在、１年次は三宿病院（三宿）、２年次は中病で研修を行っ
ている。搬送件数、診療件数、経験できた項目、勤務前体調、
勤務後疲労度愛、研修満足度、指導満足度を主に５段階のリッ
カートスケールを用いて質問した。
【結果】
　147 件の回答（回答率は約 40%、中病 65、三宿 82）を得た。
搬送件数は中央値で中病 12 台、三宿 3 台。診療件数はそれぞ
れ 10、3 人だった。中病では創傷処置 81%、縫合 73%、骨折シー
ネ固定 27%、脱臼整復 9.2%、FAST 38% であった。三宿では
いずれも 2% 以下であった。勤務については疲労を感じている
割合は中病75%、58%であった。指導評価で満足と感じている
割合は中病 96%、三宿 78%であった。なお、当日は、直近のデー
タまでを用いた最新データを呈示する予定である。
【結語】当院 ER は外科系患者の件数が多く、自衛隊のニーズ
にこたえるには、外傷系で対処できる幅をさらに広げていく
ことが求められる。一方で研修医の負担が非常に多い勤務と
なっていること、三宿病院と自衛隊中央病院では研修環境に
大きな違いがありすぎることは問題である。

○仲村聡子1）、森田康子2）、大塚摂子3）、藤原亨志1）4）、
　青木優佳1）、吉田　愛1）、小園佐和子1）、　新實優卓1）、
　福留　翔1）、中畑信一1）、安武優一1）、山本哲生1）

　自衛隊那覇病院1）、自衛隊熊本病院2）、自衛隊阪神病院3）、
　航空自衛隊那覇基地衛生隊4）

　TeamSTTEPPS®（以下TS）とはTeam Strategies and Tools 
to Enhance Performance and Patient Safety の略で、医療の
質と安全を高めるためのチームワークシステムのことをいう。
起源は米国防省が軍隊のためにつくった戦略ツールにあり、米
国防省と米国医療の質保証局の協働事業により開発された。
当院では令和5 年度医療安全職員教育として、琉球大学病院安
全管理対策室長　西平淳子医師を招請し、「皆で考える安全文
化～しなやかに　たおやかに～」についてご講義頂いた。令
和 6 年度は、その際の職員アンケートで要望の多かった TS に
ついての教育を依頼し、6 月18日に自衛隊那覇病院（航空自衛
隊那覇基地内南那覇駐屯地）に於いて開催した。
　当日は西平医師とファシリテーターとして琉球大学病院と医
療法人おもと会職員 7 名を招請し、当院職員 44 名と、海上自
衛隊那覇航空基地隊本部衛生掛隊員・航空自衛隊那覇基地衛
生隊隊員計 10 名が参加した。冒頭西平医師から TS について
の講義後に、小グループに分かれて「紙を折る・ちぎる」「チー
ムワークを “妨げるもの” と “促進するもの” をテーマにブレ
インストーミング」「チームの鎖」の実習を行った。教育後のア
ンケートでは 98% の参加者が有意義と評価した。西平医師か
らは参加者全員が熱心に聴講し、実習では初対面の人が交じっ
ているとは思えず、自衛隊員はコミュニケーション良好な組織
であると賛辞を受けた。本教育の開催を通じ、沖縄県におけ
る民官交流と陸海空統合運用に大いに寄与したと考えており、
本学会においてその成果を報告する。

C-59 令和６年度医療安全職員教育成果報告
～琉球大学病院•那覇基地内陸海空隊員合同
TeamSTEPPS®～

C-57
○寺山毅郎
　自衛隊中央病院　救急科

【背景】
　近年、Chat GPT から有名となった AI ツールは様々な形で活
用されるようになっている。
【方法】
　著者が、2023 年 1 月から自衛隊中央病院、防衛医科大学校病
院において活用して時短に非常に有用であると思われた tool と
使い方を記述した。Tool は基本的に有料化しており、プロンプ
トが必要なツールは、プロンプト例をインターネットで独自に収
集し精度を高めることに努めた。使用例は①臨床、②専攻医教育、
③アカデミア活動の３つの領域に分けて記述した。
【結果】
　Chat GPT、Claude、Perplexity、Connected paper、
consensus、DeepL を主に用いた。汎用性が高いものは Chat 
GPT4oであった。プロンプトの作成方法はそれぞれのAI ツール
の特性を理解する必要があった。①臨床においては、外国人で英
語も日本語も話せない人における説明を行うために最も用いた。
治療選択を問うには適していないが、患者に寄り添う診療を具
体的に教えてくれることは意外であった。②は主に学会発表の指
導をする際に、先行研究が適切に調べられているかを、大まか
に確認するのに大幅な時間短縮ができた。また、イラスト生成
は教育スライドを作成するのに便利であった。③は論文執筆時、
書類作成時の誤字脱字、author instruction が守れているか、な
ど具体的な指示が出せる場合はプロンプトの精度によらず有用
であった。
【結語】
AI は用いる方法を「適切」に選択すれば、多数の業務短縮を達
成できる可能性があり、働き方改革の達成にも寄与する。ただし、
常に最新のものを用いる必要があることに留意が必要である。

病院業務と教育に使えるAIツールについて
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C-61
○葛巻　和枝、吉ノ薗　道子、角　加奈、波多野　祐美
　自衛隊中央病院

【はじめに】
　Ｒ５年５月にＣＯＶＩＤ－１９が感染症法上の５類に移行され、
ＣＯＶＩＤ－１９対策が優先になっていた院内教育計画を見直し
た。Ｒ５年度は①院内感染対策の基本を習得するために「手指衛
生」、②薬剤耐性菌感染対策のために「接触感染予防策」の集合教
育を実施した。薬剤耐性菌感染対策について効果的な教育を行う
ことができたことから、教育の一案として報告する。　
【教育内容】
　医師・コメディカル等患者に直接関わる医療従事者を対象に、同
じ内容を年８回開催し、いずれかの回に参加してもらった。教育
者は、感染管理認定看護師、看護部リンクナースが担当した。教育
方法は「講義・デモンストレーション・演習」とし、教育後は確認
テストを行い、結果をフィードバックした。特に、病棟内のよくあ
る場面のデモンストレーションでは、色付きの蛍光パウダーで薬剤
耐性菌を表し、患者や医療従事者からの広がり方を可視化した。
見えないものを見えるかたちにして、個人防護具（以下「ＰＰＥ」）
の必要性を視覚的に体感してもらい、正しいＰＰＥの使い方を全
員で演練し、最後に接触感染予防策に関する知識の確認テストを
行った。
【結果】
　教育後ＰＰＥなしはありえない等の反応が複数名聞かれた。確
認テストの結果は正解率９５％以上であり理解良好であった。
【おわりに】
　薬剤耐性菌は医療従事者を介して広がることがあり、感染対策
の徹底はそれを防ぐ重要な手段の一つとなっている。抗菌薬の適
正使用と並行して、これからも職員に興味を持ってもらえる院内
教育を継続していきたい。

薬剤耐性菌感染対策に関する院内教育の一案

○髙本　裕樹、矢川真理子、脇田　重則、井上　裕悦
　自衛隊阪神病院 診療技術部

１　全　般
　　中部方面隊では方面事業計画により、自衛隊阪神病院が担当
する臨床検査技師集合訓練（事業名：診療技術者集合訓練）を、
臨床検査技師と診療放射線技師を交互に対象として毎年実施し
ている。令和５年度は臨床検査技師を対象とし、コロナ禍の影
響から、令和元年度以来の訓練を実施した。他の方面隊におい
ても同趣旨の訓練を実施しているところ、３０名以上の参加者
が一堂に集合した、３日間の短期集中的な訓練を実施している
のは中部方面隊のみである。

　　約４年ぶりの開催となった今回、自衛隊の医務保健業務関連
の訓令等が改正されて以降、臨床検査業務は大きく拡大してお
り、最新の知識技術や医療安全等について広く情報交換・情報
共有等を図ったため、その成果を発表する。

２　訓練内容
　⑴　最新の臨床検査事情
　　　研究検査課長が最新の臨床検査事情について講義を行った。
特に近年、業務が拡大した血液型検査関連について、方面管
内で５件発生しているオモテ・ウラ検査不一致事案の概要を
説明し、そのうちの一例をあげて考察するとともにじ後の対
処要領を確認した。また方面管内で生起した採血の事案につ
いて原因や再発防止策を考察し、教訓事項を共有した。

　⑵　院内実習
　　　事前に実習内容の希望調査を取り、隊員を５Ｇｐに編成し
院内実習を行った。近年起こった心電図電極位置付け間違い
事例をあげ原因を分析し、心電図電極の正しい位置を復習し、
心電図においては各Ｇｐの必須課目とし、他に輸血、超音波
検査などを実施した。

　⑶　その他
　　　部外講師による最新の検査機器、生化学分析装置（ドライ
ケム）の取扱い要領や精度管理についての講義を受講した。

C-60 自衛隊阪神病院における臨床検査技師集合
訓練について
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Ⅲ　歯　　　学

○片井貴英、山村浩史、岡本大吾、大堀壮一、飯塚浩道、髙
橋俊幸、相羽寿史

　自衛隊中央病院歯科

【緒言】上下顎骨折の治療は、骨折の整復固定を行うとともに、
顎間固定を利用した 合確保が併用されることが多い。顎間
固定法に関して、線副子や IMF スクリューが選択されること
が多いが、前者では歯牙結紮における術操作時間の延長や操
作の煩雑性、後者では骨折の程度によって顎間固定が不安定
になる等の問題点がある。近年、線副子を顎骨に固定するハ
イブリッドタイプの顎間固定用システムが開発されているが、
その中でも Matrix WAVE MMF システム○R（以下「Matrix 
WAVE」という。）を用いた報告は少ない。今回、2 例の顎骨
骨折に対する顎間固定として Matrix WAVE を用いた治療を
経験したので、文献的な考察を加え報告する。
【症例】①34歳女性で、電動キックボードを運転中に転倒受傷し、
上下顎骨折の診断のもと、全身麻酔下に Matrix WAVE によ
る顎間固定及び観血的整復固定術を施行した。 ②36歳男性で、
意識消失後転倒受傷し、下顎骨骨折の診断のもと、全身麻酔
下に Matrix WAVE による顎間固定及び観血的整復固定術を
施行した。
【考察・結語】Matrix WAVE は、顎骨にスクリューを挿入し
固定源を得るため、歯の状態に影響されることが少なく、従
来の線副子による顎間固定よりも手技の簡便性に優れていた。
また、Matrix WAVEは伸縮可能なプレートであり、スクリュー
ホールの位置を調整しやすく、歯根損傷の危険性を回避しや
すいと考えられた。歯牙結紮が困難な症例や顎間固定が不安
定になりやすい症例に関して、Matrix WAVE は有用と示唆さ
れた。

○林里香12、山村浩史2、岡本大吾2、菅井紫陽子2、
　飯塚浩道2、髙橋俊幸2、相羽寿史2

　１東部方面衛生隊　２自衛隊中央病院歯科

【緒言】自衛隊中央病院歯科では研修教育の一環として、以前
より口腔内疑似粘膜を使用した口腔外科基本手技のトレーニ
ングを導入している。口腔内疑似粘膜は歯肉・骨膜・歯槽骨
を想定した３層構造から成り、切開・剥離・縫合等の手技を
行うことができるが、臨床の感覚とはやや離れており再現性
に乏しいとの意見もあった。そこで、より臨床に近い感覚を
得ることができるように、ブタ下顎骨を用いた口腔外科基本
手技の実習を行い、事後アンケート調査にてその有効性を検
討した。
【対象・方法】口腔内疑似粘膜を使用し口腔外科基本手技トレー
ニングを経験した歯科研修医4名と若手歯科医官 2名を対象と
した。ブタ下顎骨を用いて、難抜歯を想定した歯肉切開、粘
膜骨膜弁剥離、骨削合、歯肉縫合の実習を行い、事後アンケー
トを送付し、無記名にて回答を得た。
【結果】ブタ下顎骨を使用した実習は、回答者の全員が初めて
の経験であった。口腔内疑似粘膜等を利用した模型実習より
も臨床に近い感覚が得られるとの回答が多い傾向にあった。
一方で、ブタ下顎骨では出血がなく、対合歯や舌がない等の
臨床の感覚とは違う等の意見があった。
【考察・結語】口腔外科基本手技の研修教育として、ブタ下顎
骨を用いた実習は模型実習よりも臨床に近い感覚を得られや
すい一方で、切開時の出血や周囲組織による視野や術野の制
限がないことが本実習の限界であることがわかった。また保
存方法が難しく、購入と実習時期の調整を行う必要があると
考えられた。本実習のフィードバックをもとに、臨床現場に
役立つ実習を提供できるよう、今後の実習計画を検討したい
と考える。

D-1 自衛隊中央病院歯科における救急患者の実態調査

D-2 Matrix WAVE MMFシステム○Rを用いて
顎間固定を行った2症例 D-3 ブタ下顎骨を使用した口腔外科基本手技実習の

アンケート調査

○竹村万里子1、山村浩史1、土井謙始1、竹内寿志1、
　岡本大吾1、大堀壮一1、髙橋昭太郎1、正岡孝康2、
　水口奈緒子1、中西有路1、菅井紫陽子1、飯塚浩道1、
　髙橋俊幸1、相羽寿史1

　 1自衛隊中央病院歯科　2高田駐屯地業務隊

【緒言】当院は２次救急医療機関であり、口腔顎顔面領域の救急
患者は当科で対応することも多いが、救急患者の特性は変化す
るため、救急患者の特性把握は当科の救急診療態勢の構築には
重要である。今回、当科における救急患者の実態調査を行い、
今年の救急患者の傾向を検討したので、その概要を報告する。
【対象・方法】2021年 1月から2024年 8 月までに当科へ紹介受診
となった救急患者を対象とした。救急患者数、来院手段、受診
理由、傷病名、処置内容・使用器材、転帰等について、後方視
的にデータを抽出した。
【結果】今年の救急患者数は 51人で、経年的に増加傾向にあった。
今年の救急患者の傾向は下記のとおりであった。①来院手段：
80.4% が救急車を利用していた。②受診理由：転倒が 22 例で最も
多く、次いで歯科的疾患が 15 例で多かった。③傷病名：歯の脱臼・
破折が 16 例で最も多く、次いで歯肉出血（抜歯後出血含む）が
12 例で多かった。④処置内容：歯の整復固定と創部の縫合が最も
多かった。
【考察・結論】今年の救急患者の傾向として、救急車が利用され
ることが多く、本邦において救急車の適正利用に対する明確な
基準はないものの、非適正利用症例に関しては、搬送手段を考
慮する必要があったと思われた。また例年よりも口腔内出血を
理由に救急受診する患者が増加しており、智歯抜歯後出血が多
いことが判明した。今後も当院は積極的に救急患者を受け入れ
る方針で、当科の救急診療態勢の強化が重要であり、特に外傷
や口腔内出血に対する整備等が必要であると考えられた。
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D-4
○中島依里1），髙瀬雅大1），原山満美2），石垣哲太郎1），
　辻本京子2），海老沢政人1）

　１）自衛隊横須賀病院，２）横須賀衛生隊

【背景】海上自衛隊横須賀地区では、隊員のう蝕保有者率を減
少させる目的で、う蝕保有者率20%未満を部隊の目標値として
いる。
【目的】横須賀地区におけるう蝕保有者率の目標値や歯科健康
管理の課題を検討するため、令和４年度から５年度のう蝕動
向について明らかにすることを目的とした。
【対象及び方法】令和５年度、横須賀衛生隊で定期健康診断を
受け、前年度の歯科検診結果を有する 8509 名を対象とし、海
上自衛隊健康管理データ処理装置を用いてう蝕の動向を分析
した。
【結果】令和４年度のう蝕保有者は1149 名（13.5%）、令和５年
度のう蝕保有者は1181名（13.9%）であった。令和４年度のう蝕
保有者のうち、次年度の改善歯保有者は 697名（60.7%）、完治
者は 584 名（50.8%）であった。令和５年度の新規う蝕保有者は
787名（対象者の 9.2%、令和５年度う蝕保有者の 66.6%）で、前
年度う蝕がなく、新たにう蝕保有者となった者は 616 名であっ
た。令和４年度のう蝕歯数は 2348本で、処置改善歯は 1061 本
（45%）、放置継続歯は 1287本（55%）で、令和５年度のう蝕歯数
は 2389本、新規検出う蝕歯は 1102本であった。
【考察】処置改善歯保有者率と比較してう蝕処置改善歯率は低
く、多数歯のう蝕保有者の完治率が低いという課題が推察さ
れる。う蝕保有者の約７割が新規う蝕保有者であったことか
ら、予防と疾病の早期検出を目指すにあたり、検診精度の向
上が求められる。う蝕保有者率は目標値20％を下回っているが、
今回の結果から完治率 100%とした場合、部隊の目標値は 10％
未満が期待でき、今後、更なる検証が必要と考える。

○青井康徳1），中島依里1），髙瀬雅大1），原山満美2），
　石垣哲太郎1），辻本京子2），海老沢政人1）

　１）自衛隊横須賀病院 ,　２）横須賀衛生隊

【背景】平成 19 年度横須賀地区艦艇勤務者のうち、う蝕未処
置歯（以下、う蝕）保有者は 1403 名（38.1%）で、う蝕 3110本は
次年度までに約 7 割の 2117 本が放置されていた。教育隊の口
腔衛生対策や定期健康診断に歯科派遣判定を導入する等、様々
な対策が講じられた。
【目的】横須賀地区艦艇勤務者のう蝕罹患状況とその推移を把
握し、デンタルレディネスの課題と目標の資とする。
【対象及び方法】令和 5 年度、横須賀衛生隊で定期健康診断を
受け、前年度の歯科検診結果を有する艦艇勤務者 4097名を対
象とし、う蝕動向と罹患状況の推移について調査した。
【結果】令和 4年度のう蝕保有者は601名（14.7%）で、次年度の
処置改善歯保有者は 390 名（64.9%）で、そのうち完治者は 333
名（55.4%）であった。令和5年度のう蝕保有者は 572名（14.0%）
であった。令和 4 年度のう蝕は 1149 本で、処置改善歯は 611
本（53.2%）、放置継続歯は 538本（46.8%）、令和 5年度のう蝕は
1087 本で、新規検出う蝕歯は 549 本であった。目標値である
う蝕保有者率 20% を超える部隊は 41 部隊中 9 部隊で、派遣判
定不適者を有する部隊は 30 部隊、不適者は 104 名であった。
【考察】先行研究において、う蝕保有者率 20％を超える部隊は、
平成20年度:全32部隊、23年度:12部隊、27年度: 9部隊であり、
平成 21 年度以降減少傾向を示したが、う蝕保有者率 20% 以下
という目標が未達成の部隊数は、平成 27年度以降さらなる減
少は認められなかった。今後は同様の調査を断片的ではなく
毎年実施し、有効な対策が求められる。

○岩渕薫子、古谷田匡樹、草野綾、清野宏幸、藤井博子、
　江戸川誠司
　海上幕僚監部衛生企画室　兼　内局衛生官付医務室

【はじめに】本邦において男性の肥満人口割合は年々増加している。
肥満は様々な全身疾患発症のリスク因子であり、近年、口腔内環
境との関連を示唆する研究が増えている。一方、これまでに海上
自衛隊における肥満と歯科疾患の関連について分析した発表はな
い。そこで今回我々は、市ヶ谷地区の海上自衛隊に所属する隊員
において肥満と歯科疾患の関連を検証するため、定期健康診断の
結果を用いて分析した。
【対象】「市ヶ谷医務室」にて令和5年度定期健康診断を受検した海
上自衛隊所属隊員
【方法】BMI＜25kg/m2（以降非肥満群）と BMI≧25kg/m2（以降
肥満群）の２群に分け、う蝕保有者・一人当たりう蝕歯数・要補綴
歯保有者・要補綴歯数・平均 DMFT 指数を健康管理システムから
抽出し比較検討した。
【結果】人数：1775 名（男性1499名　女性 276名）（自衛官 1405名　
事務官等 370名）、非肥満群1125名（男性 907名　女性 218名　平均
年齢 41.5±8.85 歳）、肥満群650名（男性 592名　女性 58名　平均年
齢 43.2±8.07 歳）。う蝕保有者：非肥満群 102人・肥満群 94人、一
人当たりう蝕歯数：非肥満群0.16本・肥満群0.25本。要補綴歯保有者：
非肥満群11人・肥満群23人、要補綴歯数：非肥満群17本・肥満群46本。
平均 DMFT 指数：非肥満群 11.06 本、肥満群 12.23 本。全ての項
目において肥満群が有意に高値を示した（p＜0.05）。また男性の肥
満群は 39.1％であり、令和 4 年度厚労省国民健康・栄養調査の
20-60 代男性肥満人口割合 33.6％を上回った。
【結語】本調査においても先行研究と同様に、肥満群では男女問わ
ず、う蝕保有者、DMFT指数が有意に高値を示し、また、歯科受
診の必要がある者が多く認められた。今後、肥満と歯科疾患の共
通因子である生活習慣の改善に向けた施策を検討すべきと考える。

○有井丈朗1）、中島依里1）、佐藤拓海2）、原山満美3）、高橋良子3）

　松村千郷1）、辻本京子3）、海老沢政人1）

　1）自衛隊横須賀病院、2）佐世保衛生隊、
　3）海上自衛隊横須賀衛生隊

【目的】平成22年度に実施した、横須賀教育隊新入隊員（564名）
のう蝕未処置歯（以下う蝕）に関する選考時と入隊時のう蝕動
向調査では、選考時のう蝕は 272 本（127名）、処置改善歯 137
本（70名）で改善歯率は 50.4％であった。今回我々は、入隊時
と選考時のう蝕保有状況について同様の調査を実施し、平成
22 年度の結果を踏まえて新入隊員のう蝕の状況について明ら
かにすることとした。【対象】対象は、令和 6 年度横須賀教
育隊新入隊員656名（男性 528名、女性128名）【方法】横須賀
衛生隊における入隊時歯科検診は、４名の歯科医官により実
施した。選考時の歯科検診において検出されたう蝕について、
入隊時までのう蝕の「放置継続」と「処置改善」を確認し、
新たなう蝕については「新規検出」として、う蝕の動向につ
いて調査した。【結果】選考時の歯科検診は、入隊前 6～
10ヵ月に実施されていた。選考時のう蝕は 268 本（122 名）で、
入隊時までの処置改善歯は 144 本（72名）、放置継続歯は 124
本（66名）であった。入隊時の新規検出歯は 159 本（74名）で、
入隊時のう蝕総数は 283 本（140名）であった。【考察】入隊時
までの処置改善歯率は 53.7％で、H22 年度（50.4％）と比較し
増加傾向を示したが大きな変化ではなかった。H22 年度は、
教育隊や地方協力本部において入隊前の歯科治療について周
知している。今回の結果から、処置改善歯率は微増している
が十分ではなく、入隊前までの治療をより徹底する対策が望
まれると考える。

海上自衛隊横須賀地区におけるう蝕罹患状況と
動向調査 D-5 海上自衛隊横須賀地区艦艇勤務者の

う蝕罹患状況の推移

D-6 市ヶ谷地区海上自衛隊所属隊員における
肥満と歯科疾患の関連 D-7 海上自衛隊横須賀教育隊新入隊員の

う蝕未処置歯に関する選考時と入隊時の動向調査
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D-8
○田原よしえ，小川朋瀬，久保奈都美，杉山真紀，近藤綾子，
　藤谷澄子，中村安以里，山﨑建，甲山尚幸，三島剣太郎，
　前島将之
　自衛隊呉病院歯科診療部

【緒言】従来から呉地区では教育隊新入隊員に対し，口腔衛生
状況の改善を図るために集団的予防教育を行ってきた。近年
は新型コロナウイルス感染症の影響から，歯磨き実技指導を
中断するなど規模を縮小し，その効果は限定的であった。今回，
令和 6 年度呉教育隊（以下，呉教）春期新入隊員に対し，歯磨
き習慣及び受診意識の定着を図るために集団的歯磨き指導を
含めた口腔衛生対策を実施したのでその概要を紹介する。【対
象及び方法】令和 6 年度呉教春期新入隊員185名に対し，入隊
時歯科チェック及び口腔衛生指導を実施。口腔衛生指導はス
ライドによる歯科衛生講話と集団的歯磨き指導を実施した。
また呉教司令をはじめ教務幹事，分隊長等へ現状説明等，呉
教との連携を強化して受診状況の把握を行った。さらにアン
ケート及び歯科疾患罹患状況調査を行い，入隊時と修業時で
比較検討した。【結果】歯磨き回数については，入隊時 3 回以
上が22％，2回以下が 78％であったが，修業時には 3回以上が
75％，2回以下が 25％実施と改善した。歯科疾患罹患状況につ
いては，う蝕保有者 28 名中 26 名が修業時に完治が確認された。
う蝕保有者の受診状況・治療状況に関しては，教育期間中受
診率 100％達成，歯科派遣判定不適状況者 3 名から 0 名に改善
した。【考察】適切な受診指導，口腔衛生指導が歯磨き習慣の
定着に貢献したと示唆された。また，修業までにう蝕保有者
多数が完治する結果に至った要因として呉教上層部への働き
かけをはじめとした連携強化を図ったことが考えられる。歯
科予防施策の成否には教育隊担当者との連携が非常に重要で
あることを再確認した。

○田中力1、竹村万里子1、片井貴英1、鈴木崇人４、中村直太朗２、
　林里香1３、岡本大吾1、大堀壮一1、水口奈緒子1、中西有路1、
　飯塚浩道1、髙橋俊幸1、相羽寿史1

　１ 自衛隊中央病院歯科　２ 北部方面衛生隊
　３ 東部方面衛生隊　４ 西部方面衛生隊

【緒　言】
　我々衛生科職種（歯科）は自衛隊の組織力発揮のために各隊員
の心身の即応体制維持増進に日々注力している。しかしながら、
陸上自衛隊衛生統計年報（令和 2 年度）によると主要傷病別罹患
者数で歯科疾患が最も多い割合を占めているとの報告がなされて
いる。
　歯科の 2 大疾患である齲蝕及び歯周疾患の予防には日々の口腔
衛生管理が必須となるが、口腔衛生管理は歯科医療従事者がプロ
フェッショナルケアするだけでは維持することが困難であり、各
隊員のセルフケアが重要となる。そこで今回、今後自衛隊で長期
に勤務し、且つ生活習慣を身に付けやすい若年者である陸上自衛
隊高等工科学校生徒（１年生）に対して口腔衛生教育を実施した
ので概要を報告する。
【実施者】
　歯科医官：11 名（初任実務研修歯科医官を含む）
　歯科衛生士：5名
　保健師：4名
【対　象】
　陸上自衛隊高等工科学校１年生：349 名
【実施要領】
　○　全体講義
　○　区隊ごとの実技指導
　　　・染め出しタブレットを用いた歯垢付着部位の確認
　　　・歯垢の好発部位及び除去方法に着眼をおいた実技指導

○田中力1、竹村万里子1、片井貴英1、鈴木崇人４、
　中村直太朗２、林里香1３、岡本大吾1、大堀壮一1、
　水口奈緒子1、中西有路1、飯塚浩道1、髙橋俊幸1、
　相羽寿史1

　１ 自衛隊中央病院歯科　２ 北部方面衛生隊
　３ 東部方面衛生隊　４ 西部方面衛生隊

【緒　言】
　自衛隊衛生は隊員の健康を適切に管理し、国内外の多様
な任務に備えている。一方、歯科疾患は陸上自衛隊衛生統
計年報（令和２年度）によると罹患患者数が最も多い割合を
占めていると報告されている。歯科疾患の予防には日々の
口腔衛生管理が重要であると知られており、早期に適切な
清掃習慣等を定着させることは、精強な隊員を育成するの
に必要である。そこで今回、今後自衛隊で長期に勤務し、
且つ生活習慣を身に付けやすい若年者である陸上自衛隊高
等工科学校生徒（１年生）に対して口腔衛生教育を実施した。
その際、状況把握及び教育効果判定のため、事前・事後ア
ンケートを実施したので、その結果について若干の考察を
加え報告する。
【対　象】
陸上自衛隊高等工科学校１年生：349 名
【実施要領】
　○教育前日までに事前アンケートを実施
　○教育終了後に事後アンケートを実施
　○口腔衛生教育の教育効果の検討
　○より効果的な口腔衛生教育を実施するための改善点

○瀧澤宏美，矢田朋美，石垣哲太郎，海老沢政人
　自衛隊横須賀病院

【症例の概要】定期健康診断において歯科派遣判定不適となり
長期間歯科受診がなかったが，歯周治療開始後 , 定期的に通院
し良好な経過が得られた症例を報告する．
【初診】患者：44 歳男性 初診日：2020 年 11 月 主訴：以前か
ら受診を指示されていた．全身的既往歴：特記事項なし．喫
煙歴：1年前まで 1日 20 本 15 年間．
【診査・検査所見】PPD4 ～ 5mm：26.1%，PPD6mm 以上：
25%，BOP：71.6%．ｴｯｸｽ線所見にて臼歯部を中心に水平性・
垂直性骨吸収が認められた．11,12,21,22 に動揺Ⅰ度，37に動揺
Ⅱ度を認めた．37 : C4, 38 : 半埋伏･C2 であった．
【診断】広汎型慢性歯周炎 StageⅢ Grade C
【治療経過】2016 年度定期健康診断にてう蝕と中等度歯周疾患
を指摘されていたが，多忙な業務を理由に受診していなかった . 
初診時に重度歯周炎と診断され，口腔内写真や歯周精密検査
の結果を用いて病態とﾌﾟﾗｰｸｺﾝﾄﾛｰﾙの重要性を説明しﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ
の向上を目指した．歯肉退縮により歯間部の清掃不良が顕著
だったが，歯間ﾌﾞﾗｼの適切なｻｲｽﾞの選択と使用を徹底し，ﾌﾟﾗｰ
ｸｺﾝﾄﾛｰﾙが改善した．
【考察】歯間部の清掃方法について繰り返し指導することで，
患者が歯間ﾌﾞﾗｼの重要性を認識し，担当歯科衛生士と共通の
目標をもって歯周治療を行うことができたと考える．初診時
の新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症と口腔保健行動に関する意識調査では，｢
歯科は困ったときのみ受診する｣という意識だったが，歯科受
診がう蝕の早期発見･歯周疾患の予防に寄与するという認識が
芽生え，月 1回の SPTにも必ず受診し意識改革がなされた．

コロナ禍後の呉教育隊新入隊員に対する
口腔衛生対策取り組みについて D-9 Ⅰ　陸上自衛隊高等工科学校における

口腔衛生教育　概要報告

D-10 Ⅱ　陸上自衛隊高等工科学校における
口腔衛生教育　アンケート分析 D-11 良好に経過している広汎型慢性歯周炎患者の

一症例
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D-12
○髙屋新菜、後藤里沙、佐藤洋子、光末久美子、大嶋桃子、
　納冨泰行
　自衛隊入間病院歯科診療部

【はじめに】
　当院歯科診療部では、歯科衛生士による隊員等の口腔健康管理
を行っている。今回、口腔衛生状態が不良な患者の背景を考察し、
歯周基本治療を行い口腔保健行動の変容につながった 1 例を報告
する。
【症例の概要】
　20代男性、空曹。特技：輸送。家族構成：妻×1、子×1。令和6年4月、
定期健康診断（定健）にて歯石の沈着（高）を指摘され当科初診
となった。初診時の歯周精密検査は、PCR100％、BOP100％、
PPD 値は 3～6 ㎜であった。全顎的な歯肉の発赤と腫脹がみられ、
下顎前歯部舌側に帯状の歯肉縁上・縁下歯石の沈着を認めた。
【背景】
　歯科受診時の口腔衛生指導は未経験であり、歯石除去は 10 年間
施されてなかった。また、職場環境により口腔清掃の時間が確保
しにくいことや、自宅では育児により口腔清掃の優先度が低くなっ
ていることが問診より明らかになった。
【介入・経過】
　視覚的な動機付けを目的に、鏡視下で口腔内状況を説明し、歯
垢染色液を用いて口腔衛生指導を行った。また、患者の生活背景
を汲み取り、出張時の間食方法等の提案を行った。全顎 SC 後の歯
周精密検査では、PCR79.5％、BOP71.4％、PPD 値は下顎前歯部
で一部改善を認めた。口腔清掃習慣においては、歯間清掃用具を
使用するようになった。その後 SRPへ移行した。
【考察】
　不良な口腔衛生状態の原因は、口腔衛生教育の普及不足であっ
たことや、仕事や育児により口腔清掃の優先度が低くなっている
ことが影響していると考えられる。歯科衛生士の介入を契機に口
腔衛生に対する関心が高まり、口腔保健行動の変容につながった
と思われるため、今後も継続的な管理をしていくことが重要であ
る。

○太田華菜子1，正岡孝康2，山村浩史1，大堀壮一1

　菅井紫陽子1，飯塚浩道1，髙橋俊幸1，相羽寿史1

　１自衛隊中央病院歯科　２高田駐屯地業務隊

【緒言】うつ病患者は全国的に増加傾向にあり，重度のうつ病
では自殺防止のため入院が必要となる．入院中のうつ病患者
に対する歯科治療は不十分になることもあり，中等度以上の
うつ病患者では，非外科的歯周治療の転帰が悪化し，歯周治
療に難渋したと報告されている．今回，重度のうつ病で入院
中の歯周病患者に対して歯周基本治療を行い，良好な経過を
得たので報告する．
【症例】48歳，男性．主訴：噛むと左上奥歯が痛い．既往歴：うつ病，
高血圧症．喫煙歴：なし．現病歴：当院精神科に入院中，左
側上顎の 合痛を自覚し当科紹介受診となった．診査・検査
所見：全顎的に歯肉の発赤，腫脹を認めた．画像検査で全顎
的に水平性骨吸収を認め 46に垂直性骨吸収を認めた．PPD≧
4mm 19%，BOP(+) 56%，PCR 53%．診断：広汎性慢性歯周
炎 ステージⅠ グレード A．治療方針：①歯周基本治療②再評
価③SPT・メインテナンス．治療経過：問診時に過去の歯周治
療により，歯周治療に対して強い不安感をもっていることが
判明した．TBIにてラポールの構築に努め，モチベーションの
向上を図った．スケーリングを行い，治療に対して前向きに
なってきたためSRPを実施した．再評価にて PPD≧4mm 7%，
BOP(+) 28%，PCR 21% と改善を認め、左側上顎の 合痛は消
失した．
【考察・結論】入院を伴う重度のうつ病患者では歯周管理に苦
慮することもあるが，ラポール形成とモチベーションの維持
を主軸として歯周治療を行うことで，良好な結果が得られる
ことが示唆された．

○片井貴英、山村浩史、土井謙始、大堀壮一、髙橋昭太郎、水
口奈緒子、中西有路、菅井紫陽子、飯塚浩道、髙橋俊幸、相
羽寿史

　自衛隊中央病院歯科

【緒言】クリアフィル○R ユニバーサルボンド Quick ER（以下
「Quick ER」という。）は１ステップ型ボンディング材であり、
２ステップ型のクリアフィル○R メガボンドの代替品として、陸上
自衛隊において令和 6 年度に採用された補給統制品である。CR
充填、支台築造、象牙質レジンコーティングに加えて、
CAD/CAM 冠のセメント接着の向上も期待できるなど多用途な
材料である。今回、Quick ER を併用して CAD/CAM 冠を接着
した症例について調査し検討した。
【対象・方法】Quick ER を用いて CAD/CAM 冠の接着を行っ
た 20 症例を対象とした。接着方法は、歯面を清掃後に Quick 
ERを塗布し、弱圧で乾燥した後に、補給統制品であるSAルーティ
ング○RMulti を用いることとした。接着後の脱離の有無を調査す
るとともに、術者にアンケート調査し、その操作性を評価した。
【結果】経過観察期間は１年以内と短期間ではあるものの、接着
後の脱離症例は認めなかった。また、Quick ERの操作性として、
治療時間の延長や操作の煩雑さを訴える術者はいなかった。
【考察・結語】CAD/CAM 冠の問題点として、２週間以内に早
期脱離しやすいと報告されている。Quick ER は SA ルーティン
グ○RMulti と併用することで接着率が上昇すると報告されてお
り、本検討では早期脱離は認めなかった。また、Quick ER は操
作は簡便であると感じる術者が多く、CAD/CAM 冠の接着にお
いて Quick ER の併用は有用であると考えられた。補給統制品
として採用される歯科用製品に関して、今後も調査を通じた
フィードバックを行いたい。

歯科衛生士の介入により口腔保健行動の
変容につながった1例 D-13 重度うつ病で入院中の広汎性慢性歯周病患者に

対して歯周基本治療を行った１症例

D-14 クリアフィル○Rユニバーサルボンド
Quick ERを併用したCAD/CAM冠の
接着に関する検討 ○藤田　貴洋1）、森原　弘章2）、梅澤　伸夫1）、田仲　宏光1）、

　杉本　淳1）

　 1）自衛隊札幌病院　2）防衛医科大学校病院歯科口腔外科

【緒言】自衛隊札幌病院は北方管内での歯科医療の中核を担う
地区病院であり、年間約4,300人の患者に対して外来診療を実
施している。その内補綴物脱離を主訴に来院する患者は約
20％である。今回我々は令和 6 年 3月から 7月までの間、補綴
物脱離を主訴に来院した患者について、歯科医官・歯科技工
士で脱離原因について検討を行い、脱離しにくい補綴物の製
作の一助を得たので、考察を加え報告する。
【方法】脱離を主訴として受診した患者に対して、補綴物脱離
用問診票の記入と研究用模型製作のための上下顎の印象採得
を行い、症例検討を実施した。
【結果】全58症例中の 4症例が前歯、17症例が小臼歯、37症例
が大臼歯であった。また、約 70％の患者がいつ装着したか覚え
ておらず、脱離補綴物別では Inが71％、FMC14％、CAD/CAM 冠
8％、Br7％であった。
【考察】大臼歯部の補綴物が多く脱離していた原因は、大臼歯
は粉砕、臼摩という機能を大きな 合面積で果たしており負
荷が大きいこと、また、インレー修復のうち約 64％が大臼歯
であることから、他の部位より多く脱離したと考えられる。1
年未満で脱離する補綴物は形成量不足、適切な保持形態付与
の有無、並びに不適切な接着操作が原因となっている可能性
がある。
【結語】歯科治療において補綴治療は主要な治療の 1つである。
脱離を繰り返している症例については、研究用模型を用いて
改善点を検討することも有用であることが分かった。脱離し
にくい補綴物を製作する上で、形成量と支台歯形態は重要な
要素であり、多面的な視点から対象歯を評価することによっ
て、良い歯科治療の提供が可能となることが示唆された。

D-15 自衛隊札幌病院歯科における補綴物の脱離
原因についての検討
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D-16

○片井貴英1、山村浩史1、土井謙始1、竹内寿志1、
　岡本大吾1、大堀壮一1、髙橋昭太郎1、正岡孝康2、
　水口奈緒子1、中西有路1、菅井紫陽子1、飯塚浩道1、
　髙橋俊幸1、相羽寿史1

　１自衛隊中央病院歯科　２高田駐屯地業務隊

【緒言】令和 6年度診療報酬改定により、CAD/CAM冠の保険適応
範囲が拡大された。CAD/CAM 冠の使用機会が増える一方で、従
来の金属冠と比較すると脱離や破折が多いことが問題視されてい
る。今回、当科における補綴物脱離や破折を主訴に来院した患者
に関する実態調査を行い、CAD/CAM冠の予後を検討した。
【対象・方法】2023 年 12月から 2024 年 8月の間で、当科における
補綴物脱離を主訴に来院した初診患者を対象とした。患者数、性別、
年齢、種類、部位、治療内容などの項目について、後方視的に対
象となるデータを取得し、比較検討を行った。
【結果】初診患者数は 1552人、脱離・破折患者数 217人（男性 170 人、
女性47人）で平均年齢46歳であった。脱離・破折は、メタルインレー
が 90例と最も多く、次いで CAD/CAM 冠が 15 例と多かった。
CAD/CAM 冠は金属冠と比較して、早期に脱離した症例が有意に
多かったが、CAM/CAM 冠の破折は認めなかった。治療内容に関
して、CAD/CAM 冠は多くの症例で再装着される一方で、金属冠
は再製作が必要となる症例が散見された。
【考察・結語】当科における過去の初診患者の実態調査によると、
歯痛や検診希望などが主訴であることが多かったが、本調査にお
いては、補綴物脱離・破折を主訴とする患者が比較的多かった。
また CAD/CAM 冠と金属冠を比較した際に、破折に関して差がな
いものの、CAD/CAM 冠は装着後の早期に脱離しやすく、食事の
際に脱離しやすいことが判明した。CAD/CAM 冠は症例の選択や
適切な支台歯形成・接着操作が必要と考えられた。

○土井謙始、山村浩史、水口奈緒子、飯塚浩道、髙橋俊幸、
　相羽寿史
　自衛隊中央病院歯科

【緒言】近年、歯科用コーンビームCT（以下「CBCT」という。）
が普及してきており、歯科医療で幅広く用いられている。特
に根尖病変の確認、根管形態の精査、歯根吸収の位置の特定、
歯根破折の有無の精査など、歯内療法を行う際に遭遇する多
くの問題を解決するために CBCT が有用であることはすでに
多くの研究で示されている。当院でも 2024 年 3 月に CBCT が
導入され、CBCTの撮影が診断に有用であった症例を経験した
ので報告する。
【症例 1】45 歳女性。主訴は左下5の 合時痛で、左下5に強い
合接触およびデンタル X 線写真にて左下５の歯根膜腔の拡

大を認めた。 合調整を実施したが症状の改善を認めなかっ
たため CBCTを撮影したところ近遠心的な垂直性歯根破折を
認めた。
【症例 2】34 歳男性。部外医院にて右上 4 の歯根端切除術を受
けたが、根尖病巣が再発したため当科を受診した。CBCTを撮
影したところ切断面に死腔を認めた。
【症例 3】38 歳女性。右上６歯髄炎のため抜髄を開始。近心頬
側根の根管拡大中に 痛が出現したためCBCTを撮影したとこ
ろ、根管が途中から 2つに分岐していることが判明した。
【考察・結論】今回経験した症例では、いずれもデンタルX線
写真のみでは発見困難であった所見をCBCTの撮影により診断
することが可能であった。また歯内療法の予知性が低いまた
は保存不可能である症例においても CBCT画像の存在により
患者の理解が得やすくなり、早期の治療介入につながると考
えられる。CBCT撮影の適応については十分な検討が必要では
あるが、速やかな診断や治療方針の決定にCBCTは有用なツー
ルと考える。

○竹村万里子1、大堀壮一1、土井謙始1、竹内寿志1、
　岡本大吾1、山村浩史1、髙橋昭太郎1、正岡孝康2、
　水口奈緒子1、中西有路1、菅井紫陽子1、飯塚浩道1、
　髙橋俊幸1、相羽寿史1

　１自衛隊中央病院歯科　２高田駐屯地業務隊

【緒　言】
　現在、歯科用コーンビーム CT（以下「CBCT」という。）は
多くの歯科医療機関に導入され、インプラント治療や矯正治療
といった保険外診療のみに限らず、保険診療範囲内の高頻度
治療の多くに活用されている。一般的に CBCTは Multi-detector 
CT（以下「MDCT」という。）と比較して、空間分解能に優れ、
FOV（Field of view）の適切な設定により、被曝線量をパノ
ラマエックス線撮影の等倍から数倍程度で断層画像が得られる
という利点があるとされている。
　当院ではこれまでCBCTの導入がなされておらず、パノラマ
エックス線写真等の一般撮影では診断が困難な症例の診断には
MDCT が用いられてきたが、2024年 3 月 CBCT が導入され、
歯根破折、埋伏歯及び顎骨骨折等の診断に用いている。そこ
で今回、当院にてMDCTのみの運用期間とMDCTとCBCTの
両方が撮影可能となった期間を比較し、CBCT導入の有用性に
ついて検討したので報告する。
【対　象】
2019年 1月から2024年 9月までに自衛隊中央病院歯科を受診し
MDCTまたは CBCTを撮影した症例
【検討項目】
性差、年齢分布、撮影件数、傷病名、撮影目的、撮影予約か
ら撮影日までの期間等

○南優夏、佐藤洋子1)、光末久美子1)、大嶋桃子1)、
　網野嵩之1)、濵﨑誠一郎1)、廣田佳穂1) 納冨泰行1)

　自衛隊入間病院歯科診療部1) 

【緒言】歯科診療において、診断・治療計画立案の際、パノラマ・
デンタル等の X 線画像は重要な判断材料の 1 つである。自衛
隊入間病院は設立に伴い、歯科用CT（以下 CBCT）を採用した。
今回、令和 4年３月から令和 6年８月までの間に当院を受診し、
2 次元的な画像だけでは十分な診断がつかず、CBCT による 3
次元的な画像により診断した３例を報告する。
【症例・診断結果】
症例①：５０代　男性　右上５　主訴： 合時 痛生活歯かつ
未処置歯。デンタル・パノラマ X 線撮影では判断できず、
CBCT追加撮影にて歯根破折と診断
症例②：５０代　男性　左上１　主訴：歯肉の腫脹失活歯かつ
未処置歯。当該歯唇側歯肉に発赤腫脹を伴う瘻孔を認めた。
デンタル・パノラマ X 線撮影にて歯根嚢胞と診断。CBCT 追
加撮影にて鼻蓋管嚢胞を追加診断
症例③：３０代　女性　右上７　主訴：口蓋歯肉の腫脹根尖相
当部口蓋歯肉に瘻孔を認めた。パノラマ X 線撮影で根尖病巣
を認めた。CBCT追加撮影にて歯内歯と診断
【考察】2 次元的な X 線画像は、解剖学的重なりや観察面の制
限などにより、病変を正確に捉えることが困難なことがある。
CBCTを使用することで、対象を 3 次元的に観察することが可
能となり、適切な診断ができるようになった。CBCT撮影に関
して、吸収率、撮影範囲、時間、被爆量、解像度などの特性
を熟知し、従来我々が病院歯科で使用していた医科用 CT と適
切に使い分けることにより、最適な医療が行えると考える。
今後も CBCT のさらなる可能性を探索し、診断・治療に活用
したい。

自衛隊中央病院歯科における補綴物脱離を
主訴とする初診患者の実態調査と
CAD/CAM冠の予後の後方視的検討

D-17 歯内療法においてCBCTが有用であった
3症例

D-18 自衛隊中央病院歯科におけるCBCT導入の
有用性の検討 D-19 歯科診療における歯科用CTの有用性について
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D-20
○後藤里沙、佐藤洋子、光末久美子、大嶋桃子、網野嵩之、
　濵﨑誠一郎、廣田佳穂、南優夏、岩永光世、園田佳苗、
　髙橋麻美、関本真帆、髙屋新菜、東桃子、下遠さゆり、
　納冨泰行
　自衛隊入間病院歯科診療部

【緒言】第 69 回防衛衛生学会において、自衛隊入間病院歯科にお
ける診療実態調査を実施し開院後 1 年間で患者数の増加を認めた
ことを報告した。今回、歯科診療全体に対する意見や要望等を探
求するため患者満足度調査を実施した。
【対象及び方法】令和 6 年 7 月から歯科の受診が終了を迎える患
者を対象とした。無記名の自己記入式質問紙法を用いて調査を実
施し、その内訳について定量的な分析を行った。
【結果】総回収枚数は 60 枚（令和 6 年 9 月 2 日）。回答者の年代
は40代が最多で42.4％であった。来院動機で最も多かったのは「通
院に便利だから」が 85.0％、次いで「施設・設備が良いから」が
41.7％であった。待合室と診療室内の環境における「椅子の数」「清
潔さ」「空調」は「満足」「やや満足」が 9割以上を占めた。スタッ
フの対応における「身だしなみ」「話しやすい雰囲気であったか」
「治療方針や処置の説明は適切であったか」も「満足」「やや満足」
が 9割以上を占めた。自由記入欄には「急な対応をしてもらえた」
「説明が丁寧だった」等の好評がある一方「治療に時間がかかり
苦痛だった」との意見もあった。
【考察】結果から、当院歯科に対する満足度の高さが明らかになっ
た。自衛隊病院の長所である通院の利便性や、診察室の環境並び
にスタッフの対応に満足している患者が多数を占め、急患時の対
応や治療の説明方法にも評価が得られた。一方、診察時間の長さ
等、改善を必要とする点も明らかになった。今後も患者の意見を
反映させた質の高い歯科医療の提供を目指し、隊員等の健康増進
に寄与するとともに、信頼関係を構築していくことが重要である。

○後藤里沙1）、佐藤洋子1）、光末久美子1）、大嶋桃子1）、
　網野嵩之1）、濵﨑誠一郎1）、廣田佳穂1）、南優夏1）、
　岩永光世1）、園田佳苗1）、髙橋麻美1）、関本真帆1）、
　髙屋新菜1）、東桃子1）、下遠さゆり1）、野原浩介2）、
　出水栄治2）、五味賢治2）、高山厳2）、伊藤誓悟3）、納冨泰行1）

　自衛隊入間病院歯科診療部1） 同診療技術部　放射線班2） 
　同診療部3）

　令和 6 年度の厚生労働省診療報酬改定に伴い、同年 6 月より自
衛隊入間病院内科にて生活習慣病外来が開始された。糖尿病、高
血圧および脂質異常症の患者に対し、内科診察後に看護師等によ
る生活指導を患者ごと行うものであるが、その中で特に糖尿病患
者については歯周病との関連のため、歯科受診を指導することが
明記されている（厚労省指針）。実際に、歯周病と糖尿病の関連に
ついては数多くのエビデンスが報告されているが（PLoS 
One.2024 他）、同時に、高血圧についても歯周病が併存すること
で動脈硬化を進行させ、将来的に心血管疾患を発症しやすいこと
（Clin Oral Investig.2024）、脂質異常症についても歯周病はその
直接的な増悪因子であり（Nutrients.2023）、歯周病治療により脂
質異常を改善できる可能性が示され（BMC Oral Health.2024）、
これらの疾患についても病態の関連が認知されるようになってき
ている。そこで我々は、糖尿病患者のみならず、高血圧および脂
質異常症患者においても、内科受診後に歯科受診に繋げることで
生活習慣病の改善を図る「医科歯科連携」による試みを開始した。
具体的には、医官診察時に生活習慣病と歯周病の関連について患
者へ情報提供、看護師による生活指導時に歯科受診を促すパンフ
レットを手渡した後に、医科歯科で患者情報を共有、歯科受診の
際に歯周病変に着目し口腔内評価を行った上で、歯周病治療を内
科フォローとともに定期的に行うものである。本発表においては
この「医科歯科連携」の試みと現時点における状況報告、今後の
展望について述べる。

○山村浩史1、内藤紀子1、土井謙始1、竹内寿志1、
　岡本大吾1、大堀壮一1、髙橋昭太郎1、正岡孝康2、
　水口奈緒子1、中西有路1、菅井紫陽子1、飯塚浩道1、
　髙橋俊幸1、相羽寿史1

　１自衛隊中央病院歯科　２高田駐屯地業務隊

【緒言】周術期等口腔機能管理（以下「周管」という。）は、手術
や化学療法、放射線療法、緩和ケアに併せて口腔状態を整え、口
腔内細菌による合併症予防や免疫低下による病巣感染を予防する
とともに、栄養摂取をできるよう口腔環境を保つことが目的であ
る。令和 6 年度診療報酬改定では医科歯科連携が重要視され、周
管の対象患者が拡大した。当院は周管の対象患者が多いものの、
その動向やニーズに関する把握は十分になされておらず、今回そ
の実態調査を行った。
【対象・方法】令和 3年4月から令和 6 年8月の間で、周管目的に
当科を受診した患者を対象とした。受診患者数、年齢、依頼元内訳、
対象患者内訳などの項目について、後方視的に対象となるデータ
を取得した。
【結果】年度別月平均患者数（平均年齢）は令和 3年度が 1.6人
（68.9 歳）、令和 4 年度が 5.0 人（67.5 歳）、令和 5 年度が 4.9 人
（67.7 歳）、令和 6 年度が 18.2 人（63.5 歳）であった。依頼元内訳
に関して、消化器外科が最も多く、次いで心臓血管外科が多かっ
た。対象患者内訳に関して、手術を実施する患者が最も多かった。
次いで化学療法を実施する患者が多く、令和 3 年度から経年的に
増加傾向にあった。
【考察・結語】本調査の結果、周管目的に受診する患者は経年的
に増加傾向にあった。診療科会同や RST カンファレンスにおけ
る周管に関する情報共有後に患者数が増加しており、周管を当院
に根付かせるには、他科や他部署へ適宜情報提供することが大切
であると考えられた。対象患者の拡大により、周管目的に受診す
る患者は今後も増加することが予想され、周管に関して医科と密
接な連携体制の構築に努めたい。

自衛隊入間病院歯科における患者満足度調査 D-21 自衛隊入間病院歯科における生活習慣病外来を
契機とした医科歯科連携開始について

D-22 自衛隊中央病院における周術期等口腔機能
管理の実態調査

○松本佳子，青井康徳，瀧澤宏美，矢田朋美，髙瀬雅大，
　石垣哲太郎，松村千郷，坪井了，海老沢政人
　自衛隊横須賀病院

【目的】自衛隊横須賀病院は,海曹衛生課程の臨地実習(以下「実
習」) を実施し，歯科外来では 2 週間の実習期間が設けられて
いる．今回，歯科外来での実習に対する理解度を学習項目別
に評価し , 今後の教育手法を検討する上での課題を抽出する
ことを目指した．【対象】対象は , 海曹衛生課程学生 81 名 ( 令
和 3 年度 :31 名，4 年度 : 19 名，5 年度 : 31 名）【方法】調査
した学習項目は「口腔衛生指導」，「メディカルコントロール」，
「歯科検診」，「セメント練和」，「歯科急患の病態と対応」とし，
実習最終日に無記名の質問紙調査を行い，自身の理解度を 5
段階で評価させた．【結果】「よく理解できた」と「理解できた」
の回答を合計した割合は，全ての項目で 80% 以上となり，い
ずれの項目にも「理解できなかった」の回答はなかった．「よ
く理解できた」の回答率は，「口腔衛生指導」：63.0%，「メディ
カルコントロール」：54.3% と半数を超えたが，「歯科検診」：
48.1%，「セメント練和」：38.3%，「歯科急患の病態と対応」：
32.1% で，これらの 3 項目では「どちらともいえない」，「あ
まり理解できなかった」の回答が散見された．各年度において，
これらの結果と同様の傾向を示した．【考察】自己評価による
理解度は，全ての項目で総じて高かったが，より深い理解を
目指すためには，「歯科検診」，「セメント練和」，「歯科急患の
病態と対応」について教育手法の検討が必要であることが明
らかとなった．今後,臨床の見学・介助,処置の実技，講義，プレ・
ポストテスト，フィードバック等を包括した教育方略を検証
し，より良い実習カリキュラムの構築を目指したいと考える． 

D-23 自衛隊横須賀病院海曹衛生課程臨地実習における
歯科理解度のアンケート調査



防衛衛生 第 72 巻 別冊，2025 年 第 70 回 防衛衛生学会抄録集

National Defense Medical Journal separate volume-Vol.72 202550

D-24
○菊池愛美子，三木美樹，杉沼健太，澤田蓮，森川貴史，
　海老沢政人
　自衛隊横須賀病院

【背景】
　技術公募海曹として歯科技工士が新着任した際，入隊前の職務
内容の偏り等から，自衛隊病院等で必要とされる包括的な技工ス
キルを有さないことがあり，早急な戦力化を目指して教育を行っ
てきたが，教育手法に課題を感じていた．また，既存の課題として，
職場復帰・異動等によるブランクから明けた歯科技工士の再教育
の必要性が存在する．令和５年度，新規の歯科技工士が当院に配
属されたため，より効率的かつ標準的な教育を目指し取り組むこ
ととなった．
【取り組み】
①標準化教育資料：教科書等を利用し教育を実施後，被教育者・
教育者から教育内容や方法についての意見をアンケート形式で聴
取した．そこから抽出された教育の効率性と標準化の課題につい
て検討し，実際に当院で使用している器材や材料の写真等を取り
入れ，新たに資料を作成した．
②技術管理ノート：技工物作製の作業状況，教育内容，補綴物装
着時の不具合に対する原因や改善点等を記入し，被教育者・教育
者の共有及びフィードバックを可能とするノートの活用．
【まとめ】
　従来，限られた人員が業務をしながら教育を実施していたが，
教育資料を標準化したことで，明解な情報を的確かつ効率的に伝
えることが可能となり，被教育者の理解度や教育者の教えやすさ
が向上した．技術管理ノートは，技術的な改善点等について被教
育者・教育者の双方で共有でき，効率的な知識の習得やスキル向
上に繋がり，また，複数の教育者による教育の標準化や連携に有
効性を実感した．当院は，海上自衛隊の基幹病院として診療・教
育の基盤を担っており，今後，他警備区の歯科技工士の教育も視
野に入れ，歯科技工の分野における教育の充実を目指したい．

○久保奈都美，小川朋瀬，杉山真紀，近藤綾子，田原よしえ，
　藤谷澄子，加藤知沙，甲山尚幸，三島剣太郎，前島将之
　自衛隊呉病院歯科診療部

【はじめに】自衛隊呉病院歯科診療部（以下「呉病歯科」）では，
隊員の受診環境改善を目的に衛生員・衛生担当者 ( 以下「衛生
員等」) を対象にアンケート調査を実施した。アンケート調査
結果の報告と，結果を参考に呉病歯科の診療体制・予約方法
の見直しを試行した現状について報告する。
【調査方法】令和 6 年 3 月呉地区衛生担当者会報に出席した衛
生員等 54 名に呉病歯科に対する要望等についてアンケートを
実施した。
【結果】呉病歯科への要望は①希望日時での受診しやすさ（43％）
②急患対応（42％）③部隊の行動への配慮（34％）であった。
【対応・考察】診療体制の見直しとして，令和 6年4月1日から
の予約枠に新たに当日急患枠を試行的に設置した。これによ
り部隊からの急患対応の要望に即応可能となった。急患枠が
埋まらなかった場合，上級医は若手歯科医官の指導，若手歯
科医官は上級医の見学をすることでスキルアップを目的とし
た時間として有効活用をしている。さらに予約方法の見直し
として，従来はメインテナンス受診において Dr 枠と DH 枠を
同時に確保し，同日診査・除石を実施していたが，診査と除
石を分割して別日に予約日を設定した。分割して予約日を設
けたことで患者の希望する日取りでの受診が可能となった。
また，除石の実施時間が確保され，丁寧な治療が可能となった。
受診回数は増加することとなるが，患者に丁寧な説明をする
ことで，問題なく運用されている。今後も患者や衛生員等の
需要に寄り添った診療体制の構築を検討していく。

○海老沢政人1），大小田学2），前島将之3），清水栄哉4），
　森田秀樹5）

　１自衛隊横須賀病院，２大湊衛生隊，３自衛隊呉病院，
　４舞鶴衛生隊，５佐世保衛生隊

【背景】海上自衛隊歯科医官の診療連携の基盤作りを目的とし，
令和 5年 6月から 5つの総監部地区において , 歯科医官らの治療
の予後について共有を開始した．開始後 3ヵ月間の共有状況に
ついては，第 69 回防衛衛生学会で報告した．
【目的】令和 5 年 9 月から令和 6 年 8 月までの 1 年間，歯科診療
連携記録簿を用いて共有された報告症例について分析し，実施
要領について検討した．
【症例数】1年間の報告数は76件で，「予後確認の共有」が49件，「術
者による予後依頼」が 15 件であった．また , 予後確認の共有の
うち「予後良好症例」は 28 件，「予後不良症例」は 21 件であった．
今回，予後確認とは別に「教訓となる症例」として 12 件の報告
があった．
【症例・教訓】予後良好症例は，根管治療，歯周外科処置，歯根
端切除，意図的再植，直接覆髄等で，予後不良症例は，CAD/CAM
冠脱離，根管治療後再発，直接覆髄後歯髄炎，智歯周囲炎の悪
化等であった．教訓の内容としては，歯周ﾎﾟｹｯﾄ4mm 部位をﾒｲﾝ
ﾃﾅﾝｽとした後の病態の進行（遵守事項の徹底），艦艇派遣中の歯
周炎の悪化（派遣中の SPT の必要性），智歯放置による病態悪
化（抜歯判断・患者説明への反映）等であった．
【まとめ】歯科診療連携は，「予後確認の術者への共有」を主た
る目的として開始したが，術者への共有には手間と配慮が必要
なためその実施は容易ではない．一方で , 本取組みにより現病歴
や予後を意識する臨床姿勢の習慣化が実感できた．予後以外で
「臨床の要因・教訓」について柔軟に情報共有がなされており，
歯科診療連携記録簿の見直しを含め，より効果的かつ効率的な
実施要領を模索したい．

○岡澤　亮平
　館山航空基地隊、第２１航空群司令部、
　自衛隊中央病院診療科歯科

【背　景】
　自衛官、特に海上自衛官の人員不足がニュース等で叫ばれて久
しいが、海自歯科医官の充足率低下も同様であり、様々な方策が
とられているものの有効策はなかなか見つからないのが現状であ
る。このため、長期行動する艦艇や海外派遣部隊への歯科医官の
派遣は複数人配置の衛生隊、病院から以外の派出が難しいことや
階級による制限もあることから人員繰りに難渋している。
【方　法】
　今回、海外派遣部隊に臨時勤務している歯科医官を、近隣海域
で行動している艦艇へ定期的に歯科診療支援として派遣する試み
が実施された。実施にあたり、過去の海外派遣部隊、長期行動艦
艇のＤＥrate を含む歯科患者データから有効な支援間隔や日数を
算定し計画した。
【結　果】
　実施にあたり、交通インフラの発達していない途上国での長時
間のトランジットやロストバゲージ等の問題、海面状況による治
療の制約等あったものの、要治療患者はすべて診察することがで
きた。部隊の口腔衛生状況の改善と士気向上に大きく貢献した。
【考　察】
　歯科疾患の特性上、出航・派遣前にどれだけ治療を実施してい
ても要治療患者は発生する。このため、海外派遣部隊や長期の艦
艇行動に対しては歯科医官の派遣は必須である。上記の部隊、艦
艇に対しては歯科医官が常時乗艦することが望ましいものの、歯
科医官の充足率が回復するまでの間は今回のように定期的に歯科
医官を派遣し歯科診療支援を実施することは有効な対応策である
と考える。

標準化教育資料と技術管理ノートを用いた
歯科技工技術教育の取り組み D-25 自衛隊呉病院におけるアンケート調査結果に

基づく急患対応方法の試行について

D-26 海上自衛隊歯科医官による歯科診療連携の
現状（第３報） D-27 行動中の歯科医官非乗艦艦艇に対する

歯科診療支援について
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D-28
○石垣　哲太郎，海老沢政人，塚嵜哲史
　自衛隊横須賀病院

【はじめに】海上自衛隊メディカルコントロール態勢は 2011
年から運用され，洋上における歯科急患に対しても，オンラ
インで歯科医官による直接指示を受けた衛生員が投薬等を実
施する事例（以下、歯科ＭＣ）が存在し，その内容は第６７
回防衛衛生学会で報告した．今回我々は，艦艇における歯科
ＭＣの事例の検証により知見を得たので共有する。
【歯科ＭＣ事例】令和４年８月から令和６年９月の間，自衛隊
横須賀歯科診療部で実施した歯科ＭＣは９件であった．症例
の内訳は，仮封脱離１件，歯髄炎疑い１件，歯冠破折による
露髄１件，根尖性歯周炎２件，智歯周囲炎 2 件，矯正歯科ブ
ラケットのトラブル２件であった．根尖性歯周炎２件のうち 1
件は，症状が悪化したため洋上で救難飛行艇にピックアップ
され，横病へ後送となった．
【所見】①矯正歯科トラブルは，衛生員がワイヤーを除去する
機材を保有していない等の困難があったが，患者の同意を得
て適切に対応できた．②後送症例では，出港前に違和感を自覚
し部外歯科を受診したが処置なく経過観察と判断され，任務
行動に配慮した治療が必要と認識された．③６件について部内
メールが活用され，通信が不安定な船舶電話より確実なコミュ
ニケーションが図れた．④２件において横病臨地実習で活用し
ている「艦艇歯科緊急評価票」が資料として添付され，その
有用性が確認できた．
【おわりに】今回の検証から，待機的処置が可能な歯科急患に
ついては，部内メールの活用が有効であることが再確認でき
た．「部内メール」と「艦艇歯科緊急評価票」の使用を歯科Ｍ
Ｃの標準的実施要領とすることで，高い水準で歯科ＭＣによ
る洋上医療支援が可能と考える．

○矢田朋美1）, 菊池愛美子1）, 松村千郷1）, 田村義輝2） 
　尾島健一郎3）, 海老沢政人1）, 塚嵜哲史1）

　1）自衛隊横須賀病院　2）海幕衛生企画室
　3）統幕後方補給室

【はじめに】Pacific Partnership（以下 PP）は , 国際災害救助活
動等において関係各国との人道支援・災害支援活動の円滑化を
目的にした米軍が主催する訓練である．
【活動概要】令和 5 年 11 月 17 日～ 12 月 4 日の間 , ソロモン諸
島にて米海軍病院船「Mercy」を拠点とし，米・英軍の歯科医官 , 
デンタルナースと活動した．平日は現地病院，土日は教会にて，
口腔内診査，口腔衛生指導．スケーリング，フッ素塗布，診療介助，
アンケート調査を実施した . 
【アンケート調査】現地住民 86 名に対し，歯科受診の待ち時間
を利用し口腔保健に関するアンケートを実施した．約 7 割が女
性で若年層・壮年層が多かった．口腔にトラブルあり : 49% で，
そのうち 78% がう蝕であったが，対象者に若年層が多いことが
要因の一つと思われた . 殆どの者が毎日歯を磨く習慣があるこ
とから一定の予防意識はあるが，う蝕保有者が多いことは，現
地医療スタッフや住民との会話から伺えた，歯科医療施設・歯
科医療従事者の不足が影響しているものと考える．
【所見】スケーリングを実施した患者の中には，歯石が一面に付
着している者，動揺歯を有する者が散見され，少数歯欠損がト
ラブルであるとの認識が低いと感じた . アンケート調査や口腔
衛生指導を通じコミュニケーションを図ることで，米軍歯科医
官からの口腔衛生指導やスケーリング等の歯科衛生士業務の依
頼に繋がり，また，現地住民の口腔に関する問題点やニーズを
把握することができた．
【おわりに】様々なツールを活用し，積極的なコミュニケーショ
ンを図ることで生まれる友好的な交流は，派遣国や派遣要員が
毎年異なる短期間の PPの，円滑な活動に有効であると考える．

○久保　大二郎，髙瀬　雅大，海老沢 政人
　自衛隊横須賀病院

　2024 年 9 月 9 日～ 12 日の間，イスタンブール（トルコ
共和国）において国際歯科連盟（FDI）の SDFDS（Section of 
Defence Forces Dental Services），国際軍事歯科会議が開
催された．参加国は，主催国の他，米国，英国，カナダ，中国，
パプアニューギニア，ブラジル，ブルネイ，ギニア，マレー
シア，シンガポール，インドネシア，北マケドニア共和国，
ニジェール，スリランカ，セネガル，オランダ，フランス，
ドイツ，ベルギー，ノルウェー，日本で 22 か国の歯科医官
らが参加した．Scientific Program は 2 日間で 20 題の発表
があり，活発な討議がなされた．発表分野は，デンタルレ
ディネス，顎顔面外傷，軍装備，デジタル歯科に分けられ，
①ベルギー軍の若年隊員における歯周病の有病率，②軍の
たばこ規制政策の影響（マレーシア），③ドイツ駐在米軍が
経験したウクライナ軍兵士の歯科疾患について，④弾丸外
傷に対するインプラント補綴リハビリテーション（ニ
ジェール）⑤軍用車両搭載型移動式歯科ユニットに関して
（オランダ），⑥インプラント治療のデジタルワークフロー
（中国）が印象深く，本邦からは「画像比較プログラムを用
いた歯列同定手法の検討」と題し歯科身元確認手法のデジ
タル化について発表した．Cultural Day ではイスタンブー
ル市内の史跡研修が実施された .
　2025 年は西安（中国）で開催予定となっている．本演題
では会議の概要及び参加所見に関して発表を行う。

歯科ＭＣによる洋上医療支援 D-29 パシフィック・パートナーシップ2023-24
参加報告

D-30 FDI/SDFDS 2024国際軍事歯科会議
参加報告
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Ⅳ　衛　生　資　材

○井上　朋彦、石川　夏子、武田　侑子、藤本　美奈子、
　高田　摂、竹林　久美子、原　明日香、田原　寛之
　自衛隊横須賀病院　衛生資材部　薬剤課

【背景】ペニシリン系抗菌薬に対するアレルギーの発現率は他の
抗菌薬に比べ高いとされ、医師からの代替え薬の問い合わせや、
患者からの申告を受けることが多い。当院においても、ペニシ
リン系抗生物質を投与された患者にスティーブン・ジョンソン
症候群を呈した患者も発生している。
【目的】ペニシリン系抗菌薬のアレルギーを疑う患者に対するア
レルギー反応のリスク評価や、アレルギーが強く疑われる場合
の代替え薬提案等の対応手順を作成し医薬品安全に寄与する。
【方法】文献調査により、ペニシリンアレルギーが疑われた場合
には、構造が類似したセフェム系抗菌薬に対しても交差反応が
5～10％であるため、セフェム系抗菌薬は選択しにくくなること
が分かった。一方で、ペニシリンアレルギーであると自己申告
した患者のうち真のアレルギーは 10 ～20％程度との報告もある
ことから、これらを考慮し、フローチャートを作成して問い合
わせ等に対応することとした。
【結果】患者からのペニシリンアレルギーという申告では、真の
アレルギーとは言えないため、代替え薬の提案の前に患者の申
告するペニシリンアレルギーの症状や時期などの詳細な情報を
聴取し、精査する必要があることが分かった。よって、的確な
情報取得のためのチェックリストを作成した。
【展望】現在、窓口において実施患者にアレルギー症状の有無を
聴収し、医師にアレルギーに対する疑義照会及び電子カルテへ
の記載を行っているが、ペニシリンアレルギーを疑う患者に対
しては、チェックリストを使用して詳細な情報の取得に努める
とともに、他の医薬品についても同様の調査結果を精査・検討し、
安全な薬物療法に寄与していくこととする。

P-1 ペニシリンアレルギーが疑われる患者に対する
対応手順について

○武田侑子  石川夏子　井上朋彦　藤本美奈子　高田摂
　竹林久美子　原明日香　田原寛之
　自衛隊横須賀病院　衛生資材部　薬剤課

【背景】自衛隊横須賀病院（以下、「当院」という。）では、令和
４年５月から入院の外科患者に対し薬剤師の服薬指導業務を開
始した。当院は、外来院内処方率が約７５％（全国平均１８．５％）
と高く、また築３６年を迎え老朽化した狭隘な薬局のため艦艇
の緊急出航や長期出航に備えた在庫管理、発注業務も大きな業
務負担となっている。昨今の病棟における臨床薬剤師業務の必
要性が高まる一方で、当院においては既存の薬剤師の定員の中
で病棟活動業務にいかに時間を割けるかが課題であった。
【目的】当院は、令和９年度に新病院の開院を控えており、自衛
隊員のみならず地域医療の一端を担う病院として一般の患者、
特に内服薬の多い高齢患者の増加も見込まれる。当院における
病棟薬剤師業務を広げるべく現行の業務の見直しを行い、今後
の病棟薬剤師業務に資する業務態勢を構築する。
【方法】他の病院で病棟活動の経験がある薬剤師が中心となり病
棟薬剤師業務の検討チームを立ち上げた。このチームを中心と
し、当院のニーズを反映しつつ現行の病棟薬剤師業務の問題点
の抽出を行い、改善策を検討した。
【結果及び考察】服薬指導の内容が薬剤師の個人の能力に頼ると
ころが多く、限られた時間の中での服薬指導の質の確保が求め
られ、薬歴の標準化が必要であることがわかった。このことから、
入院患者に対する薬歴管理表を作成し、初回面談シートの標準
化を図った。また、電子カルテの機能を使い、病棟薬剤師業務
をより効率的かつ効果的なものとすることができた。今後の業
務においても検討を重ね、当院における病棟薬剤師業務を拡充
させ、より質の高い医療の提供に寄与していく必要があると考
える。

P-2 自衛隊横須賀病院における病棟薬剤師業務の
取り組みについて

○菊池　宏之
　大湊衛生隊薬剤科

【はじめに】
　国際薬剤師・薬学連合（International Pharmaceutical Federation: 
FIP）は、１９１２年に設立され、現在１４６の各国の組織で構成され
る４００万人を超える薬剤師、薬学教育者を代表する団体である。軍
事救急薬学セクション（Military and emergency pharmacy section: 
MEPS）では、各国の軍に所属する薬剤官等により軍事、救急薬学に関
する活動が実施される。同会議は年に１回実施され世界各国の薬剤師、
薬科学者等が集い、薬剤師職能及び薬科学に関する討議が行われる。
　本会議は日本薬剤師会でも参加促進が図られている学会であり、特
に MEPS については軍事薬学に係る多国間での意見交換、最新の知見
収集が可能となる貴重な場である。今年度の会議は南アフリカ・ケー
プタウンで開催され、MEPS の長から海自薬剤官への招待状が接到し、
参加することとなった。
【発表内容】
　海自として参加が初めてであるため、日本国の活動に関する理解の
向上を図ることから始めた。特に、海洋国家として日本が取り組んで
いる、ＦＯＩＰ（自由で開かれたインド・太平洋）を紹介し、その中で
の薬剤官の活動 /役割について発表した。
　海自以外の発表等は以下のとおり。
　ア　太平洋地域における COVID-19 ワクチンの海上への輸送の教訓
（ニュージーランド軍）

　イ　軍のレディネスを最適化する米軍における電子薬歴についての
取り組み（米軍）

　ウ　病院の衛生資材調達に関するマレーシア軍薬剤官の関与につい
て（マレーシア軍）

　エ　その他、ＨＩＶやマラリアといった感染症に関する事項等
【結論】
　同会議に参加し、軍薬剤官との諸交流により有意義な成果を得た。
本成果を海自衛生のみでなく他幕衛生に共有し、本学会の有用性検討
の資として報告するものである。

P-3 第８２回国際薬剤師・薬学連合国際会議
参加報告
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P-4
○岡澤　亮平1）2）3）、安齋　浩昭4）、末廣　大悟5）、藤森　翔6）

　１）館山航空基地隊、２）第２１航空群司令部
　３）自衛隊中央病院診療科歯科、４）厚木航空基地隊
　５）護衛艦ひゅうが、６）自衛隊横須賀病院診療部

【緒　言】
　海外派遣部隊への医薬品の輸送は輸送費や相手国法規等、様々
な制約を受ける。今回、酷暑地において緊急で必要となった要冷
蔵医薬品について民間機を使用し輸送した経験をしたため報告す
る。
【背　景】
　２０２４年３月頃より紅海・アデン湾周辺情勢の悪化に伴い、
船舶の航行制限や代替手段である航空貨物便の確保が困難となる
といった事象が発生した。これに伴い、予定されていた物資の輸
送は手段を変更して実施することとなった。しかしながら、要冷
蔵医薬品に関しては継続した冷却の必要があり、手荷物での持ち
込み制限に加え、経由地の途上国空港で炎天下に長時間さらされ
るリスク等から品質を担保して輸送を受け入れる業者の選定に苦
慮した。
【方　法】
　輸送に際し、発送元部隊にて梱包方法や冷却方法の検討が行わ
れた。梱包は遮熱シートを貼付し内部に保冷剤を充てんした発泡
スチロールケースを２重にし外気温３０度にて４８時間経過後も
１０度以下が保たれることを確認した。
【結　果】
　業者へ引き渡してから約３５時間後に輸送先へ到着した。外気
温は約５０度であったが、箱の内部は４ .９度であり、品質を保持
したまま輸送することができた。
【考　察】
要冷蔵医薬品の輸送に関しては今後も検討を重ね様々な手段、方
法を確保しておくことが好ましい。

民間航空機を使用した酷暑地への
要冷蔵医薬品の輸送経験

○中里 恵理、土井 悠路、宮澤 千鶴、青木 幸一、
　品川 真之
　陸上自衛隊補給統制本部

　厚生労働省などの政府機関は、国全体の医療費の削減及び
医療保険制度の継続のために、後発医薬品（以下「後発品」
という。）の利用を推進しており、病院の採用医薬品には後発
品を採用することが求められる。陸上自衛隊においては、自
衛隊中央病院を含むと８コ病院が存在しており、補給統制本
部衛生部では、陸上自衛隊の病院で採用している医療用医薬
品（以下「常用医薬品」という。）の情報を取りまとめている。
採用医薬品は、各病院で定めているため、医薬品の採用品目
及び後発品の割合に特性があることから、常用医薬品の採用
状況を分析し、動向について明らかにした。
　常用医薬品の品目数は、８コ病院全体で減少しており、病
院別の品目数でも減少傾向となっている。常用医薬品の品目
数の減少は、処方及び調剤ミスの減少といった医療安全の向
上、並びに発注や期限管理といった在庫管理の効率化に資す
るものと考えられる。
　後発品への切り替え状況を把握するため、後発品へ切り替
え可能な医薬品のうち、実際に採用している後発品の品目に
占める割合を平成２４年度第４四半期から分析したところ、
年々上昇し、令和元年度以降は高い水準を維持している。
　一方、医療用医薬品の限定出荷及び供給停止が全国で継続
しているが、陸上自衛隊の病院でも同様の影響を受けており、
常用医薬品の変更の必要性が生じている。今後の後発品を含
む採用医薬品の検討においては、陸上自衛隊各病院の常用医
薬品採用状況及び安定供給等を参考にすることが有用である
と考える。

P-5 自衛隊病院における医療用医薬品の
採用状況について

P-6 P-7
○大久保　裕真　田邊　静香　菊池　宏之
　大湊衛生隊薬剤科

【はじめに】
昨今の全国規模で発生している医薬品の流通制限により、一
部の医薬品が通常の方法では調達できなくなっており、医療
体制に影響を及ぼしている。そのため処方医師への処方変更
提案や製薬メーカーへの直接交渉、他地区病院等から在庫を
確保することで対応しているが、そのために各勤務員の業務
負担が増えている。
【目的】　　　
　医薬品流通制限により、その対応のために余分に増えた業
務内容（処方医師への変更依頼、情報収集、他地区病院から
の管理換等）を洗い出し、流通制限のかかった各医薬品ごと
に、その対応のための業務の増加量・内訳等を明らかにし、
業務見直しの資とする。
【方法】
　一定期間（８月～１０月）、大湊衛生隊薬剤科の各勤務員（６
名）を対象に、流通制限によって生じた業務について項目別
（薬剤師業務、経理・補給関連業務、その他の業務）にその
所要時間をＥｘｃｅｌファイルに入力し、集計した。
【結果】
　３か月の薬剤師３名の合計業務時間は約１３００時間であ
り、その内医薬品流通制限によって追加された薬剤師の追加
業務時間は約３３時間、全体の割合として約２．５％増加し
ていた。また、薬剤師以外の業務では管理換の手続き等の事
務作業により補給員１名の業務が約１０時間増加していた。
　昨今、医薬品流通制限によって薬剤師の業務負担が増加し
ているところ、定量的に業務負荷を把握することができた。

医薬品流通制限下における大湊衛生隊の
薬剤科業務分析

○岩田　英城　窪田　賢人　唐木　麻衣　上田　萌
　宮﨑　史　草深　鉄兵　田原　寛之
　自衛隊横須賀病院

【背景】医療機器の不具合に対する事故防止には、機器の適切
な管理、病院の設備や環境の整備、医療従事者への教育等、様々
な角度から組織的な安全対策に取り組む必要がある。当院では、
医療機器の安全使用に関わる情報はメーカーからの通知のみに
頼っていたが、臨床工学技士の増員を期に、令和 6 年 4 月より
PMDA（（独）医薬品医療機器総合機構）から配信される情報
を活用した情報収集を開始し、有益な結果を得たので報告する。
【目的】PMDAからの情報を収集し、院内への共有を図る。
【方法】医薬品医療機器情報配信サービス（PMDAメディナビ）
が配信するメールサービスに登録しタイムリーに配信される医
療機器等の安全性に関する情報（回収情報や注意喚起情報）を
入手した。さらに、当院が保有する該当機器については、ホー
ムページ及びメーカー確認後、必要に応じて関係部署へ速やか
に情報共有を行い、同時に対策等の検討を実施した。
【結果】令和 6 年 4 月から 8 月に PMDAから合計 216 件の情報
が配信された。その内、10 件については該当機器を保有してい
たため、院内共有を図った。しかし、１件は自主回収情報対象
機器リストに当院が所有するロット番号が記載されていなかっ
たが、直接メーカーに問い合わせた際、不具合発生の可能性が
否定できないとの回答があり、使用禁止とした事例があった。
【考察】当該活動により迅速かつ適切に院内へ情報共有が図れ、
院内の医療機器の安全使用につながったと考えられる。しかし、
機器の不具合等の情報については、配信情報のみで得られた自
主回収情報だけでは不十分な事例があったことから能動的な情
報収集も併せて行うことが重要であると考えられる。

医療機器不具合報告等の情報収集について
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○桃井　沙理1）、石﨑　光理1）、岡本　有司2）、田原　茂延1）

　1）自衛隊呉病院　衛生資材部、2）呉衛生隊　衛生科

【はじめに】2018 年に自衛隊呉病院へ臨床工学技士（以下「Ｃ
Ｅ」という。）が採用となり、艦艇搭載医療機器の点検整備
が開始された。今回、2023 年度の実績と今後の展望につい
て考察を得たので報告する。
【対象】呉地区在籍艦艇 41 隻中、艦艇搭載医療機器の点検
依頼があった 11 隻を対象に、患者監視装置、除細動器等の
12 種類の医療機器に対して点検整備を実施した。
【結果】計 105 台の点検整備を実施し、24 件の不具合事案が
確認された。内訳は 2 件が機器の不備、2 件が設備の不備、
4件が医療機器の不適切な管理、16 件が消耗品の不備であっ
た。
【考察】不具合事案の多くは、衛生員の医療機器に関する知
識不足や、日常点検の必要性への認識が乏しいためである
と推察された。その要因として、医療機器を正しく理解す
るための管理方法や点検要領について技術を習得する機会
が少ないことが考えられる。
【結語】ＣＥによる点検整備を開始し 5 年が経過したが、点
検依頼の増加には至っていない。今後は、衛生担当者会報
等で不具合事案の共有を行い、医療機器管理の必要性を意
識づけるとともに、ＣＥが乗艦点検を実施する際には、実機
を用いた操作・点検方法の講習を行うことで、衛生員の技
術向上に努める。また、横須賀地区で運用されている艦艇
搭載医療機器管理データベース（セスシステム）への情報
集積を呉地区でも開始した。各艦艇で有効に活用してもら
うとともに、ＣＥ不在地区でも同様の医療機器点検が可能で
あることを周知させ、安全な医療機器運用の一助を担いた
い。

P-11 呉地区における艦艇搭載医療機器点検支援の
現状

○窪田　賢人、唐木 麻衣、岩田 英城、上田 萌、宮﨑 史、
　草深 鉄兵、田原 寛之
　自衛隊横須賀病院

【はじめに】当院の衛生資材課は年間を通して様々な医療機器の
整備・修理対応を行っており、現場で生起した医療機器の不具
合の初期対応を臨床工学技士が実施することで、医療機器安全
に寄与している。一方、不具合の状況によってはメーカ修理に
頼らざるを得ない場合も少なくない。そのような現状の中、年
間の保守点検を除く整備・修理件数のうち内視鏡関連機器の修
理件数が占める割合が高いことから、修理状況の調査を実施し
た。
【方法】平成 31 年 4 月から令和 5 年 3 月の期間に自衛隊横須賀
病院で行われた内視鏡検査数、内視鏡関連機器の修理件数、故
障内容及び修理費用を集計し年度毎に調査した。
【結果】修理件数 33 件の内訳は、スコープの故障が 15 件、洗浄
装置の故障が 14 件、モニターの故障が 2 件、内視鏡用高周波焼
灼電源装置の故障が 2 件であった。スコープの故障は 1 件につ
き複数箇所指摘されることもある。詳細は劣化・摩耗によるも
のが 52 箇所（54％）であり、取扱いに起因すると考えられるも
のが 45 箇所（46％）であった。修理箇所は湾曲部の破損が一番
多い結果となった。これらの修理費用は年間約100万円程度であ
った。
【考察】内視鏡関連機器の修理状況の調査を実施したところ、経
年劣化による修理件数と取扱いが要因と推察される修理件数が
それぞれ約半数を占めており、修理箇所にも一定の傾向がある
ことが確認された。本調査結果から、院内周知を実施し愛護的
な取扱いに留意しながら使用することで安全な機器使用につな
がる。その結果として、より安全な医療の提供や費用削減がで
きると考えられる。

P-8 自衛隊横須賀病院の内視鏡検査の現状と
修理状況の調査

○相羽清彦、村田賢二、西田香織、丸山　聡、小西　透
　　航空自衛隊　航空医学実験隊

【背景】航空身体検査では｢記入･入力ミス」に関するヒヤリハ
ット事例が多いが、電子カルテ等の電子システムの普及に伴
い､入力ミスの増加が懸念される。その対策の１つとして入力
ミスを誘発しにくいシステムの導入がある。システムでの作
業を効率的に実施する前提として、システムが使いやすさの
要件を満たしている必要がある。
【目的】使いやすい医療用情報システムの導入に資する。
【方法】システム側からの入力ミス対策、システムの使いやす
さの要件及び評価方法等について文献から把握、整理する。
【結果･考察】入力ミスはシステムのユーザインターフェース（以
下｢UI｣という。）の不備により発生すると言われており、その
対策として、誤入力への警告、必須入力項目の明示及びその
入力を促す警告が挙げられていた。使いやすさは､学術的に
｢ユーザビリティ（Usability）｣という用語で扱われ、ISO 9241-11
（JIS Z8521）では､効果､効率､満足の３側面で定義されていた。
これらを具備していることが使いやすさの要件といえる｡シス
テム開発の実務では､開発段階､目的等に応じた様々な評価手
法があり、開発初期からユーザビリティを考慮する設計方針
は｢ユーザ中心設計｣と呼ばれていた。使いやすさを重視する
場合、この方針に基づいて開発されたシステムを導入するの
が望ましい。電子カルテについては「グラフィカル UI の基礎
的ガイドライン」が作成されていた。使いやすさを重視する
場合、このガイドラインに準拠した電子カルテを導入するの
が望ましい。なお、システムのユーザが、使いやすさ（ユーザ
ビリティ）に関する知見を得ておくことは、使いやすいシステ
ムの導入に寄与すると考える。

P-9 使いやすい医療用電子システムの導入に
向けた検討

P-10
○上田　萌、窪田　賢人、唐木　麻衣、岩田　英城、
　宮﨑　史、草深　鉄兵、田原　寛之
　自衛隊横須賀病院　衛生資材部

【背景】洋上は陸上とは異なり、医療機器の不具合に対し速やか
に対処することができないため、衛生の能力発揮及び即応性に影
響を及ぼすことがある。このような状況の中、自衛隊横須賀病院
所属の臨床工学技士が艦艇搭載医療機器（以下、医療機器という。）
の点検支援を実施している。この活動は徐々に周知され、令和５
年には横須賀在籍艦艇の９０％の点検を実施し、点検結果のデー
タが集積されている。しかし、医療機器で発生した不具合の傾向
を調査する機会は少なく、分析されていないのが現状である。
【目的】医療機器で発生する不具合の傾向を明らかにすることと
した。
【方法】令和４年度、５年度の２年間において、横須賀地区在籍
艦艇に対し、臨床工学技士が実施した医療機器の点検結果をもと
に不具合事項等の傾向を分析した。
【結果】令和４年度は艦艇１１隻（延べ１４回）の点検を実施し、
計５８件（３２項目）の不具合が発生していた。また、令和５年
度は艦艇２２隻（延べ２２回）の点検を実施し、計６８件（４３
項目）の不具合が発生していた。中でもバッテリー搭載機器の不
具合や消耗品の不具合が全体の約半数であることが認められた。
【考察】発生している不具合の多くは、バッテリーの放電や消耗
品の期限切れ、機器内チューブでの液詰まり等の軽微なものであ
った。これらの不具合は、日常点検が正しく実施されていないこ
とに起因するものであると考えられる。よって正しい日常点検の
実施が医療機器の不具合発生の削減が見積もられる。
【今後の展望】今後、陸上部隊も含め連携を強化し、艦艇衛生員
のバックアップ体制を構築することで更なる洋上での衛生能力の
発揮が望まれる。

艦艇搭載医療機器における不具合の分析
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○高倉弘樹1、瓜生照1、栗原清二1、清水大輔1、佐中友1、
　三宅万智子2、塚田剛1、川﨑真知子1

　１　開発実験団　部隊医学実験隊
　２　開発実験団本部

　部隊医学実験隊は治療・後送器材等の改善研究（航空後
送関連器材に関する研究）において航空機と医療器材等の
電磁適合性試験の迅速化に関する検討を実施、令和５年１
０月に陸自内での電磁適合性試験が実施可能となる通達が
発出された。
　「電子機器の航空機内での使用に係る電磁適合性評価要
領について（通達）（航定第４１４号）」陸幕航第１６４号（令
和５年１０月６日）により、通信用の電波を発射せずかつ
電磁適合に関する基準等を有する医療機器は、役務に依ら
ず迅速に自隊等で電磁適合性の試験が可能となった。
　部隊医学実験隊はこれまでＵＨ－１、ＵＨ－２、ＵＨ６０
ＪＡ及びＬＲ－２において評価要領に基づく電磁適合性試
験を実施し、これらの経験から自隊で電磁適合性試験を実
施する際の事前に必要な手続き、準備、試験に際して航空
機を提供する航空科部隊との調整、試験の内容等、試験に
おけるノウハウについて紹介する。
　今後は新たな装備品の追加導入や既存の構成品の製造中
止に伴う器材変更時だけでなく、離島等からの患者空輸で
使用する自治体等が保有する医療機器についても電磁適合
性評価を臨機に実施し、各航空機内で使用可能な医療機器
の拡充を図ることが必要である。

P-12 航空後送関連器材における電磁適合性の
評価要領について
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Ⅴ　看　　 護

○増田真生、上田優子
　自衛隊阪神病院

【背　景】
　令和４年１０月、自衛隊阪神病院看護部は「災害時において患
者に安心を提供できる看護実践能力を有する看護官」をあるべき
姿とし、看護部内での災害看護教育・訓練の計画を立案すること
とした。
　あるべき姿を実現するため、看護部を取り巻く環境分析を行い、
災害教育・訓練の方向性を決定した。同月、災害関連教育計画プ
ロジェクトを立ち上げ、「災害看護関連教育・訓練５か年計画」及
び「令和５年度の教育・訓練計画」を立案した。令和５年４月、
災害看護推進プロジェクトに移行し、令和５年度の教育・訓練計
画を実行するとともに、災害看護関連教育・訓練５か年計画を看
護部教育計画に反映させて、継続的な教育・訓練の基盤を整備した。
令和６年度からは看護部教育計画に基づき、看護部委員会活動と
して災害看護チームが教育・訓練を推進している。
　今回は、あるべき姿を実現するための戦略として構築した教育
計画について報告する。
【概　要】
　自衛隊阪神病院看護部の約６割は災害派遣等の経験がある一方、
病院施設の改修等により、過去８年間は災害訓練等の実施に制約
があった。そこで教育計画構築の方向性は、実践的な訓練を中心
とすることとした。災害関連教育計画プロジェクトでは、陸自看
護レベルⅢ～レベルⅣ―２の多様なメンバーであるべき姿を実現
するために必要な項目をブレインストーミングし、検討した。そ
の結果、①災害看護の基礎知識の教育②災害派遣経験者の講話③初
動派遣時及び病院での発災時に関する訓練を組み込むこと、さら
に④災害派遣前や派遣先で必要な時に必要な情報を見ることがで
きる災害看護ハンドブックの作成⑤初動派遣物品の見直しの５項
目を見出した。

○郷　弥希1）、椎屋幸恵1）、太田詩織2）、上田優子1）

　1）自衛隊阪神病院　2）中部方面衛生隊

【概　要】
　自衛隊阪神病院看護部は「災害時において患者に安心を
提供できる看護実践能力を有する看護官」をあるべき姿と
し、令和４年１０月「災害関連教育計画プロジェクトチー
ム（以下ＰＪとする）」を立ち上げ、「災害関連教育・訓練
５か年計画」を立案した。令和５年４月「災害看護推進ＰＪ」
に移行し、令和５年度は「災害看護教育・訓練」「災害看
護ハンドブック（以下ハンドブックとする）の作成」「初
動派遣物品の見直し」を軸に活動した。このうち、ハンド
ブックは「必要な時に必要な情報を見ることができる」を
コンセプトに「準備用」と「発災時用」の２部構成にし、
形態はポケット版サイズにして、令和５年１２月に作成を
完了した。
　令和６年１月能登半島地震の際、災害派遣隊員１２名が
本ハンドブックを活用した。そこで、ハンドブックの作成
にあたり考慮した事項とその成果について紹介する。

○福内愛　
　防衛医科大学校看護学科

【目的】看護師の災害看護実践について文献検討を行い、
看護師に必要な教育の示唆を得る。【方法】医中誌 web 版
を用いて 2011 年以降に発表された原著文献を検索した。
検索式は学生教育を除外するため、「災害看護 NOT 学生」
とした。【結果】498 件の文献が抽出された。タイトル、抄
録及び本文をスクリーニングし、最終的に災害時の看護実
践が含まれる 15 件を分析対象とした。対象論文について、
災害の種類、対象者、主な結果を抽出し、災害看護実践や
看護師の語りについて災害看護コアコンピテンシーの 8 つ
の領域を基に分類した。看護師は日々の看護で習得した基
本的な看護能力を基に、災害の特徴、被災者のニーズなど
に関する知識を活用して看護を実践していた。災害急性期
に生じた看護師らの混乱として、指揮命令系統がわからな
い、職員の登庁認識がない、災害時の行動を理解できてい
ないことなどが抽出され、災害看護コアコンピテンシーの
中でも特に（備えと計画立案）の重要性が示唆された。また、
看護師・看護師長の心のケアが困難であり、看護師の心理
的サポートの不足が示唆された。【考察】災害に備えるた
めの教育として、日々の看護による看護能力の習得に加え、
災害時特有の知識の習得に向けた講義などによる教育、災
害時の看護師自身のストレスケア方法に関する教育が必要
である。さらに、看護師が災害時の状況を具体的にイメー
ジして災害に備えるために、シナリオシミュレーションに
よる教育が効果的である。

N-1 自衛隊阪神病院看護官の災害看護実践能力向上
にむけた教育計画の構築

N-2 自衛隊阪神病院看護部が作成した災害看護
ハンドブックの活用と成果 N-3 災害看護教育の充実に向けた看護師の

災害看護実践に関する文献検討
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N-5N-4
○菅野　愛梨1）　鶴喰　佳奈子2）　天方　義智1）　茂田　照子1）

　1）自衛隊札幌病院　2）北部方面衛生隊

【背景・目的】
　近年、人間関係や入校中の挫折をきっかけにした陸上自衛隊准看
護学生・卒業生の退職が増加している。そこで、准看護師課程教育
及び部隊での指導・教育の一助とするため、陸上自衛隊准看護師課
程における准看護学生の社会人基礎力の自己評価を明らかにした。
【研究方法】
　陸上自衛隊准看護学生 218 名に対し、経済産業省が開発した「社
会人基礎力レベル評価基準表」に示されている３つの能力 (12 の要
素 ) の「発揮できた例」を引用して作成した、36 項目・４段階リッ
カートスケールの質問紙調査を行った。総合得点、能力、能力要素、
行動指標の平均を算出し、年齢、学年、自衛隊勤務年数、階級及び
性別で統計学的に分析した。
【結　果】
１　対象者の能力は高い方から「チームワーク」「アクション」「シ
ンキング」であり、「チームワーク」の能力要素【規律性】の平均
が最も高かった。
２　年齢では、20 代と 30 代における有意差は認めなかった。
３　学年では、１年生と２年生における有意差は行動指標のみであ
ったが、自衛隊勤務年数では、５年未満と５年以上の間で、総合
得点、能力、能力要素、行動指標の全てに有意差を認めた。
４　階級では、陸曹と陸士における有意差は行動指標のみであった。
５　性別では、男子学生と女子学生における有意差は行動指標のみ
であった。

【考　察】
　チームワークの【規律性】は、自衛隊での教育や営内生活の規律
厳守が影響して高いと考えられる。また、学年における有意差が行
動指標のみで、自衛隊勤務年数５年未満と５年以上の間で、総合得点、
能力、能力要素、行動指標の全てに有意差を認めたのは、先行研究
と同様に社会人基礎力は就労経験により伸長することを示している。

陸上自衛隊准看護師課程における准看護学生の
社会人基礎力の自己評価

○室　円、坪井美恵子、瀬在泉、早野貴美子
　防衛医科大学校医学教育部看護学科

　看護基礎教育新カリキュラムでは、対象の多様性・複雑性
に対応した看護を想像する能力の醸成や、多職種と連携し適
切な保健・医療・福祉を提供する人材の育成が期待されている。
防衛医科大学校医学教育部看護学科地域看護学講座では、地
域・在宅看護論や公衆衛生看護学等の講義・実習に加えて、
認知症サポーター養成講座の受講やボランティア活動の推進
により、地域で活動する専門職や地域住民と協働する公衆衛
生看護の実践につながる教育を行っている。
　令和 5 年度以降は大学校所在地区をフィールドに設定し、
学生が地域住民とともに行う活動を通じて地域をエンパワメ
ントする看護職の役割の理解や、地域特性に応じた健康な地
域づくりの一端を担うことを目的とした活動を行っている。
地域住民の活動が充実・成熟する過程である「STEP-１見つけ
る・つくる」、「STEP-2 尊重する」、「STEP-3 知らせる・つなぐ」、
「STEP-4 深まる・広がる」を段階的に行える活動内容とした。
初年度は STEP-1 にある「活動を把握する」、「地域や関係者と
の関係を気づく・強化する」を目標とし、地区踏査の実施や
地域で活動する自治会長やボランティア代表者、生活支援ア
ドバイザー、集いの場に参加する地域住民との交流を通じて
地域資源や住民活動の理解を深められるような場を設定した。
学生は抽出した地域の健康課題からアクションプランを立案
し、地域包括支援センター看護職や教員とのディスカッショ
ンを経て地域住民の活動に参画する活動を実施した。令和６
年度は STEP２を目標とした活動を行う。コミュニティ活動を
基盤にしたアクションラーニングプログラムの構築に向けた
活動を報告する。

○田村　尚子　上杉　夢花　目黒　愛美
　自衛隊札幌病院

【背景】
　Ａ病院では、2018 年から新人看護師が所属する病棟において、
新人看護師教育体制にチーム支援型システムを導入している。Ａ病
院におけるチーム支援型システムは、実地指導者の経験年数から
リーダー、メンター（５年目以上）、エルダー（３～４年目）及び
リリーナース（２年目）という４つの区分で構成し、一つのチー
ムとしてスズランナース（新人看護師）の教育や精神的支援を実
施している。教育評価は評価表を用いて定期的に実施しているが、
これまでに大きな問題点がなかったことから教育体制の見直しは
実施されていない。しかし教育委員である研究者は、実地指導者
から直接悩みを聞くことがあり、新人看護師教育において何かし
らの困難が生じている可能性があると考えた。
【研究目的】
　実地指導者であるリーダー、メンター、エルダー、リリーナー
スを対象に、チーム支援型の新人看護師教育における困難を明ら
かにする。
【研究方法】
　令和６年３月１８日から同年４月１日の間、実地指導者４３名
を対象に、無記名自記式質問紙調査を実施した。得られた回答を
コード化し、さらにサブカテゴリー化、カテゴリー化して、それ
ぞれの段階で質的帰納的に分析を行った。
【結果及び考察】
　実地指導者は、指導に関する困難、実地指導者間の情報共有に
関する困難及び新人看護師との関係性に関する困難などを抱いて
いた。指導に関する困難及び新人看護師との関係性に関する困難
は、プリセプターや新人看護師に積極的に関わる実地指導者を対
象とした先行研究と同様の結果だが、実地指導者間の情報共有に
関する困難は、複数の看護師が新人看護師教育に携わるチーム支
援型に特徴的な結果であった。

N-6 地域看護学講座におけるコミュニティ活動を
基盤にしたアクションラーニングプログラムの
構築

N-7 チーム支援型の新人看護師教育における
実地指導者が抱く困難の実態調査

○中島　未来1）　上野　美紀2）

　1）防衛医科大学校病院　2）防衛医科大学校

［目的］
　本研究は看護学生の防災意識・防災行動の実態とその要因を文献か
ら明らかにし、防災意識の向上と防災行動の実践に繋がる災害看護教
育の反映への示唆を得ることを目的とした。
［研究方法］
　医中誌の電子データベースにて「防災意識 and 看護学生 and 原著
論文」で文献検索を行った。検索対象期間は 2021 年 3 月までとし、
10 件の論文が抽出された。
［結果］
　看護学生の防災意識と防災行動の実態について、災害やボランティ
アに対する興味関心は高いが防災行動が伴っていないという特徴が明
らかになった。
　防災意識と防災行動のいずれにも直接影響する要因として、【近年
の大規模地震の発生】の状況、【居住地域の災害特性】の２つのカテ
ゴリーが挙げられた。防災意識のみに影響する要因は、【災害経験】
の有無、【災害や防災に関する情報を得るための行動】【居住地域との
関わり】の３つのカテゴリーであった。さらに防災意識と防災行動の
間には相互作用が認められた。
　看護学生の防災意識と防災行動に影響する５つのカテゴリーは大き
く２つに分類された。【災害経験】の有無や【近年の大規模地震の発生】
といった「操作不可能な要因」と、【災害や防災に関する情報を得る
ための行動】や【居住地域との関わり】をもつといった「操作可能な
要因」に分けられた。
［考察］
　文献検討の結果で明らかになった防災意識と防災行動に影響する要
因を取り入れた教育が、看護学生の防災意識の向上と防災行動の実践
に効果的であると考える。また、災害看護教育を実践する際には「リ
アリティのある動機付け」「被災者視点の学習内容」「獲得した知識の
アウトプット」「居住地域の視点」の４つの視点が重要であることが
示唆された。

看護学生の防災意識と防災行動の実態と
その要因に関する文献検討
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N-9
○早野貴美子、室　円、坪井美恵子
　防衛医科大学校医学教育部看護学科

【目的・意義】本研究では、漢方医学の要素を看護理論の概念
モデルを用いて解釈することを目的とし多職種連携を促進す
るアプローチについて考察する。医学教育モデル・コア・カ
リキュラムでは 2001年から漢方医学が加わり「漢方薬の特徴
や使用の現状について概説できる」こと定められている。漢
方医学教育は西洋医学を補完する全人的医療として発展して
きた。患者、療養者を生活者として支える看護師にとって漢
方医学との親和性は高い。本研究では「体全体の調和を図る
全人的医療」である漢方医学を看護の目線で解釈することに
より、多職種連携に活用できる理論的枠組みを提案する。
【方法】理論ベースに用いる看護理論は、１）ナイチンゲール
の看護理論、２）ジーン・ワトソンのケアリング理論、３）
オレムのセルフケア理論、４）ヘンダーソンのニード論、５）
ペプロウの人間関係の看護論の５つ看護理論を用いた。漢方
医学の理論については、「証」「陰陽」「血気水」「五臓」「四診」
の概念が意味するところを各看護理論の概念モデルを用いて
解釈した。
【結果】漢方医学は、身体と心のバランスを重視し、個々の患
者の状態に応じた治療を行うことが特徴である。看護理論の
概念モデルをベースに看護の目線で理論の統合を試みた。漢
方医学の概念は、「全人的看護ケア」や「患者中心のケア」と
の共通性が確認された。
【考察】漢方医学の知識は、療養生活を営む患者に対して、個
別性に基づいた看護ケアや個々の生活スタイルに対応したサ
ポートにつながると考えられた。特に多職種連携において、
医師の判断につながる患者情報の提供や、薬剤師との連携し
た服薬管理を円滑にする可能性があると考える。

漢方医学を看護理論で読み解く-漢方の知識は
「多職種連携」に活かせるのか

○田中　美帆1）、下井　藍子1）、大迫　智恵美1）、
　植田　浩貴1）、山元　翔大郎2）、山口　大介3）、
　堀内　和樹1）

　１）自衛隊入間病院　診療技術部技術管理課
　２）自衛隊入間病院　診療部麻酔科
　３）自衛隊入間病院　副院長（総務・教育担当）

　消化器内視鏡検査に対して不安が強い患者、辛い経験を
したことがある患者は鎮静下内視鏡検査を希望することが
多く、当院では経鼻内視鏡または鎮静下内視鏡検査を実施
している。「消化器内視鏡関連の偶発症に関する第６回全
国調査報告」によると、前処置に関する偶発症では鎮静・
鎮痛薬関連が最多であり、その中でも呼吸抑制、呼吸停止
が最も多いと報告されている。
　そこで過鎮静による呼吸抑制をはじめとした偶発症を早
期に発見し鎮静下内視鏡を安全に実施するために、近年有
用性が報告されているカプノグラフィーによるモニタリン
グを併用した「鎮静下内視鏡検査・治療プロトコル」（以下、
「プロトコル」という。）を作成し、当院医療安全管理委員
会の承認を得て運用を開始した。プロトコルは「内視鏡診
療における鎮静に関するガイドライン（第２版）」に準拠し
作成した。
　プロトコルを作成・運用したことで、鎮静下内視鏡検査・
治療時の流れや評価基準が明確化され、多職種間において
も共通認識のもとで安全に実施できている。また、呼吸抑
制をはじめとする偶発症は発生していない。
　今回、作成したプロトコルの概要と導入成果を報告する。

○下井　藍子1）　田中　美帆1）　大迫　智恵美1）

　植田　浩貴1）　石橋　勇輔2）　堀内　和樹1）

　１）自衛隊入間病院　診療技術部　技術管理課　内視鏡検査班
　２）自衛隊入間病院　診療部　外科

【目的】経鼻上部消化管内視鏡検査の前処置は確立した方法がな
い。一般的には、ナファゾリン硝酸塩点鼻とスティックを用いた
鼻腔麻酔注入の組み合わせで実施している。ナファゾリン硝酸塩
点鼻は１５分以上で十分な粘膜縮小効果が示されているが、その
至適時間は明らかではない。そこで前処置の経過時間が及ぼす効
果の違いを明らかにすることを目的とした。
【方法】前処置時間で、ナファゾリン硝酸塩点鼻と鼻腔麻酔注入
のどちらに比重をおいたほうが苦痛を少なく感じるのか、前処置
にかける時間を３つの群に分け検証した。点鼻３分後に鼻腔麻酔
し検査開始をＡ群、点鼻３分後に鼻腔麻酔し７分後に検査開始を
Ｂ群、点鼻１０分後に鼻腔麻酔し検査開始をＣ群とした。患者苦
痛度、スティック挿入難易度、スコープ挿入時の鼻道の硬さ、鼻
出血率、スコープ挿入経路の変更率、幅比率を３群で比較し、最
適な前処置法を検討した。
【結果及び考察】３群間で患者苦痛度、幅比率、鼻出血率、挿入
方法の変更率に差はなく、さらに幅比率と苦痛度に相関関係はな
かった。スティック挿入難易度、及び鼻道の硬さと患者苦痛度に
相関関係はなかった。前処置時間を変えても前処置効果は変わら
ず、より短時間で行う前処置法で充分検査可能な効果は得られる
と考えられる。また幅比率と苦痛度に相関関係はなく、鼻腔が拡
張されていることが必ずしも苦痛が最小限になるという事ではな
いと考えられる。
【結論】前処置時間を長くしても、患者苦痛度は低くならなかった。
苦痛度と幅比率に相関関係がなく、３群間で挿入方法の変更率に
差がなかったことより、ナファゾリン硝酸塩点鼻後の経過時間は、
３分で充分検査可能な効果は得られる。

N-10 安全な鎮静下内視鏡検査・治療への取り組み N-11 経鼻上部消化管内視鏡検査の苦痛を
最小限化する前処置法を探索する研究

○汲田　ひと美　　髙良　憲彰1）　　辻　星子
　井上　美絵　　岩本　絹子
　自衛隊福岡病院　1）自衛隊札幌病院

【はじめに】現在、危険予知能力向上のためイラストＫＹＴを
実施している。若手看護師のリスク感性不足に起因する複数
のインシデント発生を機に、更なる危険予知能力の向上が必
要であると分析された。そこで、先行研究から、シミュレー
ションＫＹＴ（展示型のＫＹＴ）を導入することにより、多様
性に富んだ危険ストーリーの発想につながり、有用な効果が
得られるのではないかと考えた。今回、臨床経験が少ない若
手看護師を対象とし、イラストＫＹＴとシミュレーションＫ
ＹＴの効果について比較検討を行い、より効果的な危険予知
トレーニングの示唆を得たため報告する。
【方法】若手看護師を対象に卒後年数の人数が均等になるよう
ランダム関数を用い、イラストＫＹＴ群（Ｉ群）とシミュレ
ーションＫＹＴ群（Ｓ群）に振り分け各ＫＹＴを実施した。
また、作成したチェックリストを危険要因（３０項目）とそ
の他の回答に分け、Ｍann-ＷhitneyＵ検定で分析した。さらに、
アンケートにより「危険な場面のイメージのしやすさ」「看護
場面の印象の残りやすさ」「実施の難しさ」について確認した。
【結果及び考察】チェックリストの「気づきの数」は、Ｓ群よ
りＩ群の方が有意に高かった。また、イラストＫＹＴの方が、
実施が容易であるとの意見が多かったことから、シミュレー
ションＫＹＴよりイラストＫＹＴの効果が高かった。一方で、
アンケートでは、「危険な場面のイメージのしやすさ」におい
て、シミュレーションＫＹＴはイメージしやすいとの結果で
あり、利点があることが分かった。現行のイラストＫＹＴに
加え、イメージやリスク感性の向上に効果があるシミュレー
ションＫＹＴを取り入れ能力向上を図っていきたい。

N-8 若手看護師を対象としたイラストＫＹＴと
シミュレーションＫＹＴの効果の比較
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○久津輪　真希、佐藤　加奈、山崎　美月
　自衛隊富士病院

１　はじめに
　　Ａ病院は、診療報酬改定に伴い生活習慣病対策として、
６月より生活習慣病管理料Ⅱの算定を開始した。算定要
件に、療養計画書を用いた説明をすること、多職種連携
が望ましいとあったため、それらに留意し準備や周知期
間を経て導入に至った。導入後に療養計画書の各職種の
署名を簡略化したが大きな問題はなく運用できている。
　　今後体制移行等に伴い看護師数の削減が予想され、限
られた外来診療時間の中で看護師が効率的かつ効果的な
保健指導を行うために、今回の生活習慣病管理料Ⅱの導
入が患者にどのような影響を与えているか意識調査（認
識・満足度）を行い、看護師の関わり方を検証したので
報告する。
２　研究目的
　　Ａ病院の生活習慣病管理料Ⅱ算定導入後の患者の意識
調査を実施し、看護師の効果的かつ効率的な関わり方を
検証する。
３　研究期間
　　令和６年９月～１０月
４　研究方法
　　生活習慣病管理料Ⅱの算定２回目以降の患者に対し独
自アンケート用紙を配布
　　無記名回収ボックス投函式で回収し、単純集計後過去
の文献データと比較検証

N-12 生活習慣病管理料Ⅱ算定に伴う患者の意識
（認識・満足度）調査　―効率的かつ
効果的な看護師の関わり方を目指して―

N-13
○行政美穂1，瀬戸裕美1，加世田幸枝1，杉山真紀1，
　渡辺めぐみ1，西一乃1，石川麟太郎1，鈴木晴也2，
　森田真義1，宮﨑典幸1，𠮷井秀彦1

　１自衛隊呉病院，２自衛隊横須賀病院

【目的】A 病院では 2018 年 5 月より 2 型糖尿病患者の保健指導
外来を開設した。2024 年 6 月診療報酬の改定に伴い、高血圧症・
脂質異常症・糖尿病を対象疾患とする生活習慣病管理料Ⅱが導
入された。A 病院に受診する隊員は対象疾患に加え肥満を伴っ
ていることが多く、就業制限が必要となる隊員も少なくない。
隊員の病状改善や健康維持増進に個々の生活習慣の改善が重要
と考えられ、保健指導外来の対象疾患を従来の 2 型糖尿病だけ
でなく、高血圧症、脂質異常症、肥満も対象とし拡充すること
とした。
【方法】定期受診患者の中から①HbA1c≧8.5% 且つ BMI≧30
②LDL≧160 ㎎/dl且つ BMI≧ 35③BP≧140/95mmHg 且つ BMI
≧35 をスクリーニングし、保健指導外来の目的を説明し承諾を
得られた隊員を対象に指導を実施する。保健指導外来には、医師、
看護師、薬剤師、理学療法士、歯科衛生士、管理栄養士が受診
までの日常生活の記録をもとに、専門的な立場から個別に指導
を実施する。体重、BMI、血液検査値、日々の血圧等のデータ
を収集し、患者属性、受診率、各種データの推移を分析する。【結
果・考察】多職種が連携した保健指導外来により、各職種の専
門性を活かし、患者の個別性に適した指導や援助の実施が可能
になった。また、保健指導を受けている患者の定期受診中断が
少なくなり、生活習慣を改めることにより、体重減少さらには
血液検査データの改善が得られたと考える。今後、職種間で指
導の目的や内容について共通認識を深めることにより、多くの
隊員に対し、より効果的な保健指導を提供できる態勢の構築が
必要と考える。

多職種と連携した保健指導外来拡充の
取り組みについて

○亀井貴子　倉内小百合　梅垣眞奈美　庄野聡
　舞鶴衛生隊

【はじめに】夜間勤務は２人でも負担が大きいが、病院から有床
診療所に改編され、休日勤務および夜間勤務の看護技官が１名
に削減された。１人で対応困難な場合は当直衛生員に補助をお
願いしているが、勤務負担を感じる看護技官が多い状況が続い
ている。
【研究目的】看護師の１人勤務の負担や不安および当直衛生員の
連携状況を明らかにし今後の勤務環境の改善に役立てることと
した。
【研究方法】１人勤務の看護師および当直衛生員に対してアンケ
ート形式で調査を行なった。
【結果】看護師全員が「1人で対応困難な事象に対する不安がある」
と回答し、「必要な時に当直衛生員が支援してくれるのか不安」
「所属する科が違うため遠慮があり頼めない」と支援を依頼しづ
らい状況であることがわかった。当直衛生員へのアンケートで
は、約半数が「依頼があったときのみ支援を行う」と回答し、また、
看護師が要望する業務を行っている者が少数で、看護師と認識
の差がみられた。そこで、情報共有のため、看護師が要望する
業務を記載した文書を作成し、さらに、当直衛生員から要望の
あった看護業務に関する勉強会を実施した。看護師も当直衛生
員の当直業務を知らないことが支援を依頼しづらい一因となっ
ていると考え、説明を受け理解に努めた。
【考察・結論】看護師は当直衛生員と共に看護を行えると期待し
支援を待っていたが、当直衛生員は看護師から依頼されたとき
のみ支援すると認識していた。その認識の差が、1 人体制にお
ける看護師の負担感の要因となっていた。今回、その溝を埋め
ることで協力体制の構築を目指し、協働に近づけることができ
たと考える。

N-15 看護師削減に伴う休日・夜間勤務状況について
－自衛隊衛生の集約化事業における地方での
勤務環境の改善にむけて－

N-14
○塩見篤司　岩田智恵　亀井貴子　齋藤真弓　庄野聡
　舞鶴衛生隊

【はじめに】
　看護科では２０１６年からリフレクションを導入したものの、
内容や方法について今まで評価されていなかった。今回、この
活動を評価し改善案を提示できたため報告する。
【目的】
　リフレクションが外来看護業務に沿った内容になっているか
をアンケートで評価し、看護業務の改善に資することを目的と
する。
【研究方法】
　外来業務の看護師に対してアンケート形式で調査を行った。
結果を基に方法や内容を変更し 2 か月間実施後、再度アンケー
トを実施し評価を行った。
【結果】
　リフレクションの現状評価では、リフレクションシートの閲
覧率に個人差があり、現状に合っていないリフレクションの項
目があることが認められた。改善点として出勤時毎に閲覧する
方法や不必要なリフレクション項目の削除やポジティブな意見
が出るような項目の追加が挙げられた。改善案実施 2 か月後の
アンケート調査により全員が継続を希望する結果となった。さ
らに出勤日毎にリフレクションシートを閲覧する人が６割から
９割に改善がみられた。また、ヒヤリはっとや気が付いた点等
の意見数が増加した。
【考察】
　業務にリフレクションシートの閲覧を入れ込むことで習慣化
し、不必要なリフレクションの項目を削除したことで現状に合
ったものになった。さらにポジティブな項目を追加したことで
意見数が増え、リフレクションに対する意識が高まる要因にな
ったと考察する。

リフレクションの評価と改善方法について
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○齋藤　克1）　小関英里2）　村田洋章1） 
　１）防衛医科大学校　２）自衛隊中央病院

【目的】A 病院では新型コロナ感染症（COVID-19） 国内感染者
数が増加した第一波において、感染管理上一般病棟の陰圧室で
重症患者看護を実施した。ICUと一般病棟の看護師が病棟の枠
をこえて安全と看護ケアの質を確保しながら対応したことは重
要な経験であった。本研究は、ICU 勤務経験がある看護師の視
点から協働した体験を明らかにする。
【方法】COVID-19 重症患者対応を行った ICU 勤務経験がある看
護師 4 名を対象にグループで半構造的面接を実施した。得られ
たデータから質的帰納的に分析を行った。具体的には協働した
体験に関わる部分を抽出し、意味内容の近いものをカテゴリー
化した。本研究は対象者が所属する施設の倫理審査委員会の承
認を得て実施した。
【結果】面接時間は約40分であった。26個のサブカテゴリーから
9個のカテゴリーが生成され、さらに 3つの側面に分類すること
ができた。3 つの側面は【協働したときの心境】では『ICU 経
験があることでの懸念と恐怖』等の 2 つ、【協働するための相互
のあゆみ】では『ICU経験を活かしてメンバーシップを発揮する』
等の 4 つ、【協働すること通しての学び】では『今後を想定した
教育と管理体制の必要性の認識』等の 3 つのカテゴリーが抽出
された。
【結論】ICU 勤務経験者は重症患者看護から離れていたギャップ
から不安や安全面での懸念を有していたが、ICU 経験のある自
身の役割を考え、ICU 経験のない看護師に教育的な視点から関
わりメンバーシップを発揮していた。また、重症患者看護の重
要性を再認識し、重症患者看護の知識とスキルを維持・向上させ、
今後に備えた組織的な取り組みの必要性を認識していた。

N-19 COVID-19重症患者看護において病棟の枠を
こえて協働した体験
～ICU勤務経験がある看護師の視点から～○押川護、近藤千恵、川添恵美

　自衛隊熊本病院

【はじめに】
　Ａ病院看護部では感染対策委員会を中心として、手指衛生の実
施を推進し院内感染防止のために様々な活動を行っている。２０
２３年２月、Ａ病院看護部の手指衛生の取り組みについて評価する
ため、感染管理認定看護師に依頼し、世界保健機関が発行してい
る手指衛生自己評価フレームワークを用いて評価を行った。その
結果、手指衛生レベルは４段階で下から２番目の「必要最小限」
であり多角的に介入する必要性が示唆された。しかし、手指衛生
自己評価フレームワークで用いられる５つの項目の１つである「手
指衛生のための施設の安全文化」は病院全体の環境を問うもので
あった。同じ病院内でも所属部署ごとで組織風土（環境）は異な
っており、Ａ病院看護部の組織風土を評価するためには手指衛生自
己評価フレームワークでは十分ではないと考えた。そこで、桐明
らが手指衛生に関する組織風土を測定する目的で作成した「看護
師の手指衛生に関する組織風土尺度 Ver.1.0」と手指衛生の実施状
況を調査する目的で独自に作成した「手指衛生の５つのタイミン
グについてのアンケート」を用いてＡ病院看護部の手指衛生に関
する組織風土の特性を明らかにしたので報告する。
【目　的】
　Ａ病院看護部の手指衛生に関する組織風土の特性を明らかにす
ることで手指衛生推進の示唆を得る。
【研究方法】
　Ａ病院の看護師２５名を対象として、「看護師の手指衛生に関す
る組織風土尺度Ver.1.0」および「手指衛生の５つのタイミングに
ついてのアンケート」を使用しアンケート調査を行った。アンケー
ト結果は t検定およびMann-Whitney の U検定を用いて比較した。
【考察・結論】
　調査結果については分析・考察中であり当日会場にて発表する。

N-18 Ａ病院看護師の手指衛生に関する組織風土の
実態

○小島　由美子1）　久宗　真理2）　徳永　瑠奈2）

　防衛医科大学校病院1）　
　防衛医科大学校医学教育部看護学科2）

【目的】ハインリッヒの法則から、大事故防止のためにはイン
シデントレベル 0 報告を踏まえた対策が重要だ。A 病棟では
インシデントレベル 0 報告を “GOOD JOB 報告” と称し、報
告の推進とインシデントカンファレンスを実施した。GOOD 
JOB 報告は令和 3年度 3％（5件）から令和 4年度 7.7％（17 件）、
令和 5 年度 15％（36 件）に増加した。GOOD JOB 報告を分析
しインシデント防止策を検討した。
【方法】期間：令和 4年 4 月～令和 6年 3 月。GOOD JOB 報告
推進月間を年 2 回設けた。週 1 回インシデントカンファレン
スで GOOD JOB 報告に至らなかった事例を拾い上げた。
GOOD JOB 報告を①内容、②発見場面、③要因で整理した後、
インシデント防止策を系統的に分析した。
【結果】GOOD JOB 報告は 53 件だった。①内容は、内服 22 件、
栄養 5 件、処方、注射 4 件であった。②発見場面は、リーダー
看護師の薬剤確認35.8％、リーダー看護師の指示受け 11.3％で
あった。③要因は、確認不足 35.4％、勤務繁忙 11.4％、連携不
足 10.1％であった。取り組みに対し看護師から「意識して
GOOD JOB 報告ができた」「インシデントを防げた」と講評を
得た。
【考察】A 病棟の GOOD JOB 報告の約 45％がリーダー看護師
による発見であった。これはチームナーシングと複数受け持
ち制を併用する A 病棟の看護体制が影響すると考える。経験
豊富な看護師を中心に GOOD JOB 報告に必要な視点を醸造で
きる KYT も効果的といえる。今後も A 病棟全体で安全な療
養環境に対する意識を高め、重大インシデント防止策を検討
する必要がある。

N-17 “GOOD JOB報告”を活用したA病棟の取り組み 
～インシデント防止策の検討～

○影島美希1）　崎田麻美1）　大島奈穂2）

　１）自衛隊中央病院　２） 自衛隊福岡病院

【はじめに】
　新興感染症流行時に患者看護に従事した看護師の中にはメンタ
ルヘルスに問題を抱える者がおり、包括的支援の必要性が言及さ
れている。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行初期に看護
師がどのような思いで患者看護に従事していたかを知ることで看
護師への支援を検討する資料になると考えた。
【目的】
　本研究は、COVID-19 流行初期に COVID-19 患者の看護に従事
した看護師の態度構造（認知、感情、行動傾性）を明らかにするこ
とを目的とした。
【方法】
　日本国内で初めて COVID-19 患者が確認された 2020 年 1 月より
A 病院感染症病棟において、COVID-19 患者の看護に従事してい
た看護師を対象に個人別態度構造 Personal Attitude Construct
（PAC）分析を実施した。調査期間は 2020 年 4 月 1 日から同年 6 月
30 日とした。
【結果】
　研究同意が得られた10名のデータを分析した。看護師の態度構
造には、陰性感情とストレス認知および感染症看護における苦悩
や葛藤といったネガティブな側面と、感謝や前向きな経験といっ
たポジティブな側面が併存していた。
【考察】
　新興感染症流行初期の医療現場は情報不足に陥りやすいため、
個人および組織間での積極的なリスクコミュニケーションが必要
であると考えられた。また、看護師は周囲への感謝や自らの経験
を前向きに捉えることで困難を乗り越え回復する力であるレジリ
エンスを高めていることが示唆された。

N-16 新型コロナウイルス感染症流行初期に
患者看護に従事した看護師の個人別態度構造
(PAC)分析
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○小関英里1）　齋藤　克2）　村田洋章2）

　1） 自衛隊中央病院　2） 防衛医科大学校

【目的】A 病院では新型コロナ感染症（COVID-19）重症患者
受け入れに対応するため、感染管理上、一般病棟の陰圧室で
ICU と病棟の看護師が共に重症患者看護を実施した。安全性
と看護ケアの質の確保のため、病棟の枠をこえた協働が求め
られた。本研究は病棟看護師の視点から協働した体験につい
て明らかにすることを目的とした。
【方法】COVID-19 重症患者に対応した A 病院の病棟看護師 6
名を対象にグループインタビューを実施。データ分析は質的
帰納的に行い、病棟の枠をこえて協働した体験に関する部分
を抽出し、サブカテゴリーとカテゴリーを生成した。所属施
設の倫理審査委員会の承認を得て実施した。
【結果】インタビュー時間：約60分。病棟の枠をこえて協働し
た体験として13カテゴリーと38サブカテゴリーが生成された。
主なカテゴリーには『重症患者看護を行うことへの不安と緊
張』『ICU 看護師および ICU 経験者による安心感と感謝』『学
習意欲の向上』『他病棟のスタッフと働く困難感』『良好な関
係性』『チームとしての結束力の実感』『今後を想定した準備
の必要性』などが含まれた。
【結論】病棟看護師と ICU 看護師との病棟の枠をこえた協働は
COVID-19 パンデミックにおいて非常に重要であった。病棟看
護師は重症患者看護に不安や困難感がある中でも ICU 看護師
との協働を通じ、重症患者看護に対する学びを深め、自信と
学習意欲の向上につながっていた。また、お互いに尊重し協
力し合う良好な関係性がチームとしての結束力を強め、協働
の円滑化に寄与した。さらに不測の事態に備え、継続的な研
修などを通じた体制構築の必要性を認識する機会となった。

N-20 COVIDｰ19の重症患者看護において
病棟の枠をこえて協働した体験
～病棟看護師の視点から～

N-21

○庭山昌樹　新井田恵利　川口由加
　自衛隊横須賀病院

【はじめに】
　現在、Ａ病院手術室には初めて手術室勤務をする看護師や卒後１
年目の准看護師の研修生が所属しており、日々不安と緊張の中で
勤務している。そのため、知識や経験も異なる医療従事者同士が
協働し、高いパフォーマンスを発揮しつつ学習へとつなげられる
組織の土台作りが重要である。
　エドモンドソンは、学習するための組織づくりのことを、「組織
やチームの方針としてチームワークを推進する取り組み（チーミ
ング）」と定義している。そして、チーミングを促進する重要な要
素は心理的安全性やリーダーシップであると述べている。Ａ病院手
術室においてチーミングを推進するため、チームの現状を「斎藤
式チームビルディング診断シート」（以下、診断シート）に基づい
て分析した。
【研究方法】
　「診断シート」に基づいて作成したインタビューガイドを用いて、
構成的面接法によりデータ収集を行った。診断シートに示されて
いる「チーム意識」～「ミッション／ビジョン」の８項目について、
全項目および各項目の合計を平均値としてデータ化し、対応する
評価表に基づいて分析した。
【結果・考察】
１　「チーム意識」「安全な場」の項目は看護師および研修生どち
らも低い傾向にあり、チームビルディングにおける初期段階か
ら段階的に取り組む必要性が明らかとなった。
２　研修生の「自信と本気」の項目が高値であったことから、設
定された目標を妥当と感じ、目標を達成する意欲が極めて高い
状態である。同項目について、看護師は低値であり「設定され
た目標を高いと感じ、諦めややらされ感が強い」評価となった。
責任の重さや個々の業務内容が多岐に渡ることが一因であると
考えられる。

Ａ病院手術室における学習するための組織
づくりに向けての現状分析
～ チームビルディングの理論を活用して ～

○濵田　彩1）、西川　誠2）、新川　綾子1）、菊間　華子3）、
　土肥　未央子4）、若林　千春5）、及川　肖子1）

　自衛隊中央病院看護部1）、自衛隊中央病院診療科2）、
　自衛隊中央病院薬剤課3）、自衛隊中央病院栄養課4）、
　自衛隊中央病院医事課5）

【緒言】消化器がんの手術は摂食や排泄の機能障害を生じることが多
く、患者は生活再建で困難に直面し、補助化学療法を受けるとその
困難さは増す。しかし、患者がこれらの困難に直面するのは、医療
者の支援が届きにくい退院後である。患者のニーズに応え、医療の
質を向上させることを目指したＴＱＭの手法に沿って、周術期から
退院後の生活までを長期的に多職種でシームレスに支援することを
目標に活動したので報告する。
【活動実績】直近１年間に消化器がんの手術を受けた患者への支援実
態を調査し、病棟看護師は長期的でシームレスな多職種連携の要で
あると再確認した。そこで１年目の活動目標を、病棟看護師が退院
後の生活再建を見通した視点を得ることとした。勉強会や文献抄読
を患者カンファレンスに関連付けて他職種と企画し、半年で２０回
行った。この活動により、病棟看護師の視野は合併症の早期発見や
手術侵襲からの回復支援から、手術による機能障害と共に生きる患
者の生活再建支援へ拡がった。さらに病棟看護師と他職種の間で、
介入に必要な資料提供や患者の生活背景等の情報共有が行われるよ
うになり、互いの専門性を通して得た患者の情報を引き継ぎ、入院
から外来へと患者の療養場所が移る中、シームレスに患者を支援す
る事例が増加している。
【結語】消化器がん患者を長期的に多職種で支援することを目標に、
1年目は病棟看護師に焦点を当て活動した。病棟看護師の関心が周術
期看護から機能障害と共に生きる患者の生活へ拡がり、多職種連携
の機会が増加した。今後は、がんとの共生過程を長期的かつシーム
レスに多職種で支援する仕組みを検討し、介入するがん種や職種を
拡げていきたい。

○佐倉　果美　藤原　美帆　水島　藍　小関　英里
　自衛隊中央病院

【研究目的】循環器病棟であるＡ病棟でのアドバンス・ケア・プ
ランニング（以下 ACP）実施状況を明らかにし、今後の意思決
定支援推進の資とする。
【研究方法】令和 3 年 10月 1日から令和 5 年 9月31日の間にＡ病
棟に入院した循環器内科及び心臓血管外科の患者を対象とした。
医療情報システムから年齢・性別・主病名・既往歴・血液検査デ
ータ等 28 項目のデータを収集し、SPSS にてカイ二乗検定及び
フィッシャーの正確確率検定により ACP 実施の有無との関連性
を解析した。
【倫理的配慮】自衛隊中央病院の医学倫理委員会の承認を得た。
【結果】対象患者は702名で、年齢は 67.0 歳（SD18.0）、入院日数
は14.3日（SD23.4）であった。心不全の徴候を呈している者は 237
名（33.8％）、このうち ACP が実施された患者は 10 名（1.4％）で
あった。ACP の実施に関連が認められた項目は、「貧血」「慢性
腎不全の既往」「腎機能低下」「心不全の徴候」「弁膜症」であった。
【考察】本研究の結果、「心不全の徴候」のある患者に対し ACP
を行う傾向があったものの、現状では ACP 実施率は非常に低い
ことが明らかとなった。また、ACP 実施に関連を認めた項目は
心不全の病態進行であり、重症度の高い心不全患者には ACP を
実施する傾向が示唆された。急性・慢性心不全ガイドラインでは、
心不全患者に対して病態にかかわらず早期に ACP を実施するこ
とが推奨されている。心不全の病期は、増悪と緩解を繰り返し、
突然死や終末期を迎えるため予後予測が難しい。そのことが
ACP の実施に影響していると推察される。令和６年度診療報酬
改定に意思決定支援が盛り込まれ、入院中の患者の ACP の実施
が推進されている。心不全で入院する患者の ACP の実施を促進
させることが今後の課題である。

N-22 消化器がんの患者を周術期から退院後の
生活まで長期的に多職種でシームレスに
支援する試み‐ＴＱＭの手法に沿って‐

N-23 Ａ病棟に入院した循環器疾患患者に対する
アドバンス・ケア・プランニング実施
についての実態調査
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N-25

○佐藤香織・佐藤尚美・野々下利枝
　自衛隊横須賀病院　看護課

［はじめに］超高齢化社会に伴い高齢者の入院が増加しており、
今後さらに転倒・転落事故も増加すると考えられる。A 病院で
は日本医師会が作成した転倒・転落アセスメントスコアシート
（以下シート）をもとに、独自に作成したシートを使用し、転倒・
転落防止対策を行っている。転倒事案は夜間からの発生が多く、
シートが活用されているのか、そして再評価が徹底されている
のか疑問に思った。そこでシートの活用状況を明らかにすると
ともに、夜勤交代時に長日勤者と夜勤者がシートをもとにラウ
ンドを実施した。その結果、看護師の転倒・転落に対する意識
が向上し、より良い看護介入につながったため報告する。
［対象者］A 病院看護課、病棟に所属する看護師および准看護師
26 名
［方法］アンケート及びインタビュー調査
［結果・考察］7割近い看護師が再評価を実施していた。シート
をもとにラウンドを行った結果、転倒・転落予防に対するスタ
ッフの意識づけだけでなく、複数の目で患者の状態を確認する
ことで情報共有ができ、看護者側の安心感につながる効果もあ
った。さらに患者も転倒・転落リスクを意識した行動がとられ
るようになり、ラウンド開始後、転倒・転落事案は発生してい
ない。一方、個別性のある看護計画の立案や、患者・家族への
指導が実施できていないといった課題が表面化した。アセスメ
ントの際、入院前の生活状況は非常に有用な情報である。した
がって患者のみならず、家族にも転倒・転落防止のための協力
を働きかける必要がある。今後は個別性を捉えたアセスメント
を行い、具体的な計画を立案するとともに、家族を含めた指導
を行い、安全で質の高い看護を提供したい。

Ａ病院看護師の転倒・転落に対する意識調査
～ラウンド時にアセスメントスコアシートを
活用して～

○富樫あずさ、河崎由佳、原仁美
　自衛隊中央病院

【はじめに】
　整形外科病棟におけるＭＤＲＰＵの発生件数や発生患者の特徴を明
らかにした先行研究はない。本研究の第１報でＡ病院整形外科病棟
におけるＭＤＲＰＵ発生の実態として年齢とＭＤＲＰＵ発生に有意な
関連があることを報告した。本第２報では、収集した年齢以外のデ
ータを分析し、ＭＤＲＰＵ発生予防のために介入すべき事項について
検討したため報告する。
【研究目的】
　Ａ病院整形外科病棟におけるＭＤＲＰＵ発生の実態を明らかにする。
【研究方法】
　実態調査研究として電子カルテから調査内容の情報を収集し、対
象患者の年齢、使用した医療関連機器、ＭＤＲＰＵの発生の有無、ＢＭ
Ｉ、発生部位、自立度、ＭＤＲＰＵの深達度などについて集計・分析
した。
【倫理的配慮】
　自衛隊中央病院医学倫理委員会にて承認を得た。
【結果】
　Ａ病院整形外科病棟で発生したＭＤＲＰＵは弾性ストッキング及び
整形外科特有の医療関連機器によるもののみであった。また、自立
度Ａ以上の患者がＭＤＲＰＵ発生の５２．６％を占めていた。肥満度
別ＭＤＲＰＵ発生率は低体重患者が１８．８％と有意に高かった。
【考察】
　整形外科特有の医療関連機器について発生予防のケアを確立する
必要がある。自立度Ａ以上の患者にもＭＤＲＰＵが発生しており、患
者に対するセルフケア教育の必要性が示唆された。ＭＤＲＰＵ発生危
険因子の１つに低栄養がある。低栄養のスクリーニング指標の１つ
である肥満度とＭＤＲＰＵ発生に関連があることが示されたことか
ら、確実な栄養評価までの一時的なスクリーニング指標として肥満
度を活用することも今後検討していく。

○北中　由芳子1）　　小寺　力2）

　1）自衛隊中央病院　看護部　2）自衛隊中央病院　診療科

【緒言】特定行為研修を修了した看護師には、医師の働き方改
革やチーム医療の推進のため、患者さんの状態を見極めタイ
ムリーな対応をすることが期待されている。自衛隊中央病院
では糖尿病看護特定認定看護師１名・クリティカルケア特定
認定看護師２名が在籍している。糖尿病看護特定認定看護師
の特定行為実践について報告する。
【活動実績】自衛隊中央病院特定行為管理委員会の実施規定に
則り、指導医のもと５症例を経験し評価を受けた後、病院長
の承認を受けた『インスリンの投与量の調整』について特定
行為を実践した。２０２３年８月から１年間で実践した回数
は６患者６３回であった。代謝内科へ介入依頼のあった患者
で特定行為の対象となる患者を代謝内科医師から提案を受け
特定行為を実践した。実践時は、手順書を用いて患者の状態
を確認し特定行為が実施可能か判断した後、インスリンの投
与量の調整を行った。同一患者で継続して実施する場合は有
害事象の有無を確認しながらインスリンの投与量の調整を行
った。特定認定看護師と医師が夜間や休日等、お互いの不在
時にフォローしながら、協働して血糖管理を行った。
　特定行為実践をきっかけに糖尿病看護認定看護師として看
護師からコンサルテーションを受けることが増え、血糖管理
だけでなく糖尿病看護全般の支援が行えた。
【結語】医師と協働で血糖管理を行ったことで、医師の働き方
改革に伴うタスクシフト・シェアにつながった。また、認定
看護師として介入することでチーム医療の推進にも繋がって
おり、今後も継続して特定行為の実践を医療の質向上につな
げていきたいと考える。

N-26 Ａ病院整形外科病棟における医療関連機器
圧迫創傷（ＭＤＲＰＵ）発生状況の実態調査
第２報

N-27 自衛隊中央病院の糖尿病看護特定認定
看護師による特定行為実践報告

○山村浩史12、菅井紫陽子1、三野千加12、菊名香央里12、
　西尾愛子2、蓑手博恵2、黒川敦志2、飯塚浩道1、
　髙橋俊幸1、相羽寿史1

　１　自衛隊中央病院歯科
　２　自衛隊中央病院RST

【緒言】周術期等口腔機能管理は、手術や化学療法、放射線療法、
緩和ケアに併せて口腔状態を整えることで、口腔内細菌による合
併症予防や免疫低下による病巣感染を予防するとともに、栄養摂
取をできるよう口腔環境を保つことが目的である。令和 6 年度診
療報酬改定で周術期等口腔機能管理の対象患者が拡大し、ICU 管
理の患者が対象となった。当院は急性期医療を担っており、対象
患者が多いものの、その認知度や必要性について検討の余地があ
る。今回、周術期等口腔機能管理の普及向上の検討をするため、
その実態調査を行った。
【方法】令和 3年4月から令和 6年 8月の間で、他科依頼にて当科を
受診した患者を対象とした。受診患者数、依頼元内訳、対象患者
内訳、依頼時のカルテテンプレート利用数、依頼時期などに関して、
後方視的にデータを取得した。
【結果】周術期等口腔機能管理の年度別月平均患者数は令和 3 年度
が1.6人、令和 4年度が 5.0人、令和 5年度が 4.9人、令和 6年度が
18.2 人であった。一方で、術後の口腔内トラブルの依頼患者は減
少していた。テンプレートの利用数は経年的に増加していた。依
頼時期は手術数日前が多かった。
【考察・結語】周術期等口腔機能管理に関する患者は経年的に増加
傾向にあり、診療科会同や RST カンファレンスでの周術期等口腔
機能管理の情報共有後に患者数が増加していた。また依頼の簡易
化目的に依頼時のテンプレートの利用を勧めており、その普及率
は増加していた。周術期等口腔機能管理を当院に根付かせるには
地道な普及活動が必要であり、外来・病棟・医師と連携して病院
全体に当管理が定着されるよう、当発表がその一助となることを
期待したい。

N-24 自衛隊中央病院における周術期等口腔
機能管理の普及状況
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Ⅵ　部　隊　衛　生

○岡澤　亮平1）藤森　翔2）、末廣　大悟3）

　１）館山航空基地隊、第２１航空群司令部、自衛隊中央病院診療
科歯科

　２）自衛隊横須賀病院診療部、３）護衛艦ひゅうが

【緒　言】
　自衛隊では、海外派遣時において傷病者が発生した場合に備え、①
医官、歯科医官による医務室での処置②他国軍病院・医務室の受診
③現地部外病院の受診④傷病者輸送機関への依頼（International 
SOS）⑤自衛隊航空機による後送⑥民間機を使用した後送等、多岐に
わたる手段を確保している。今回、仰臥位を保ったままの後送が必
要な患者に対し、民間航空機を使用して本国へ輸送する経験をした
ため、その他の患者輸送の経験も含め報告する。
【症　例】
　患者は５０代男性、椎間板ヘルニアを発症し、排尿障害を含む L５
/S１までの神経障害を認めた。現地医療機関では治療が難しいため
本国へ後送とした。
【結　果】
　航空券の発券に伴いメールや電話にて状況を説明し、乗機可能と
の回答を得ていたものの、現地空港職員の判断で２度乗機拒否とな
った。現地支社との調整の末３度目に後送することができた。また、
出国の日程が変更となり、出発国日本大使館や出発国外務省との書
類の調整も複数回必要となった。
　本国到着後は自衛隊病院にて入院・手術を実施し、後遺症もなく
経過は良好である。
【考　察】
　民間航空機による患者輸送は航空券が確保できれば即日後送でき
る利点がある一方で、患者の状況に応じて必要な書類、必要席数や
席のクラスが異なり、出発地だけでなく経由地も含めたすべての法
的制限を満たさなければならない。同様の症例発生時に備え、民間
機を使用した患者後送に関する情報を蓄積・共有していくことが重
要であると考える。

○寺本　裕明、春日久寛、濱田遼介、塚嵜哲史
　自衛隊横須賀病院　整形外科

【緒言】海上実習における舷外飛び込み訓練で受傷した椎体骨
折に対して海外で手術を施行し、帰国後に当院で経過観察を
行った症例を経験したので報告する。
【症例１】27歳女性、南米海域で 7.8m の高さから水面に飛び
込む舷外訓練を行った。訓練後に腰痛を自覚して艦艇医務室
を受診し、胸椎椎体骨折疑いの診断となった。受傷翌日に現
地病院を受診し、胸椎椎体骨折と診断され、手術目的で入院
となった。受傷 3日後に脊椎後方固定術を施行、手術後 4日で
退院となった。手術後 2 週 1日で帰国、当院を受診した。術後
半年で異動となるまで当院で経過観察を継続し、椎体圧壊の
進行やインプラントのゆるみなく良好な経過であった。
【症例２】23歳女性、症例１と同じ舷外訓練を行った。訓練後
に腰痛を自覚して艦艇医務室を受診して、安静療養の指示を
受けた。受傷翌日は腰痛軽度、2日後に腰痛悪化し、3日後に
痛が改善しないため、医務室を再診した。腰痛精査のため

現地病院を受診し、腰椎椎体骨折と診断され、手術目的で入
院となった。受傷 5日後に脊椎後方固定術を施行、手術後 2 日
で退院となった。手術後 1週 6 日で帰国、当院を受診した。術
後 1年まで当院で経過観察を継続し、椎体圧壊の進行やインプ
ラントのゆるみなく良好な経過であった。
【結語】長年行われていた舷外飛び込み訓練で椎体骨折患者が
発生したが、恒常的に行われている訓練についても安全性を
検討する必要がある。海外の医療機器は国内で採用されてい
ないと、抜釘のような処置が困難となることがあり、慎重に
適応を検討する必要がある。

○小池寿徳 1）, 濱田遼介 2）, 清家保人 3）, 伊原圭亮 4）, 中村公
俊5）

　1 自衛隊横須賀病院　2自衛隊横須賀病院
　3護衛艦さざなみ　4護衛艦さざなみ　5佐世保衛生隊

【背景】
　一般的にＸ線撮影は病院で実施するが、海上自衛隊では、
護衛艦内で撮影する場合があるため、海賊派遣対処行動を
経験したことを基に紹介する。

【方法】
　実際に護衛艦内で撮影した各々の一般撮影（胸腰椎移行
部の撮影、胸部の撮影、デンタル撮影）の紹介と考察

【考察】
　別の護衛艦内での一般撮影は、また違った医務室のレイ
アウトや構造、別の器材を扱う可能性もあるため、創意工
夫して一般撮影に臨まなければならないと考える。

U-1 ストレッチャーにて仰臥位を保持し
民間航空機で患者後送した１例

U-2 U-3舷外飛び込み訓練で受傷した椎体骨折に対して
海外で手術を施行した2例 護衛艦内での一般撮影方法
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U-4
○末原大輔、麻生拓世、石川武
　自衛隊中央病院　診療技術部　放射線技術課

　パシフィック・パートナーシップ２０２４（以下ＰＰ２
４）（令和５年１２月１９日～３１日、パラオ共和国）に
診療放射線技師として参加したので概要を報告する。
【背景】パシフィック・パートナーシップは、自衛隊の国
際平和協力業務及び国際緊急援助活動に係わる医療に関す
る技量の向上を図り、アジア太平洋地域諸外国との関係強
化及び相互理解・協力の促進を図ることを目的とする。
【概要】医師以下８名の日本医療チームが編成されパラオ
共和国で実施されたＰＰ２４に参加した。診療放射線技師
として米海軍病院船マーシー及びベラウ国立病院で、診療
支援や放射線技術の教育を実施した。
【成果】国際緊急援助活動において診療放射線技師として
対応する際に必要な基礎的事項を把握し、あわせて米海軍
の衛生支援能力の概要について把握するとともに相互理解
を図ることができた。

パシフィック・パートナーシップ２０２４
参加報告

○高橋眞人、石田尚吾、古野智大、加藤宏明、吉儀忠顕、
　能登一輝、大内謙太郎
　陸上自衛隊米子駐屯地業務隊衛生科

【緒言】
　駐屯地業務隊衛生科は、駐屯地内で発生した傷病者の初期対応の役
割を有している。当衛生科では、その役割を果たすべく当業務隊のサ
ービス向上施策の一つとして救急即応態勢の向上を掲げているので、
取り組みについて考察を加え報告する。
【取り組み内容】
　救急車常置場所の変更、バッグバルブマスクや喉頭鏡の購入、患者
搬送に係る実動訓練の実施、日本救急医学会 ICLS コースの受講を実
施した。また、老朽化した除細動器の更新、事故車両からの傷病者救
出を想定した訓練、前記 ICLS の衛生科員全員受講を計画している。
【考察】
　2023年 4月、米子駐屯地業務隊はサービス向上委員会を立ち上げ即
時対応・各種サービス向上を狙いとして施策を実施する中で、同年 8
月に麻酔科学を専門とし ICLSインストラクターを有する衛生科長が
着任したことで、2024年 2月より同委員会の一施策に救急即応態勢の
向上が加わった。
　最初に実施した救急車常置場所変更は、管理科の協力によって医務
室入口近傍に救急車専用駐車場を新設することで実現した。また、患
者搬送訓練は、部外病院の患者搬送口近傍まで実動で搬送を訓練とし
て実施した。
　このように、業務隊各科の協力や地域病院の協力によって実施が可
能になったことから、救急即応態勢の向上は衛生科だけでは成し得ず、
業務隊全体としての意思決定や、地域全体の協力が必要であることが
示唆された。
　一方で、現在の水準に達しない単相性除細動器の更新は現時点では
実現しておらず、ICLS の受講についても受け入れ先の受講人数制限
があるために科員全員受講は完遂していないことから、さらなる推進
には、上級部隊を含めた組織の力や、地域の病院等の協力が必要であ
ることが示唆された。

○川島　美佳、田村　千春
　自衛隊福岡病院

　診療現場において、オンラインによる受診のニーズは増
えている。令和５年度に陸幕衛生部および西部方面医務官
室から「電話や情報通信機器を用いた診療等について」の
通達が発簡され、診療及び健康診断の実施要領が示された。
自衛隊医療においても診療や健康診断をオンラインで実施
することは、部内診療の促進、即応性の向上、また感染症
拡大予防の観点から必要性は高く、実用化が求められてい
る。　　
　今回、自衛隊福岡病院において電話や情報通信機器を用
いた健康診断（以下、「遠隔健康診断」）を導入した。遠隔
健康診断の導入要領、実績と成果及び今後の課題について
報告する。

○木村幹彦1）、川本博嗣2,3）、田村信介4）、黒川貴幸1）、
　桒田成雄1）

　１ 防衛医科大学校　２ 航空機動衛生隊
　３ 自衛隊入間病院　４ 航空支援集団司令部

【目的】令和に入り実施した航空自衛隊航空機動衛生隊（空機衛隊）
による航空医療搬送の全数を調査し、症例の特徴とその教訓事項
を報告する。
【対象と調査】平成３１年４月から令和６年３月の間に実施され
た空機衛隊搬送例を対象とし、空機衛隊の公表資料をもとに搬送
に関するカルテ等を調査した。本調査は防衛医科大学校倫理審査
委員会の承認を得て行った。
【結果】搬送総数は１３件で令和５年度が最も多く、令和２年度
は搬送がなかった。疾患の内訳は心臓疾患が半数以上であり、こ
のほとんどが心臓移植待機もしくは補助人工心臓装着を目的とし
ていた。年齢は１２歳未満が２／３以上を占め、１８歳以上は３
件であった。搬送要請都道府県は東京都（うち１件は小笠原村か
ら都立病院へ搬送）と北海道から２件の他は９つの県から各１件、
搬送先は大阪府が最も多かった。搬送中に人工呼吸器９件、
ECMO５件を使用した機上集中治療管理を実施していた。搬送に
携わった民間医療従事者は医師をはじめ看護師、臨床工学技士も
加わっており、官側人員と民側医療スタッフで搬送したケースが
ほとんどであった。
【考察／結論】１）最近の空機衛隊搬送実績から広域航空医療搬
送には、小児も含め広く集中治療医学に関する知識と最新情報を
学ぶことが重要になると考えられた。２）重症患者の広域航空医
療搬送は、民官医療スタッフの緊密な連携が必須になることが示
唆された。なお、本発表は学術報告であり防衛省自衛隊の見解を
代表するものではない。

U-5 米子駐屯地における救急即応態勢向上の
取り組み

U-6 遠隔健康診断の実績と今後の課題 U-7                     広域航空医療搬送には広く集中治療医学の
知識と最新情報を学ぶことが重要である
－最近の航空機動衛生隊搬送実績から―
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U-8
○水口　誠1、槇　陽平2、江戸　直樹3、池田　幹人4、北野　誠人3、
　德居　ひろみ1、三浦　一樹1、本田　翔大1、鈴木　達彦1、
　鈴木　詩織1、北上　悦子2、中村　好宏5、川名　明彦2、
　君塚　善文2

　１ 自衛隊入間病院　保健部　衛生課
　２ 防衛医科大学校　内科学講座（感染症・呼吸器）
　３ 防衛医科大学校　防衛医学研究センター　行動科学研究部門
　４ 航空自衛隊　第 6航空団　基地業務群　衛生隊
　５ 防衛医科大学校　医学教育部医学科　数学講座

【背景】A 型肝炎ワクチン（エイムゲン®）は 3 回接種で良好な免疫獲
得が可能とされるが、4 回目以降の接種意義については明確な医学的
根拠がなく、医師や状況によって判断が異なる現状がある。とりわけ、
即応性の求められる防衛省自衛隊では時に必要以上の接種が行われる
こともある。そこで今回我々はエイムゲン®の接種回数および接種後
期間と特異抗体価の関係性について検討し、経済的および人的資源へ
の影響という観点から考察した。【方法】2022年 6月から 2023 年 2 月
の間に自衛隊入間病院で採血を伴う検診を受け本研究に同意した者を
対象とし、残血清中の HA-IgG および IgM を CLIA 法にて測定した。
接種歴は免疫記録をもとに調査し、嗜好歴や生活歴は質問票にて調査
した。【結果】181 名の対象者のうち、未接種者が 49 名、既接種者は
132 名であった。既接種者における接種回数は 1 回または 2 回が
6.8%、3 回が 40.9%、4 回以上が52.3% であった。HA-IgG は接種回
数に依存して上昇し、4 回以上接種群は他の全ての群よりも有意に高
かった（p＜0.0001）。各接種群における最終接種日からの経過月数と
HA-IgG の関係性を検討したところ、4 回以上接種群では経過月数に
よらずHA-IgG が高かった。【考察・結論】エイムゲン®の 3 回接種は
良好なワクチン効果を有するが、4 回以上の接種ではさらに接種後経
過期間に関わらず高い抗体価を示すことから、長期にわたる曝露リス
クがある場合には 4 回以上の接種が有効である可能性がある。しかし
ながら、4 回以上接種者の中には、頻繁な接種例や、航空業務従事者
も散見された。コストの適切な分配や航空業務への影響の最小化とい
う点からは、ワクチン接種前の抗体価測定も含めた接種プロトコルの
検討も有用であると思われる。

航空自衛隊におけるA型肝炎ワクチン接種
および保有抗体価の現状

○金丸善樹、廣川祥太郎、犬塚絵理、平井英恵、村田賢二、
　西田香織　奥寺玲奈、相羽清彦、丸山　聡、小西　透
　航空自衛隊　航空医学実験隊

【はじめに】厚生労働省は近年のヘリコバクター・ピロリ（以下、
H. pylori）感染率低下に起因する胃がんの減少から、胃がん検
診対象年齢を５０歳以上、実施間隔を隔年としている。一方
航空医学実験隊では、指定操縦者航空身体検査において、が
んや胃潰瘍等の不合格疾患検索の目的で上部消化管内視鏡検
査を４０歳から隔年で実施していた。今回、指定操縦者航空
身体検査における上部消化管検査のあり方検討に資するため、
H. pylori 感染状況が検査結果に及ぼす影響を検討した。
【方法】航空医学実験隊で航空身体検査を受検した４０歳の指
定操縦者のうち、H. pylori 感染の有無が判明した１８７名の
所見及び診断名を検討した。
【結果及び考察】H. pylori 感染群と非感染群に分けて比較検討
を行ったところ、萎縮性胃炎、胃潰瘍及び十二指腸潰瘍と診
断された割合は、感染群で有意に高かった。航空身体検査の
不合格疾患である胃潰瘍と十二指腸潰瘍は、感染群に２件ず
つ認められた。これらの疾患は H. pylori が関与するとされて
おり、疾病予防の観点から早期の感染検査及び積極的な除菌
が重要であることを示唆している。また対象者１８７名中、
感染者は３７名で感染率は１９．８％であり、同年代の一般人
と同程度であった。日本での H. pylori 感染率は今後低下する
ことが見込まれ、指定操縦者においても H. pylori 感染に起因
する疾患の発生減少が予測される。
【結語】指定操縦者に対する上部消化管検査は、H. pylori 感染
の有無によりその後の対応方法を決めることで、より適切な
管理につながるものと考える。

○速水聰 1）、和田慎二1）、三丸敦洋 2）

　国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構1）、
　公益社団法人生駒会　松戸診療所2）

背景と目的：有人宇宙探査においては、宇宙飛行士（以下飛行士）
が宇宙環境で船外活動する際、減圧症の発症リスクを医学的
に管理する必要があり、潜水医学の知識や実践経験が必須で
ある。宇宙航空研究開発機構（以下 JAXA）の飛行士は、米国
航空宇宙局（以下 NASA）が実施する極限環境ミッション運用
訓練（NASA Extreme Environment Mission Operations 以下
NEEMO）に 2006年以降、7回ほど訓練参加してきた。NEEMO
は海面下約20mにある海底研究室を利用して宇宙滞在のミッシ
ョン模擬を目的とした飽和潜水を伴う特殊訓練である。飛行
士を健康管理するフライトサージャン（以下 FS）は現地の潜水
医官と協働して医療支援する。JAXA 飛行士が NEEMO 参加
時には JAXA FS も現地支援してきた。本報告では NEEMO
の紹介とともに、潜水医学実験隊（以下潜医隊）と JAXA FS
の連携について考察することを目的とする。
結果と考察：2015年の JAXA 飛行士参加を最後に、NEEMO
を通した潜水医学の実践経験の機会を JAXA FS は得られてい
ない。その補完として 2019 年より潜医隊潜水医官課程に
JAXA FS の部分参加や、潜医隊幹部の JAXA 筑波宇宙セン
ター研修という連携を開始した（新型コロナパンデミック期は
一時中断）。FS にとっては、飽和潜水に関する座学や実習に参
加しているだけでなく、同課程の医官との交流は大変有益で
あった。JAXA が企業と連携し、開発中の月面探査における
有人与圧ローバーの開発においてもこのような潜医隊を始め
とする自衛隊と JAXA の組織間連携の深化は大変重要と考え
ている。

○宮脇　博基（在イラン・イスラム共和国日本国大使館）
　後藤　浩也（在ジブチ共和国日本国大使館）
　森田　健太郎（在ニューヨーク日本国総領事館）
　吉田　一路（在マダガスカル日本国大使館）

【背景・目的】
　近年、自衛隊の海外任務は増加し外務省医務官と連携する機会
が増えているが、その連携要領は十分に整備されているとは言え
ない。円滑な連携の資として、元空自医官である演者の個人的視
点より、外務省医務官の特徴および連携時の留意事項について述
べる。
【自衛隊医官に比べた外務省医務官の特徴】
　養成学校は無く、全員が公募（筆記・面接試験）で採用される。
採用条件は「日本で１０年以上培った臨床力」で、特別な資格や
秀でた語学力は必須ではないため、非常に多様なバックグラウン
ドを持つ中堅以上の医師から成る。採用後に熱帯医学の研修を受
ける機会があるが、救急等は各人の自学研鑽に委ねられる部分が
大きい。在外公館での業務は、「館員とその家族の健康管理、現地
医療事情の調査と情報発信、在留邦人等への健康相談や緊急事態
時の援護」であり、情報収集や各種調整業務の占める割合が大きい。
世界各国の約１００カ所の公館に配置され、公館長の指揮と本省
診療所長の統制を受ける。殆どが医師１名のみ（コメディカル無し）
での配置であり、医務室の医療資機材も限定的である。
【連携時の留意事項】
　外務省医務官は、時に日本の常識が通用しない現地の医療事情
を理解し、現地医師等との人脈を構築している一方、大部分が救
急は専門外でありマンパワーや装備も限られる。よって、連携時
は現地の情報収集や医療機関・患者移送会社とのコーディネータ
ーとしての役割を期待すべきである。一方、救急医療への積極的
参加や、ＴＪＮＯにおける自衛隊機への患者搭乗可否の判断を求め
る等はあまり現実的ではない。現状での首相外遊時の調整要領が、
良いモデルケースになりうる。

U-9 上部消化管検査結果に及ぼす
ヘリコバクター・ピロリの影響

U-10 有人宇宙探査における宇宙医学運用に関する
組織間連携 U-11                     自衛隊医官と外務省医務官の違い、

連携時の留意点
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U-12
○後藤　浩也（在ジブチ共和国日本国大使館）
　宮脇　博基（在イラン・イスラム共和国日本国大使館）、
　森田　健太郎（在ニューヨーク日本国総領事館）
　吉田　一路（在マダガスカル日本国大使館）

【背景・目的】
　在外公館等で勤務する、百名を超える外務省医務官の主な職
務は、外務省職員及び家族への診療、現地医療事情調査、邦人
保護である。邦人退避などで自衛隊医官等が紛争国や周辺国に
派遣される際には、外務省医務官が実施している現地医療事情
調査による最新の情報が重要となる。元陸自医官である演者の
個人的視点より、外務省医務官の人脈、情報を、円滑な自衛隊
の任務遂行に活用するための留意事項について述べる。
【外務省医務官による現地医療情報収集】
　インターネット上にある現地医療機関の情報が数年更新され
ないことは珍しくなく、実際に足を運ぶ必要がある。しかし、
現地医師等が英語を十分に話せない場合もあり、医療機関の実
地調査では、現地の言語を解する現地職員を伴わねばならない
こともある。外務省医務官が現地にて足で得た情報は、外務省
公式サイトにある「世界の医療事情」にまとめられている。た
だし、「世界の医療事情」の更新は 2 年に 1 回で、必ずしも最新
の情報が記載されているとはいえない。特に、ジブチのように
病院の閉院や診療科の閉鎖が予告なく行われる国では、医療機
関に直接問い合わせなければわからないことも多い。
【考察・結語】
　「世界の医療事情」をはじめとするインターネット上の医療情
報は、最新で正確なものとは限らない。退避ミッション等で急
遽自衛隊衛生が派遣される場合には、大使館医務官と速やかに
連絡を取り、大使館医務官の現地人脈を活用して最新の現地医
療情報を確認していただきたい。

外務省医務官による現地医療情報収集

○３等陸佐　阿南恵子、３等陸佐　陶山敏雄、
　１等陸尉　松本将希、１等陸尉　米谷弘士、
　３等陸佐　文元一覚、３等陸佐　田路弘樹、
　２等陸佐　野村洋三、１等陸佐　橋爪浩臣
　中部方面衛生隊

１　序　論
　　令和６年能登半島地震災害派遣の活動概要について報
告する。

２　活動概要
　⑴　被災状況の概要
　⑵　派遣期間中の活動実績概要
　⑶　各期における活動の焦点
　　　巡回診療、スクリーニング、患者後送、ＤＭＡＴ調
整会議、他団体との協力等

　⑷　活動基盤及び派遣間の管理態勢

○１等陸尉　三浦理恵、３等陸佐　阿南恵子、
　３等陸佐　陶山敏雄、２等陸佐　野村洋三
　１等陸佐　橋爪浩臣
　中部方面衛生隊

１　序　論
　　令和６年能登半島地震災害派遣におけるＪＴＦとして
の活動実績について報告する。

２　活動概要
　⑴　「おおすみ」における衛生支援態勢及び活動実績
　⑵　他幕衛生科部隊との活動における教訓及び課題等
　　ア　医療資器材、医薬品等の準備
　　イ　通信手段
　　ウ　活動基盤
　　エ　衛生支援能力及び教育訓練

○３等陸佐　阿南恵子、３等陸佐　文元一覚、
　１等陸尉　太田直樹、１等陸尉　米谷弘士
　３等陸佐　陶山敏雄、３等陸佐　田路弘樹、
　２等陸佐　野村洋三、１等陸佐　橋爪浩臣
　中部方面衛生隊

１　序　論
　　令和６年能登半島地震災害派遣において予備自衛官と
協同した活動実績について報告する。

２　活動概要
　⑴　予備自衛官招集に向けた準備等
　　ア　上級部隊等との調整及び受入準備
　　イ　派遣前教育・訓練
　⑵　予備自衛官の活動実績
　⑶　予備自衛官招集に伴う教訓及び課題等 
　⑷　今後の予備自衛官招集訓練への反映事項等

U-13 令和６年能登半島地震災害派遣活動報告
（第１報：活動概要）

U-14 令和６年能登半島地震災害派遣活動報告
（第２報：ＪＴＦとしての活動実績） U-15                     令和６年能登半島地震災害派遣活動報告

（第３報：予備自衛官と協同した活動実績）
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U-16
○山田　浩平、関根　康雅、古市　郁恵、清住　哲郎、
　木下　学
　防衛医科大学校

　2024 年１月に発災した能登半島地震では、防衛医科大学校病
院からＤＭＡＴ（Disaster Medical Assistance Team）を２隊派
遣した。その活動の概要及び教訓について報告する。
【背景】ＤＭＡＴは「災害急性期に活動できる機動性を持ったト
レーニングを受けた医療チーム」であり、阪神・淡路大震災等
での教訓を元に「防ぎ得た災害死」を減らすべく平成 17 年に発
足した。発足後様々な活動を経て、ＤＭＡＴの活動の幅は災害急
性期の救急診療だけでなく、保健医療活動全般の支援、新興感
染症への対応等へも拡張された。今回の能登半島地震において
は１か月超に渡り、延べ 1000 隊以上のＤＭＡＴが活動した。
【日時】１次隊：令和６年１月 20 日（土）～　24 日（水）
　２次隊：令和６年１月 23 日（火）～　27 日（土）
【場所】能登中部保健医療福祉調整本部（石川県七尾市能登中部
保健福祉センター内）
【主な活動内容】発災後約３週間が経過しており、ＤＭＡＴとし
ては任務を整理し、自治体に任務を引き継いでいく時期であっ
た。我々は能登中部保健医療福祉調整本部の本部補助としての
役割を付与され、日々の会議の準備・運営の補助・議事録作成、
県庁への報告資料の作成、現場で活動する他の隊からの情報の
吸い上げ、経時記録（クロノロジー）の作成、掲示物の作成な
どを行った。
【教訓】情報を集約する立場におり、ＤＭＡＴのみならず他の機
関等の活動も含めた活動の全体像を掴むことができた。また、
日々の方針決定に関与し、中長期的な目線での思考に触れるこ
とができた。これらの経験は関東での災害時において、防衛医
科大学校病院が活動拠点本部等を立ち上げる際の資となる。

防衛医科大学校病院ＤＭＡＴ活動報告
（能登半島地震）

○河村　俊邦、田沼　佑樹
　陸上自衛隊第３師団司令部

【背景・目的】
　近年、本邦では酷暑が続き、夏季の野外訓練において熱中症予防
が重要である。訓練時の熱中症予防は個人の対策に委ねられている
部分が多く、統制された対策を講じている部隊は少ない。そこで、
夏季に実施された第３師団訓練検閲において、統裁部として熱中症
予防対策を講じ、その効果を検証した。
【対象・方法】
　令和６年９月上旬に実施された第３師団訓練検閲の受閲部隊を対
象とした。訓練統裁会議の場を活用し、熱中症に関する各種情報提
供（熱中症患者発生時のフローチャート、ＷＢＧＴ値に応じた水分摂
取の目安及び休憩時間等）を行った。受閲部隊に対して経口補水液
や板氷、塩分タブレット等を十分に配分した。１時間毎のＷＢＧＴ
値の測定および測定値の無線での放送、翌日の予想ＷＢＧＴ値を統
裁会議で情報提供した。訓練終了後、受閲部隊に対して熱中症対策
の効果について聞き取り調査を行った。
【結果】
　訓練中に発生した熱中症患者はわずか４名であり、医療機関への
搬送は不要であった。４名のうち３名は訓練終了直前に発生したも
のであり、ほぼ全ての隊員が熱中症による非戦闘損耗で離脱するこ
となく訓練を完遂できた。訓練終了後の調査では、毎日配分した板
氷が好評であった。
【考察】
　酷暑下の訓練において、熱中症の予防教育だけでなく板氷等の現
物を配分したことが、熱中症予防に寄与できたと推察される。同時
期に同訓練場で実施された他部隊の訓練検閲では数十名の熱中症患
者が発生しており、第３師団での熱中症予防対策が良好であったと
考えられる。
【結論】
夏季の野外訓練での配分物資として板氷が有用であった。現物を確
実に配分できるよう司令部内での連携が重要である。

○後藤洋康1、大江京子2、桒田幸治3、黒川敦志4

　1 陸上自衛隊　第 105 野外病院隊、
　2 陸上自衛隊　化学学校、3 防衛医科大学校医学研究科、4 自
衛隊中央病院診療科

　労作性熱中症は肝障害や腎障害などの臓器障害を起こし得
る病態であり、酷暑環境での任務にあたる自衛官にとっては
大きな健康上の問題である。これまでに発表者らは、尿中
Liver Fatty Acid-binding Protein （L-FABP）という急性腎障
害マーカーが熱ストレスによる臓器障害や体温上昇と関連し
ていることを明らかにしてきた。本研究では、熱ストレスに
よる臓器障害軽減のために熱ストレス後のクーリングが有効
かを調べた。陸上自衛隊化学学校の男性隊員12名を対象とし、
直腸温連続測定の下、平均気温 35℃で平均 86分の訓練と、訓
練後に 20分のクーリング（冷水浸漬）を行った。訓練 6時間後
に血液・尿検査を行い、肝障害および腎障害は日本救急医学
会熱中症ワーキンググループの基準をもとに血清クレアチニ
ン≧1.2mg/dL、総ビリルビン≧1.2mg/dLとした。尿検査では
L-FABP を迅速検査キットを用いて半定量的に評価した。被
験者は平均年齢 25 歳、平均 BMI 26.2 kg/m2。訓練後の最高
直腸温の平均値は 38.7℃であった。3 名が軽度の臓器障害（肝
障害または腎障害）、7 名が L-FABP 陽性であった。臓器障害
を認めた被験者は有意に訓練終了時の直腸温が高く （39.7℃ 
vs. 38.5℃, p=0.01）、また、L-FABP 陰性者は陽性者よりもク
ーリング中の体温低下が迅速であった （-0.056℃/分 vs. -0.037
℃/分，p=0.02）。本研究結果から迅速なクーリングによる体
温低下が臓器障害軽減に関連していると考えられる。自衛隊
における訓練後のクーリングに関するプロトコル作成が急務
であり、本研究結果はプロトコル作成に寄与できるものと考
えた。

○大江京子1、黒川敦志2、後藤洋康3、大村浩樹4、西澤真弓4、
　菅原智恵子5

　１ 陸上自衛隊化学学校研究部　２ 自衛隊中央病院診療科
　３ 防衛医科大学校防衛医科大学校内科第１部門腎臓内分泌内科
　４ 自衛隊中央病院臨床医学教育・研究部
　５ 自衛隊中央病院診療技術部

【背景】
　化学科隊員は、化学防護衣に防護マスク装面という過酷な装備で活動す
るため、万全な熱中症対策の安全管理体制が必要である。化学学校は、酷
暑環境下における訓練時の熱中症発症ゼロを目指し、あらゆる角度からア
プローチした熱ストレス対策研究を継続している。
【研究概要】
　化学学校は４月に暑熱順化トレーニングマニュアル２０２３年度版を全
化学科部隊に発信し、各部隊は梅雨明け前に暑熱順化の完成期を迎えるよ
う職種をあげて積極的な身体への暑熱耐性強化に努めた。本年度の研究で
は、身体冷却法の検討及び継続して実施しているウェアラブセンシングデ
バイスを用いた心拍計測データの収集を実施した。
【評価方法】
　化学防護衣を装着した訓練の場を活用し、直腸による深部体温及び心拍
等を計測し、生理的負担を評価した。身体冷却法については、ウォータバ
スを用い訓練前のプレクーリングと訓練後のポストクーリングについて評
価した。心拍計測データの解析は、ＲＲＩから求める自律神経活動指標マ
ップ作成（ＡＮＡＩＭ○Ｒ解析）の手法を採用し、訓練時の心身の状態を
把握した。
【結果】 
　ＷＧＢＴ値３０℃を超える酷暑環境下で隊員の深部体温は３９℃付近ま
で上昇した。水温約２８℃のウォータバスに約２０分浸漬することで、深
部体温は３８℃以下に下がることを確認した。
【結言】
　訓練終了後も深部体温は上昇し続ける傾向にあるため、積極なポストク
ーリングが必要と思料する。ウェアラブルセンシングデバイスにより計測
した心拍データから得られる自律神経活動指標マップは体調不良になる兆
候を可視化できることから、今後も引き続きデータを蓄積し、体調モニタ
リングシステムの構築を目指す。

U-17 酷暑下での野外訓練における熱中症予防対策

U-18 暑熱環境下での訓練後のクーリングが
熱ストレスによる臓器障害に及ぼす影響 U-19                     熱中症発症ゼロを目指した暑熱環境下における

訓練時の安全管理に係る研究
～ウェアラブルセンシングデバイスを用いた
　体調モニタリングシステムの構築～
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U-20
○松本　由紀子1），土橋　功昌1），鳥部　巧2）

　１）陸上自衛隊小倉駐屯地業務隊
　２）第４０普連衛生小隊

【はじめに】喫煙は吸っている本人のみならず，周りにいる人
の健康も損ねる。しかしながら一般国民に比べ自衛隊員の喫
煙率は高いと言われ，Ａ駐屯地・Ｂ分屯地（以下Ａ駐屯地）にお
いても例外ではない。そこで禁煙施策の一環として，令和４
年度に隊員に対して関心のある禁煙方法等の調査を行った。
その結果について報告する。
【研究目的】Ａ駐屯地において禁煙に関心のある隊員の人数，
禁煙したい時期，関心のある禁煙方法を調査することにより，
今後の禁煙支援体制の資を得る。
【研究方法】対象は令和４年 12 月にＡ駐屯地に所在する自衛
隊員約 1,000 名である。自作の自記式質問紙調査法を用い，喫
煙の有無，禁煙についての関心の有無，禁煙希望開始時期，
関心のある禁煙方法について調査を行った。結果は単純集計
及びχ2検定を用いて，禁煙方法別の人数等を比較した。
【結果・考察】約 1,000 名に対し調査を実施，喫煙率は 38.8％
（393 名 ) であった。喫煙率は 20 代・30 代の普通科隊員が諸隊・
一般国民に比べ高く，若年者であることや任務の特性等が関
連していると考えられた。喫煙者のうち，禁煙の関心の有無
については｢関心なし｣が 82.3％（316名），｢関心あり｣が 17.7％
（68 名）であった。関心のある禁煙方法は，｢自分の意志のみ｣， 
｢部内病院（内服）（貼付薬）｣，｢ニコチンガム（市販）｣の関心度が，
他の禁煙方法に比べ有意に高かった。若年者は｢薬なし｣，｢通
院なし｣に，40 代以上は｢薬あり｣，｢通院あり｣の方法に関心が
高かった。それらは喫煙年数や過去の禁煙チャレンジの経験
から違いが生じていると考えられた。

Ａ駐屯地における禁煙支援の取り組み①
―隊員の関心のある禁煙方法の調査―

○松本　由紀子1），小畑　泰子2）

　１）陸上自衛隊小倉駐屯地業務隊
　２）合同会社ミーシャ

【はじめに】喫煙は吸っている本人のみならず，周りにいる
人の健康も損ねる。しかしながら一般国民に比べ自衛隊員
の喫煙率は高いと言われ，Ａ駐屯地・Ｂ分屯地（以下Ａ駐屯
地）においても例外ではない。そこで禁煙施策の一環として，
令和４年度に隊員に対して関心のある禁煙方法等の調査を
行った。その結果をもとに行った令和５年度・６年度の取
り組みについて紹介する。
【取り組みの実際】
１　令和５年度：駐屯地司令が喫煙者であり、積極的な取
り組みはできなかった。
（１）定健時の問診時における動機づけの実施及び面談
（２）駐屯地禁煙週間の設定・実施
（３）禁煙に関する衛生ニュースの発行（計５回）
２　令和６年度：駐屯地司令が非喫煙者であり、禁煙施策
に関心あり。また令和６年度新規契約の部外委託医師が禁
煙施策に積極的であり、適宜助言・協力を得ながら実施した。
（１）定健時の問診時における動機づけの実施
（２）駐屯地喫煙場所の検討
（３）駐屯地禁煙週間の設定・実施（前期・後期）
（４）駐屯地禁煙プロジェクト活動の提案、開催（予定）
（５）禁煙外来の実施（準備中）
【成　果】令和４年度から６年度にかけて喫煙率はほぼ横ば
いだが、隊員の禁煙に関する関心度は上がってきており、
禁煙開始時期もより早くしたい、と希望する者が増えてい
る。

○小畑　泰子1），松本　由紀子2）

　１）合同会社ミーシャ
　２）陸上自衛隊小倉駐屯地業務隊

＜背景と目的＞
　喫煙を取り巻く環境は年々厳しくなっており，2020 年 4 月に改
正健康増進法が施行され，より禁煙が推進されるようになった。
世の中の方向としては分煙から禁煙の時代になっている。民間企
業では職場環境の改善（喫煙場所の見直しや禁煙化）や喫煙者へ
の支援（禁煙推進のための取り組み）などの対策が活発にすすめ
られている。
　2024 年度より医務室委託医師として勤務するＡ駐屯地にて，民
間企業等の産業医経験を活かし，喫煙率低下のためにできる施策
について検討した。
＜結果と考察＞
　Ａ駐屯地では喫煙所は屋外に数か所と決められており，屋内禁
煙は徹底されているが，喫煙対策としてはそれで充分というよう
な風潮が感じられた。建屋の出入口付近であったり，医務室のす
ぐ近くであったりと受動喫煙防止の観点からは問題のある喫煙場
所もあると思われたため，場所の移動や統合について助言した。
　喫煙者への個別対応として，Ａ駐屯地医務室での禁煙外来を開
始することとした。外部の医療機関等に受診せずとも駐屯地内で
気軽に禁煙にチャレンジできるように取り組むことになり，より
気軽に禁煙にチャレンジする環境が整ったと思われる。
　禁煙に対しては喫煙者のみならず非喫煙者にも関心を持っても
らうことが重要である。業種柄，集団で行動することも多い特性
を活かし，集団での禁煙教育や非喫煙者をも巻き込んだ喫煙者の
卒煙へのサポートについてもできる施策やイベントを検討したい
と考えている。
　今後も部外委託医師として，産業医的な視点からも駐屯地隊員
の健康管理を担当する業務隊衛生科に対しての助言や禁煙外来に
よる積極的な禁煙治療を継続し，喫煙率低下に寄与していきたい。

○皆良田　裕太朗1）、與那嶺　直人2）、内野　小百合3）、
　髙橋　はるな3）、杉澤　潤4）

　1）宮古島駐屯地業務隊　衛生科　
　2）防衛医科大学校　医学研究科　
　3）防衛医科大学校　医学教育部　
　4）陸幕人事教育部補任課

【はじめに】喫煙は、高血圧、動脈硬化、肺がんなど多くの命に関
わる疾患のリスクになることが明らかとなっている。宮古島駐屯地
は離島の新設駐屯地であり、娯楽も限られているためか喫煙率が高
い状況であった。当駐屯地において喫煙率低減に向けた活動を行っ
たため、その内容と今後の課題を報告する。
【方法・結果】令和５年５月の当駐屯地の喫煙率は、４０％台（３
１７／７１１名）であった。当医務室は西部方面総監部医務官室と
連携し、同年１０月から禁煙外来を開始した。駐屯地内のトータル
ヘルスプロモーション会同や衛生ニュースを活用し、指揮官及び一
般隊員へ禁煙の有効性や禁煙外来について情報提供を行った。また、
機会を捉え予防教育を実施した。令和６年７月までに禁煙外来受診
者は１９名、禁煙成功者が８名（４２.１％）であった。
【考察】厚生労働省による全国喫煙率は１６ .７％であり、当駐屯地
の喫煙率は大きく上回る。しかし当医務室の活動により、少しずつ
禁煙成功者が増加していた。定期的な情報提供や予防教育が効果的
であったと考える。なお禁煙外来では、２回目以降の受診中断者が
散見された。禁煙後３か月以内は再喫煙のリスクが高く、再喫煙を
気にして受診しなくなることも考えられた。今後、受診者が禁煙と
受診を継続できるようフォローアップに力を入れることが重要であ
る。また喫煙者や禁煙成功者の分析、駐屯地の特性の把握も課題で
ある。
【まとめ】定期的な情報提供や禁煙外来により喫煙率は減少傾向に
ある。生活習慣病の発症や重症化予防に向け、引き続き禁煙施策の
質を高め活動する必要がある。

U-21 Ａ駐屯地における禁煙支援の取り組み②
―令和５年度・６年度―

U-22 Ａ駐屯地における禁煙推進活動
（第１報；部外委託医師の取り組み） U-23                     新設駐屯地医務室における禁煙施策の内容と

今後の課題
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U-24
○柏田恵1）　荒科悠子2）　増野聡子3）

　1）立川駐屯地業務隊　2）防衛医科大学校
　3）自衛隊中央病院

【背景・目的】生活習慣病には食事や運動など、日々の生活習
慣が深く関わっている。自衛官は比較的運動量が多く健康的な
集団と言われているが、一般国民と同様に生活習慣病が問題と
なっており、健康管理は重要である。今回、A駐屯地隊員の食
行動について実態を調査し、男女別に傾向をまとめたので報告
する。
【方法】令和３年４～６月に A駐屯地医務室で健診を受け、ア
ンケート調査の同意が得られた隊員を対象とした（男性 462 名、
女性 64 名）。調査は食行動質問票（55 項目）を用いた。
【結果】８つの食行動カテゴリーのダイヤグラムにおいて、男
女とも大きな偏りはみられなかった。男女別で比較したところ、
各カテゴリーでの比較に有意差は見られなかったが、女性の方
がやや得点率が高めであった。食行動の傾向として男性の約６
割が「麺類が好き」、女性の約６割が「太るのは運動不足のせい」
と回答した。また両項目は男女ともに上位であった。また、食
行動の項目を男女比較したところ、男性の特性としては「油っ
こいものが好き」「麺類が好き」「よく噛まない」であり、女性
の特性としては「間食が多い」「他人が食べているとつられて
食べてしまう」「身の回りにいつも食べ物を置いている」であ
った。
【考察・方針】結果を平均化したため、男女とも食行動カテゴ
リーのダイヤグラムに大きな偏りはみられなかったが、個人デ
ータは偏りがある者も多くいるため、食行動調査表は今後も個
人指導に活用していきたいと考える。また、A 駐屯地の特性を
公表し、当てはまる部分は無いか、部隊及び個人に食行動の見
直しを呼びかけ、駐屯地全体の健康管理に寄与していきたい。

A駐屯地における隊員の食行動に関する
実態調査

○柏田恵1）　荒科悠子2）　増野聡子3）

　1）立川駐屯地業務隊　2）防衛医科大学校
　3）自衛隊中央病院

【背景・目的】肥満は生活習慣病をはじめとして多くの疾患を
引き起こす原因になり得るため、肥満の予防や対策は健康づく
りにおいて重要である。自衛官は健康的な集団と言われている
が、一般国民と同様に肥満が問題となっている。今回、隊員の
健康管理の資とするためアンケート調査を行い、食行動の特性
を検討したので報告する。
【方法】令和３年４～６月に A駐屯地医務室で健診を受け、ア
ンケート調査および健診データの利用に同意が得られた男性隊
員 462 名を対象とした。アンケートは食行動質問票（55 項目）
を用いた。
【結果】BMI25 で非肥満・肥満に分類した。A駐屯地における
35 歳以上の肥満隊員の割合は全国割合と近似であったが、隊員
全体（19-65 歳）では全国割合より高かった。35 歳以上を対象
とした肥満の有無での健診データにおいては、全てに有意差
（P<0.05）がみられた。また、隊員全体の食行動カテゴリーの
比較においては、８つのうち７つに有意差がみられた。「全隊員」
「肥満者」それぞれにおける年代別での食行動カテゴリー比較
では統計的有意差はみられなかったが、「非肥満者」において
食行動カテゴリーの「食事内容」に年代別の有意差（P＝0.01）
がみられた。さらに、「食事内容」カテゴリーに当てはまる質
問項目を年代別で比較したところ、一部に有意差（P<0.05）が
みられた。
【考察】「非肥満者」において、30 歳未満は食事内容をあまり気
にしていないが、40代、50歳以上は食事内容を留意しているこ
とが統計的に示唆された。非肥満を維持するには、自身の食行
動を認識し、年代に応じて食行動の見直しを図ることが必要で
ある。

○防衛技官 松岡 美穂1）　３等海尉 井上 眞里奈1）

　１等海尉 清水 千奈美1）　３等海佐 岡本 有司1）

　２等海佐 加藤 章一郎1）　２等海佐 瀧端 康博2）

　１）海上自衛隊 呉衛生隊
　２）海上幕僚監部 衛生企画室

１　はじめに
　労働人口減少・高齢化の波は自衛隊にも影響し、入隊者減少や定年
退職年齢の引き上げ等人材確保と人的戦力の維持は喫緊の課題である。
特に海上自衛隊は、国立健康・栄養研究所による「栄養摂取基準の見
直しに資する調査」の報告で BMI 高値が指摘されている。また、肥満
による健康障害をきたしている隊員が散見されており、その対策が必
要である。そこで呉衛生隊では、将来的に肥満起因の疾患予防や受診
に結びつけることを目的として健康管理システムからデータを抽出し、
分析した。今回、呉地区所属隊員の肥満の程度を比較すると共に、衛
生員から肥満の原因として考えられる項目を調査、考察した結果を報
告する。
２　方　法
　2014年から 2023年の 10 年間において一般検診受検者 20 ～ 59歳の男
性呉地区所属隊員の検診のデータを抽出、BMI の肥満度分類別、年代
別に分類し、厚生労働省 国民健康・栄養調査結果（令和元年）（以降、
国民平均という）との肥満者の割合を比較した。
３　結　果
　20 歳台の肥満 1 度割合は増加傾向を示し、2018 年から国民平均の 2
倍以上となる 25％を超えた。30歳台では肥満 1 度割合が 35％となり、
50 歳台では肥満 1 度以上の割合が半数以上を占めた。2022 年において
は 50歳台の肥満 2 度以上の割合が国民平均より 4 倍近く高いことが示
された。
４　考　察
　衛生員が指摘した肥満原因として、従来から知られているエネルギ
ー摂取量過多や運動不足に加え、早食い、間食、交代勤務等が指摘され、
既報でもそれらの仮説を支持するものが多数認められた。今後は体脂
肪率、運動習慣、勤務場所等の交絡因子を考慮した更なる解析が求め
られる。

○加世田幸枝1，行政美穂1，瀬戸裕美1，塩見仁隆2，
　石川麟太郎1，鈴木晴也3，森田真義1，宮﨑典幸1，
　𠮷井秀彦1

　１自衛隊呉病院，２防衛医科大学校
　３自衛隊横須賀病院

【背景】当院では 2018 年から保健指導外来を設置し、看護師が
糖尿病に焦点を当て指導に取り組んできた。しかし、生活習慣
病患者の多くは肥満を有していること、海上自衛隊呉地区の肥
満者が多い状況などから、対象範囲の拡大や多職種連携など指
導体制の見直しを行う運びとなった。理学療法士として運動指
導を導入した成果について報告する。【対象】定期受診患者で次
のいずれかの条件を満たし、医官が保健指導外来を指示した者。
①糖尿病：HbA1c≧8.5 且つ BMI≧30、②高血圧症：血圧≧
140/95 且つ BMI≧35、③脂質異常症：LDL≧160 且つ BMI≧35。
【方法】定期受診時の待ち時間を活用し個別指導を行った。評価
項目は身長、体重、BMI、体組成、身体活動量及び運動時間
（Physical Activity as Vital Sign：PAVS）とした。PAVS の算
出は、対象者の了承を得てスマートフォンアプリから情報収集
した。指導項目は①週当たり250 分以上の中～高強度の運動、②
行動変容ステージに合わせた運動プログラムの提案とした。
【結果・考察】今回の取り組みでは、対象者の身体活動量に対し
体重減少が進まず、運動へのモチベーション維持が困難であっ
た。対象者にとって運動の目的が「減量」と認識されやすく、運動・
減量する目的や運動から得られる効果を認識できていないので
はないかと考えられた。また、効果的な減量には週に 250 分以
上の運動時間に加え、中強度以上の運動を継続して実施するこ
とも必要と考える。今後の課題として、職種間で指導目的・内
容を共有し、共通認識を持ち、安定した指導を提供できる体制
づくりが必要と考える。

U-25 A駐屯地男性隊員における肥満の
有無に関連した食行動特性

U-26 海上自衛隊健康管理システムデータを用いた
呉地区所属隊員の肥満に関する
後ろ向き観察研究

U-27                     当院の保健指導外来における運動指導の
運用について
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○秋篠　佑子、鏡　和樹、知識　俊樹、澤水　千恵、
　木村　豊和
　第９師団司令部医務官室

　肥満は、多くの疾病の病態進展や臨床転機に影響を及ぼす。
方面隊では、「年間１％の肥満者数の減少」を目標に掲げてお
り、師団では、令和５年度、肥満隊員を対象に、肥満症診療
ガイドライン 2022 で推奨される、「体重を 3％低下させる」こ
とを目標とし、部隊指導を実施し、1 年間で師団の肥満者を
120 人程度減少させた。しかしながら、一律の減量施策では、
減量ができない層があることが判明した。
　部隊の健康管理の現場では、担当する中隊長等から聞かれ
る問題点に、「肥満に対する隊員個人の意識改善の難しさ」が
ある。個人の意識改革と行動変容がなければ、肥満改善に導
くことは容易ではないが、肥満隊員に関する個人特性に関す
る研究や意識調査は少ない。そのため、師団では隊務計画の
中に、「BMI 25 以上の隊員を対象に減量に向けた意識阻害要
因に関するアンケートを行うこと」を明記し、アンケート調
査を行った。
　今回、このアンケート調査を利用し、個人特性や意識要素、
健康診断や体力検定結果の関連を検討した。なんらかの減量
を阻害する意識要因が存在する場合は、その応じた保健指導
を行うことが期待される。また、若年で定年退官を迎える自
衛官において、健康診断結果との関連のみならず、肥満
（BMI や腹囲）と運動能力との関連を明らかにすることは、壮
健性のみならず、持続性・精強性を目指す部隊においての減
量への動機づけに有用な情報になるだろう。発表を通して議
論を深め、部隊の健康管理に役立てることができれば幸いで
ある。

肥満隊員における、個人特性や意識要因と、
健康状態や運動能力、減量効果との
関連性の検討 ○岡﨑牧子※１、小林知美※１、市川倫子※１、

　和西里奈子※１、齋藤麗子※１、遊佐順子※１、
　名倉まゆ※２、清水浩※１、宮﨑誠樹※１
　※１防衛大学校総務部衛生課
　※２自衛隊横須賀病院診療部

　将来の幹部候補生を育成する防衛大学校では、１～４学年
が混合で４個大隊に分かれ、合計約 2,000名の学生が学生舎生
活を送っており、さらに職員合わせて約 3,000名が所属する機
関である。年間延べ約14,000名が当医務室を受診し、その95％
が学生である。
　学生が集団生活を送る中で、ゴールデンウィーク明けや夏
期休暇明けには、毎年多数の感染症患者が毎年発生しており、
医務室がその対応に追われるばかりか、授業や訓練、部活に
も影響を与えている。それを受け令和６年５月から、各大隊
の４年生健康係と衛生課の看護師を中心とした相談システム、
いわゆる『バディ―ナース』活動を開始した。これは月１回
の会同をベースに各大隊の健康係が目標を定め、基本的には
学生主体で工夫を行い、各大隊の衛生施策の推進を図ること
を目的としている。バディとなるナースは校内の感染状況や
医務室に受診する疾病・ケガ等の状況を伝え、予防や対策の
アドバイス、また訓練やイベント、時期に応じた助言を行っ
ている。
　バディナースが始まって以降、休暇明けの感染拡大も限局
され、学生の健康管理に関する意識の変化がみられ始めた。
引き続き、将来の部隊衛生の根幹となる学生たちの衛生マイ
ンドの向上を目指して、現在もバディナース活動を構築中で
ある。本発表では、現在の活動状況と今後の課題について報
告する。

○加藤ともみ※１、輿石千佳※１、岡本緑※１、
　笠原茂樹※１、清水浩※１、宮﨑誠樹※１、
　海老沢政人※２、東良子※３
　※１：防衛大学校総務部衛生課
　※２：自衛隊横須賀病院歯科診療部長
　※３：防衛大学校訓練部長

　将来の幹部候補生を育成する防衛大学校では、１～４学年
が混合で４個大隊に分かれ、合計約 2,000 名の学生が学生舎生
活を送っており、さらに職員合わせて約 3,000名が所属する機
関である。
　令和５年度では 1,910 名が歯科治療等で歯科室を受診し、そ
のうち 79％が学生であった。
　毎年５月に２年生及び３年生に対し定期健康診断を行って
いるが、令和６年度の健康診断結果は、２年生の有所見者数は
110名（未処置う蝕歯所有者数 30名、歯石沈着等口腔清掃不良
者数 80 名）、３年生の有所見者数は 67名（未処置う蝕歯所有
者数 23 名、歯石沈着等口腔清掃不良者数 44名）であった。
　令和６年５月より各大隊の４年生健康係と衛生課の看護師
を中心とした相談システム、いわゆる『バディナース』活動
を開始し、歯科衛生士としてもその活動に参加している。歯
科室においてもその一環として「虫歯０人！」「年１回のメイ
ンテナンスを！」を目標に掲げ、まずは受診勧奨を実施して
きた。その他の学生には衛生ニュース等を通じて口腔衛生意
識の向上を図ったり、訓練部と協力して自衛隊横須賀病院か
ら歯科医官を招き指導教官への教育も実施している。
　本発表では、実施した施策やその効果と課題、また大隊の
口腔衛生意識についてのアンケート調査を実施したので併せ
て紹介する。

○大塚　康民
　航空医学実験隊

【背景・目的】航空医学実験隊では航空機整備作業環境に
おける整備員等の健康リスク評価を実施してきた。整備員
等が曝露される化学物質には人体への許容濃度が定められ
ていないものや毒性情報の乏しいものも含まれている。こ
れらの化学物質ついては健康リスク評価を実施できていな
い。そこで、健康リスク評価をできていなかった化学物質
について航空自衛隊で適用できる健康リスク評価手法につ
いて検討する。
【方法】人体への許容濃度が定められていない化学物質の
健康リスク評価を行うための毒性研究の最新技術を収集
し、許容濃度が定められていない化学物質について航空自
衛隊で適用できる健康リスク評価手法を検討する。
【結果及び考察】化学物質の健康リスク評価には、ラット
等の動物を用いた毒性試験結果が用いられている。しかし、
ＥＵ及び米国においては動物福祉、開発費用削減、試験期
間短縮のため、動物を使用しない代替試験法の開発と活用
が進められてきている。代替試験法としては、In silico手法、
リードアクロス、in vitro 試験、In chemico 試験等が開発
され、公的な化学物質管理にも活用されている。一方、我
が国での代替試験法の開発及び活用は限定的である。現在
開発されている代替試験法のうち、許容濃度が定められて
いない化学物質について航空自衛隊で適用できる健康リス
ク評価手法は OECD（経済協力開発機構）が開発した
OECD QSAR Toolbox を活用したリードアクロスを実施す
ることが有効であると考える。

U-29 防衛大学校におけるバディナース活動の試み

U-30 防衛大学校における口腔衛生意識向上の為の
歯科衛生士の取り組み U-31                     航空機整備環境の健康リスク評価に

関する研究
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U-32
○柏田　恵1）、小岩井　和樹2）

　1）立川駐屯地業務隊衛生科
　2）立川駐屯地医務室管理医官兼朝霞駐屯地業務隊衛生科

【概要】
　当駐屯地は高い即応性が求められる航空科部隊主体の駐屯地であ
り、高官の空輸や災害に常に備えなければならない隊員が多く、1 名
の欠員が周囲に及ぼす影響も大きい。もし、医官不在時に新型コロナ
ウイルス感染症及びインフルエンザ（以下、該当の感染症）の罹患が
疑われる隊員が発生しても、常勤医官が不在のために必要な検査及び
投薬ができないのが現状である。その場合、部外病院への受診が必要
であるが、特に営内者は、部外病院への受診や送迎の調整に時間を要
し、治療及び感染拡大防止の遅れが生起する。そこで、医務室で出来
る最大限の貢献をすべきと考え、医官不在時でも該当の感染症に対す
る抗原検査及び投薬ができるプロトコールを作成した。
【社会的背景】
　海上自衛隊では平成23 年からメディカルコントロール態勢の運用を
開始し、医官不在時でも一定の医療行為を衛生員が実施できる態勢を
構築している。また、厚生労働省の施策として、看護師等の医療従事
者が判断実施できる医療行為の可能性を広げることを推進している。
【プロトコールの作成】
　症状・所見から検査の適応を決定後、検査結果によって投薬までを
含むプロトコールを作成し、当駐屯地医務室管理医官と東部方面医務
官の指導及び了解を得た。
【実績】
　令和 5 年 12 月 19 日から開始し、令和 6 年 9 月 1 日現在、21 名実
施した。その間に医療事故や院内感染は起きていない。他にも、プロ
トコールによる医務室での受診により、診療委託費の削減にもつなが
った。また、部隊からは即応性の維持や早期治療に関する一定の評価
を頂いている。
【今後の方針】
　医官不在時でも医務室の実効性のある衛生支援能力を拡大し、即応
態勢の強化に寄与する。

医官不在時における検査・処置に関する
プロトコールの活用

○荒科悠子 上野美紀　楠見ひとみ　佐藤昭太　齋藤克
　防衛医科大学校　防衛看護学講座

【背景・目的】防衛看護学は看護学に防衛省・自衛隊の「任務
の特性」という視点を加えて研究する学問である。現在防衛
医科大学校では、防衛看護学として「災害看護」「国際平和協
力活動における看護」「戦傷病看護」「健康管理（メンタルヘ
ルス含む）」を主要テーマに教育している。今回、保健師養成
における教育の資とするため自衛隊員の「健康管理」に着目し、
研究・報告の動向を文献検討によって明らかにする。
【方法】2013 年以降に発刊された防衛衛生および防衛衛生学会
看護研究収録集より対象文献を選定した。選択基準は、「隊員
の健康管理」及び自衛隊の「任務」または「特性」について
記載があるもの、防衛衛生は看護師を著者に含むものとした。
【結果】防衛衛生は 237件中13 件、防衛衛生学会看護研究収録
集は 349 件中 49件、合計 62 件が抽出された。主な内容は肥満
15 件、喫煙 14 件、生活習慣病 8件、糖尿病 7件、健康意識 7
件であった。全て自衛隊員を対象としており、具体的には健
診患者が 20件、患者が 18件、部隊隊員が 17件であった。
【考察】自衛隊の任務遂行のために隊員の健康の維持増進が必
要であり、病院・部隊に限らず様々な健康管理の研究や取り
組みがなされていた。その成果もあり喫煙者は減少傾向にあ
る。一方で肥満者は改善傾向がなく、継続的な取り組みが必
要な課題と言える。対象として健診患者が多いのは、健診は
自身の健康を振り返り健康意識を高める良い機会であり、介
入のメリットやデータの豊富さが考えられた。今後は、一般
化された尺度を用いた既存データとの比較や縦断的データの
蓄積により、自衛隊の特性が深化され、看護実践へ繋げてい
けると考える。

○岩川 孝志
　海上自衛隊潜水医学実験隊

【背景】深深度飽和潜水（D-Sat）時に筋力発揮課題中に筋力
値の変動が大きくなることから、筋力発揮の安定性が低下す
ることが示唆されている。筋力発揮課題中、脳は筋を活動さ
せる指令を発すると共に、筋力フィードバックを視覚的に確
認するなど、複数の処理を同時に行っている。従って D-Sat
では、これらの処理に関わる脳領域の協調的な活動が出来な
くなることにより、筋力値の変動が大きくなっていることが
仮説として考えらえる。そこで本研究では、大気圧下と
D-Sat において各脳領域の協調的な活動の指標となる機能的
結合値（FC）を比較することとした。
【方法】大気圧下および D-Sat（深度 440m 相当）において、
成人男性 8 名に利き手を用い、最大握力の 20% に相当する静
的掌握運動を 3 分間行わせた。運動の前半および後半の筋力
値から、変動係数を算出した。また、脳波データから低解像
度脳電磁トモグラフィを用い、左右の全ブロードマン領域
（BA）の任意の 2組におけるFCを算出した。
【結果と考察】大気圧下と比較して D-Sat では筋力値の変動係
数が、運動の後半において有意に高値を示した（p<0.05）。こ
のことから、筋力発揮をある程度長く（1分 30 秒以上）行うと、
筋力発揮の安定性は低下することが示唆される。一方、FC は
運動の前半において、大気圧下と比較して D-Sat の方が低値
を示す傾向の組み合わせがあった（左 BA5 と右 BA36。
p=0.081）ものの、運動の後半には有意な差が観察されなかっ
た。従って、D-Sat における筋力発揮の安定性低下は、各脳
領域の協調的な活動が出来なくなって生じている訳ではない
と考えられる。

○新堀　拓1）　上野　美紀2）

　1）自衛隊入間病院看護部
　2）防衛医科大学校　防衛看護学講座

［目的］本研究は、戦闘機パイロットにおける筋骨格系の障害に
関する実態の把握およびその予防教育の示唆を得ることを目的と
した文献検討である。
［研究方法］医中誌、PubMed、Military Medicine の電子データ
ベースにて「Fighter Pilots」「Health education」「筋骨格系」等
の検索語で文献検索を行い、和文・英文文献を検索対象とした。
検索対象期間は、F-35 が航空自衛隊に配備された 2018 年から
2022年 5月とした。除外基準は、事例報告、系統的レビュー等の
２次データの解析、専門家の意見とした。
［結果］採択論文は英文 11 件で、その全てが多国籍軍のものであ
った。空軍では、陸軍と比較し頸部から腰部にかけての上半身で
高い有病率が報告された。また飛行任務制限を受ける最も多い理
由は、頸椎から腰椎の椎間板変性であった。他に、頸部障害指数
と年齢、飛行時間数に有意な正の相関が示された。ヘルメット装
着式統合目標指定システム（Joint Helmet Mounted Cueing 
System：JHMCS）使用時には、頸部筋群の活動量が高くなった。
諸外国軍で実施される健康教育では、過酷なGz動作に耐えるこ
とを目的としたトレーニングが多かった。
［考察］文献検討の結果、戦闘機パイロットは頸部から腰部にか
けての上半身の筋骨格系障害を受けやすい事が明らかになった。
その要因として、長期間の筋疲労の蓄積、機動飛行時の頭部の動
きや姿勢、JHMCS の目標を常に照準上に維持する特性などが推
測される。航空作戦の効率化および障害の予防として、頸部から
腰部にかけての筋力トレーニングを提唱する。具体例として、耐
Gz 動作の向上を目的とした下肢および腹部の運動と、高 Gz下で
の任務遂行能力の維持を目的とした背筋および頸部筋の運動が挙
げられる。

U-33 自衛隊員の健康管理に関する１０年間の
研究動向

U-34 深深度飽和潜水における筋力発揮の
安定性の低下と脳領域の協調的活動 U-35                     戦闘機パイロットが被る筋骨格系障害と

その予防に関する文献検討
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U-36
○水木　健一、三和　直行、櫻庭　悠真、高井　彩也華、
　小西　透、辻本　由希子
　航空自衛隊　航空医学実験隊

１　背景
　　航空自衛隊では関係規則に基づき、航空機に搭乗する者に対し、
低圧室飛行訓練（低圧低酸素訓練及び急減圧訓練）を実施している。
令和５年度より、操縦士に対して定期的に実施する低圧室飛行訓
練を、常圧低酸素訓練装置（Reduced Oxygen Breathing Device、
以下「ＲＯＢＤ」という。）を用いた常圧低酸素訓練で代替する試
行が開始された。
　　本発表では、常圧低酸素訓練の効果等について分析評価した結
果について報告する。
２　常圧低酸素訓練実施状況
　　令和５年６月から令和６年３月までの間に、操縦士３２名に対
し、ＲＯＢＤを用いて常圧低酸素訓練（低酸素回復訓練と視機能低
下訓練）を実施した。その際、訓練効果、低圧室飛行訓練との比
較及び訓練実施手順の評価を行う目的で、被訓練者へのアンケー
ト調査を実施した。
３　所見
　　気圧変化がなく身体への負担が少ない、低圧室飛行訓練と同等
以上の訓練効果が得られるといった肯定的な意見が多くを占めた。
一方、気圧差のない訓練である点に関して、低圧室飛行訓練は廃
止すべきではないという意見もあった。また、訓練の実施要領に
関しては改善の余地があるとの意見もあり、訓練対象者の選定及
び訓練実施要領に関しては更なる検討が必要である。
４　今後の訓練環境の整備について
　　現在、装置の定期整備を国内では実施できず、整備に６か月以
上を要する状況であるため、継続的に訓練を提供するためには複
数台を運用して訓練を実施する必要がある。
５　まとめ
　　常圧低酸素訓練は低圧室飛行訓練の定期訓練を代替することが
可能であるが、常に最低１台の訓練装置を運用する体制を維持す
るため、少なくとも３台の訓練装置を導入する必要がある。

航空自衛隊における常圧低酸素訓練の状況

○丸山　聡、大塚康民、高田邦夫
　航空自衛隊航空医学実験隊

【はじめに】米国では、航空機搭乗員またはその他の者（操縦
士等）が、飛行に関連して負った傷害、疾病、または異常な
生理的状態のことを生理学的事象（Physiological Event：以下、
ＰＥ) と呼んでいる。ＰＥが発生した場合、原因の調査が義務
付けられており、ＰＥの報告は飛行安全に寄与するため、米国
では客観的なＰＥ計測が可能な装置の開発が進んでいる。本
研究は、飛行安全に資するため、操縦者の生体モニタ技術に
関連した最新情報の調査を行ったものである。
【方法】ＰＥと関連した最新の生体情報モニタリング技術につ
いて、既存技術の情報収集を行った他、米空軍研究者、関連
企業から技術動向を入手し情報を整理した。
【結果】２０１７年に米国で急増した航空機酸素システムの故
障や、呼吸用酸素の汚染と思われるＰＥをきっかけとして、
フィンランドやイギリスの企業がマスク内の呼気をモニタす
る低酸素警告装置を開発している。米軍では、実機への導入
を見据え、低酸素だけでなく多重的に操縦者の状態を監視で
きる統合型生体モニタリングシステム（以下、ＩＣＳ）を開発
している。また、機上酸素生成装置（以下、ＯＢＯＧＳ）の製
造会社では、自律的な酸素供給が可能な次世代機上酸素生成
装置を開発している。
【考察】操縦者の生体情報取得技術は、米軍で開発されたＩＣ
Ｓの実用化が近いと予想され、今後の主流になると考えられ
る。ＩＣＳ開発の提携研究先であるＢＡＥシステムズは、日英
伊で開発中の次期戦闘機の設計、開発、製造を行うプログラ
ム参加企業であり、今後注視が必要である。また、将来的に
ＩＣＳとＯＢＯＧＳが連動したシステムになる可能性もある。

○相羽裕子、藏本浩一郎、鶴原亜紀、古川洋樹、堀内有加
　航空自衛隊　航空医学実験隊

【目的】航空医学実験隊では、飛行中の空間識失調検出を目的
として、空間知覚の数理モデル（空間識モデル）に着目し、
操縦者の空間識のリアルタイム推定及び操縦者支援に関する
検討を実施している。本発表では飛行データから操縦者の空
間識を推定する方法について知見が得られたので紹介する。
【方法】空間識モデルのうち、オブザーバモデル（以下「モデル」
という。）を採用することとした。モデルに公開済みのフライ
トデータレコーダデータ（以下「ＦＤＲデータ」という。）及
びフライトシミュレータデータの飛行データ（加速度データ
等）を入力する方法及びモデルの信頼性について検討した。
次に、航空自衛隊操縦者１１名を対象とし、ＰＣベースのフラ
イトシミュレータを用いた過去の空間識失調体験についてデ
ータ収集を行い、得られたデータについてモデルを用いた操
縦者の空間識推定を行った。
【結果】ＭＡＴＬＡＢ® を用いて飛行データをモデルに入力する
ためのスクリプトを作成した。典型的な前庭性錯覚再現デー
タ及び事故時のＦＤＲデータをモデルに入力し、空間識を推
定したところ、概ね先行研究と一致しておりモデルの信頼性
が確認された。航空自衛隊操縦者から収集した空間識失調体
験時のフライトシミュレータデータをモデルに入力すること
により、操縦者の体験と一致した空間識を推定できた。
【考察】主観的な検討のみであった操縦者の空間識を客観的に
評価するための手法を導入するにあたり、典型的な前庭性錯
覚による空間識失調については推定可能であるものの、視覚
性の空間識失調や、空間識失調に関連する注意管理の要因等
を加味するためにはモデルの拡張についての検討が必要であ
る。

○堀内　有加、古川　洋樹、橋本　智、三和　直行、
　岩本　鉄也、上原　矢弓、小西　透、辻本　由希子
　航空自衛隊　航空医学実験隊

１　空間識失調とは
　　空間識失調とは、航空機の操縦者が自機の動きや位置等を正しく
把握できない状態をいう。空間識失調は、航空大事故の要因の１つ
であり、死亡事故の割合も高く、飛行安全上の重要な問題である。
２　空間識ＶＲ訓練導入の背景
　　航空自衛隊では、近年、空間識失調が原因の一つとされた航空大
事故が連続して発生している。空間識失調への対策は、講義やシミ
ュレータ型の装置を用いた訓練で空間識失調に対する理解を深める
こと等があるが、これらの方法は時間や場所の制限があり、頻繁に
実施することが困難である。この欠点を補うため、航空自衛隊では
ＶＲ機材を用いた空間識ＶＲ訓練の試行を開始し、空間識失調に対
する訓練を強化することとなった。
３　空間識ＶＲ訓練の概要
　　空間識ＶＲ訓練は、視覚性空間識失調を体験できるコンテンツを
インストールしたＶＲ機材を用いて行う訓練である。ＶＲ機材は航
空自衛隊の航空機を保有する全ての基地に配分され、その基地に所
属する全ての操縦者が、最低年１回は全コンテンツを視聴すること
となっている。
４　訓練に対する考察
　　被訓練者に対する訓練内容等に関するアンケートを実施し、９６
０名から回答を得た。訓練内容に対する評価は高く、頻度に関して
も適切であるとの結果を得た。一方、新たなコンテンツ作成などの
要望があり、教育効果を保つためにも、継続的な維持更新が必要で
あると考えた。
５　まとめ
　　各基地で空間識ＶＲ訓練を実施した初めての試みであったが、高
い評価を得た。定期的に空間識失調を学ぶことは、空間識失調に対
する理解を深め、飛行安全に寄与するものと考えられる。

U-37 操縦者のインフライト生体情報モニタ技術

U-38 空間識モデルを利用した操縦者の
空間識推定に関する検討 U-39                     航空自衛隊における空間識ＶＲ訓練の

概要と成果
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U-40
○秋山美沙紀1）、溝端裕亮1）、武井史恵2）、髙田邦夫1）

　1 航空医学実験隊、2 防衛医科大学校 化学講座

【背景・目的】航空環境では、加速度や低圧低酸素などの負
荷に晒される。特に戦闘機操縦士は、高い加速度負荷によ
る視覚障害や意識消失の危険があるため、加速度負荷によ
る生体影響の解明が求められている。近年、分子生物学の
分野で注目されているマイクロ RNA は、生体の恒常性維
持及び発がんなど幅広い生命現象において中核因子として
関わるとされ、研究が進められている。スポーツの現場では、
脳震とうの診断バイオマーカーとして唾液中マイクロ RNA
が有用であることが報告された。そこで、遠心力発生装置
による加速度訓練における唾液中マイクロ RNA の変化を
分析し、加速度負荷による生体影響を推測することとした。
【方法】訓練学生21名（平均年齢20.8歳）を対象とし、加速
度負荷前、約 3 時間後及び 20時間後の唾液を採取し、4 種
類 の マ イ ク ロ RNA（miR-107, miR-27a-5p, miR-30a-3p, 
miR-34a-5p）について、リアルタイム PCR 法により分析し
た。解析は、let-7b-5p を内部標準とした⊿⊿Ct 法を用いて、
加速度負荷前の発現量に対する相対定量値を求めた。
【結果・考察】4 種類のマイクロ RNA のうち 1 種類におい
て加速度前後における変動が見られた。miR-107は、負荷前
に比べて 3 時間後は増加傾向（p = 0.09）にあり、3 時間後
に比べて 20 時間後は有意に減少し（p < 0.05）、元のレベル
へと回復することが示唆された。先行研究より、miR-107は、
加速度負荷による脳のダメージ抑制に関わる可能性、スト
レスホルモン上昇によるグルコースの増加と関わる可能性
が考えられる。

加速度負荷時のマイクロＲＮＡの分析に
関する研究

○吉田　聖人1）、髙田　邦夫1）

　1 航空医学実験隊

【背景・目的】疲労は、航空安全の脅威となる G－LOC（加
速度誘発性意識消失）を招く潜在性を有している。神経科
学の分野である脳機能イメージングの１つである fNIRS（機
能的近赤外分光法）は、疲労研究で用いられている。そこで、
G－LOC と疲労の関連性を神経科学の見地から検証できる
可能性がある fNIRS の文献調査を実施した。
【方法】インターネット及び文献により PFC（前頭前皮質）、
M1（一次運動野）、G 耐性筋（下肢筋及び腹部筋）及び疲労
の関係、fNIRS 信号分離法である血流動態分離法について調
査した。
【結果及び考察】PFC 及び M1 の機能低下が中枢性疲労であ
る。PFC の活性化はM1 の機能を上昇させ、M1 の活性化は
G耐性筋を緊張させ、脳血液量を増加させて、G－LOC を防
ぐ。中枢性疲労を認める場合、PFC が活性化しなくなり、
M1 の活性化及び G耐性筋の緊張が困難となり、G－LOC に
陥りやすいと考えられる。血流動態分離法とは、従来の
fNIRS 信号を体動による頭皮血流変化成分である全身性成分
を除くことで脳機能由来の脳血流変化である脳機能成分へ
分離することが出来る技術である。信号分離した例では、
脳機能課題によって脳機能成分の酸素化ヘモグロビン濃度
が上昇し、脱酸素化ヘモグロビン濃度が低下している。下
肢筋の随意運動時の fNIRS 信号を血流動態分離法で、PFC
及びM1 の活性化由来成分である脳機能成分へ分離出来る可
能性がある。脳機能成分の酸素化ヘモグロビン濃度上昇率
及び脱酸素化ヘモグロビン濃度低下率が通常時と比較して
低下していれば、PFC 及び M1 の機能低下で中枢性疲労に
なっていると考えられる。

○島﨑　晴菜、中山　大介、大内　幸広、関　秀明、
　小西　透、辻�本　由希子
　航空自衛隊　航空医学実験隊

１　背景
　　耐Ｇリフレッシュ訓練とは、既に操縦士としての資格を有し、
航空自衛隊の部隊で活躍している戦闘機操縦者に対して実施す
る耐Ｇ訓練をいう。航空自衛隊ではこれまで戦闘機操縦者の養
成課程でのみ耐Ｇ訓練を実施していたが、近年の航空事故発生
状況を踏まえ、資格を有する戦闘機操縦者に対し、より適正な
耐Ｇ動作を習熟させることで、更なる飛行安全の確立に寄与す
ることを目的として、耐Ｇリフレッシュ訓練を試行することと
なった。

２　試行の概要
　　耐Ｇリフレッシュ訓練では、加速度に関する生理学及び耐Ｇ
動作に関する教育と、地上で高Ｇ環境を模擬することができる
遠心力発生装置を用いた加速度訓練を実施しており、加速度訓
練では３つの訓練パターンの訓練内容を実施する（パターン１：
４Ｇ２０秒、５Ｇ１５秒、６Ｇ１０秒、７Ｇ８秒。　パターン２：
８Ｇ１０秒以上　パターン３：６Ｇ３０秒以上）。本発表では、
被訓練者に対して実施した耐Ｇリフレッシュ訓練の内容等に関
するアンケート（６１名が回答）の分析評価結果について報告
する。

３　所見
　　正しい耐Ｇ動作の確認に非常に有用である等の、良好な訓練
効果が得られているという意見が多かった。一方、教育内容、
加速度訓練に対する改善意見、訓練対象者についての修正要望
が散見された。

４　まとめ
　　耐Ｇリフレッシュ訓練は、訓練の目的が達成されており、今
後も継続すべきと考えられるが、訓練の実施要領等の細部につ
いては所要の見直しを実施する必要がある。

○髙澤千智、髙田邦夫
　航空医学実験隊第２部

【背景・目的】航空機操縦者は、特殊な航空環境に晒されて
いる。特に旋回時の過重力により意識を失うことを加速度
誘発性意識消失（Gravity-induced Loss Of Consciousness, 
G-LOC）といい、航空事故の原因となりうる。G-LOC 防止
には、+Gz への耐性（G 耐性）を向上させる必要があるが、
G 耐性は「身体的因子」で変化することが知られている。
身体的因子のうち特に睡眠状態及び気分状態の G 耐性への
影響はよくわかっていない。そこで今回、主観的な睡眠状
態及び気分状態のG耐性への影響について検討を行った。
【方法】飛行準備課程及び戦闘機操縦課程学生46名を対象者
とした。身体的因子の評価は、既存の質問票を用いて、睡
眠状態（過去１ヶ月の睡眠状態（PSQIG）及び調査時点の
睡眠感（OSA睡眠感））及び気分状態（TMD-T 得点）につ
いて実施した。加速度訓練時の G 耐性を表す指標を RGT
値（体に力を入れない状態で視覚症状が現れた時点のG値）
とし、低耐性群（RGT 値＜4G）と高耐性群（RGT 値≧4G）
の 2群に分類し、身体的因子の評価を比較検討した。
【結果・考察】過去１ヶ月の睡眠の質を表す PSQIG 値のみ、
2 群間で有意な差が認められた。そのため、過去１ヶ月の
睡眠の質の低下は G 耐性（RGT 値）を低下させる可能性が
示唆された。一方で、当日の睡眠状態については、訓練に
向け全員が十分な睡眠を取得していたことから、G 耐性と
の関連は検討できなかった。また、気分状態が極端に悪い
者はいなかったことから、気分状態と G 耐性との関連は検
討できなかった。

U-41 血流動態分離法の紹介

U-42 航空自衛隊における加速度リフレッシュ
訓練試行とその所感 U-43 睡眠状態及び気分状態のG耐性への影響
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U-44
○藏本　浩一郎
　航空自衛隊　航空医学実験隊

　現在航空自衛隊の一部の飛行隊では、航空機をえん体運
用している。開けた場所での列線運用と異なり、えん体運
用では狭い屋内で航空機騒音が反響することにより、整備
員及び操縦士の聴力への悪影響が懸念される。そこで、整
備員及び操縦士の聴力保護に資するべく、えん体内での航
空機騒音測定を、小松基地第６航空団で実施した。運用し
ているえん体は３種類あり、ここでは甲、乙１、乙２型と
呼称する。甲型は格納した機体の前方扉のみ開放可能で、
乙１型及び乙２型は機体の前方及び後方扉が開放可能であ
る。内部容積については、乙２型＞乙１型＞甲型の順に大
きい。えん体内の整備作業は２名で行われ、時間及び場所
により騒音レベルの変動が予想されるため、騒音曝露計を
整備員に装着して、エンジン始動からえん体を出発するま
での整備作業中の騒音曝露量を測定した。測定中の等価騒
音レベルは甲型＞乙１型＞乙２型の順に大きかったが、等
価騒音レベルが一番小さい乙２型でも 110 dB を超過して
おり、聴覚保護具の着用が必須であることが判明した。続
いて、聴覚保護具の効果を調べるため、測定時に曝露され
た騒音エネルギーの量を、１日の許容騒音曝露量に対する
比で表すＴＤＥ（Total Daily Exposure）という指標を用い
て評価した。等価騒音レベルが一番大きかった甲型えん体
における整備員２名の、整備作業中（約 15 分間）におけ
る裸耳でのＴＤＥは 56.1 と 60.6 で、１日の許容騒音曝露
量の約 60 倍だったが、遮音性能が 21 dB の聴覚保護具を
使用した時のＴＤＥは 0.44 及び 0.47 となり、１日の許容
騒音曝露量以下となった。

えん体内航空機騒音測定について

○廣川　祥太郎、平井　英恵、金丸　善樹、村田　賢二
　相羽　清彦、西田　香織、犬塚　絵里、奥寺　玲奈、
　丸山　聡、小西　透
　航空自衛隊　航空医学実験隊第３部

　自衛隊には、操縦士をはじめとする航空機の運航に関する業
務を行う航空業務従事者が多く在籍する。操縦士等の身体的又
は医学的異常は航空大事故の発生に関連し、戦力維持だけでな
く航空安全の観点から日常的な航空医学的管理が重要である。
操縦士等の医学的適性検査である航空身体検査は、航空身体検
査に関する訓令（昭和３３年防衛庁訓令第１号）の規定に基づ
き実施される。操縦士等が心身の故障により航空業務に従事す
ることができない場合、航空身体検査合格証明の効力が停止さ
れる。航空自衛隊では、合格証明の効力を停止された操縦士等
の復帰判断を部隊医官が実施するにあたり、効力停止後一定期
間が経過した場合又は判断に専門的な航空医学的知見が必要と
される場合において、航空医学実験隊医学適性審査委員会にお
ける審査を実施している。医学適性審査では部隊医官の判断の
資とすべく、米軍や国土交通省の規則及び事例等を参考とし、
症例毎に医学適性の有無、業務復帰に必要な条件及び復帰後の
医療観察方針について検討を行う。航空自衛隊のみならず、陸
上及び海上自衛隊からの依頼も審査対象とし、昭和３７年以来
延べ３，０００件超の審査を実施している。また、審査とは別
に部隊医官の依頼により、判定に必要な検査・資料・経過観察
期間及び医学適性審査の要否について検討する医学適性コンサ
ルトの対応も行っている。令和５年度は、医学適性審査１５０
件、医学適性コンサルト１３７件の受付実績であった。
　本演題では、医学適性審査に関する近年の動向を分析検討す
るとともに、症例蓄積を踏まえた操縦者等の健康管理に関する
今後の研究について発表する。

U-45 医学適性審査に関する近年の動向
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Ⅶ　メンタルヘルス

○加藤宏明1、岡本大助2、大内謙太郎1

　１陸上自衛隊米子駐屯地業務隊衛生科
　２陸上自衛隊守山駐屯地業務隊衛生科

【緒言】
　発砲事案以降、恐怖心から武器庫に近づくことすらできなく
なった隊員に対する曝露療法の 1例について考察を加え報告する
【事例】
　18 歳、男性、既往歴なし。発砲事案の現場は見ていないが、
以降小銃への恐怖が生じ、小銃の直視だけでなく、武器庫に近づ
くことすらできなくなった。事案 15 日後よりカウンセリング（以
下 Co）を開始し、行動変容へ繋げるため、恐怖に対する否定的
認知への介入を行うとともに、今後の対処について動機づけの強
化を図った。
　異動後の小銃貸与式には参加できなかったが、ラバー銃には触
れることができた。Co で、回避の悪循環、感情や身体症状の程
度の上限や経時的な回復を図示するとともに、曝露療法について
の説明を行い、呼吸法を練習したのちに曝露療法を開始した。段
階的な曝露の過程で、偶然実施されていた武器点検の動作音を予
期しない状況下で認識した。その際、浅呼吸と苦悶表情を認める
も呼吸法を実施することで回復した。その後も段階的な暴露を続
け、最終的には小銃に触ることができた。以降、小銃を用いた訓
練に参加することが可能になった。
【考察】
　本事例は、認知変容の促しと動機づけの強化に取り組んだこと
で、ラバー銃には触ることが可能になったことから、回復傾向に
あったと考えられる。その上で、図を活用して経時的回復を理解
させたこと、不測事態への対応処置として呼吸法を事前に習得さ
せたことにより、段階的な曝露だけでなく予期せぬ強い曝露をも
乗り越えることができ、早期においての小銃への順応が進んだと
考えられた。

○土橋　功昌
　陸上自衛隊小倉駐屯地業務隊衛生科

【目的】睡眠時間が健康に及ぼす影響についてこれまで多くの
報告があるが，睡眠の質に関する同様の研究はほとんどみら
れない。本研究では，自衛隊員を対象に主観的な睡眠休養感と，
睡眠時間および抑うつ症状との関連を明らかにする。
【方法】調査対象は 2024 年４月に陸上自衛隊Ａ駐屯地で定期健
康診断を受検した自衛隊員 889 名で，平均睡眠時間，睡眠によっ
て休養がとれているか（５件法），抑うつ症状（２項目）の有
無に関する質問に回答を求めた。年代別の睡眠時間および睡
眠休養感の有無について，自衛隊員と一般人口を比較した。
また，隊員の睡眠時間および抑うつ症状と睡眠休養感との関
連ついて，統計的手法により解析した。
【結果】自衛隊員で睡眠休養感がない者は5.6％，抑うつ症状が
１つ以上ある者は2.9％であった。自衛隊員の年代別の平均睡
眠時間を一般人口と比較したところ，40 代女性を除き有意な
差はみられなかったが，睡眠休養感がない者の割合は自衛隊
員のほうがすべての年代で有意に低かった。睡眠時間別に隊
員の睡眠休養感の有無を調べたところ，睡眠時間が短いほど
休養感がない者の割合が高くなる傾向にあり，５時間未満で
は半数以上で休養感が得られていなかった。また，睡眠休養
感がない隊員は他の隊員と比べ，抑うつ症状を有する者が有
意に多かった（χ2＝99.36, p<0.001）。
【結論】主観的な睡眠休養感は，一般人口と比べ自衛隊員のほ
うが良好な者が多く，睡眠時間の長さとの関連が認められた。
また，睡眠休養感がないことと抑うつ症状を有することには
有意な関連があることが示唆された。隊員の抑うつの予防お
よびパフォーマンス向上を図るために，睡眠休養感に関する
さらなる研究が求められる。

○敦賀誠一、山下武尊、工藤大和、遠藤秀幸
　陸上自衛隊岩手駐屯地業務隊衛生科

　第 9 偵察戦闘大隊は岩手駐屯地に元々配属されていた自
衛官と今回の改編に伴い弘前駐屯地から異動してきた自衛
官が混在する形で編成された。最近、岩手駐屯地で抑うつ
傾向を示す自衛官が増加しており、改編異動が心的負担と
なり、抑うつに影響を与えている可能性が指摘されている。
そこで、本研究は第 9 偵察戦闘大隊の自衛官を対象に、
SDS（自己評価式抑うつ性尺度）と質問紙調査を実施し、
自衛官の抑うつ傾向を把握することとした。
　SDS を用いた自己評価により自衛官の抑うつ傾向を定量
的に測定し、加えて質問紙調査により、生活環境や仕事の
ストレス、異動による環境変化が精神状態に与える影響を
研究する。
　調査の結果、改編異動をした自衛官に抑うつ傾向が顕著
にみられるならば、これは生活環境や職場環境の変化、更
には新たな人間関係の構築が精神的な負担を増加させたこ
とが一因と考えられる。この調査結果は抑うつ傾向を早期
に発見し、適切な対応策を講じる必要性を示唆している。
特に、改編異動が頻繁に行われると考えられる自衛隊にお
いては異動先の環境への適応が重要な課題となり、改編異
動前後の心理的サポートや新しい環境へのスムーズな適応
を促進するためのプログラムの開発・導入が求められる。
　最終的に、本研究の目的は抑うつ傾向を示す自衛官の早
期スクリーニングとその対応策を確立し、今後の改編異動
における抑うつリスクを軽減することである。

M-1 小銃への恐怖に曝露療法が奏功した1例

M-2 自衛隊員における睡眠休養感と抑うつ症状
との関連 M-3 改編異動が抑うつに及ぼす影響とその対策

（第9偵察戦闘大隊の調査（SDS:自己評価式
抑うつ性尺度）結果より）
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M-4
○濱野理恵、桒原彩央里、西谷涼、新留圭将
　自衛隊横須賀病院

　職場での不適応を主訴にカウンセリングを受けに来る患
者の中には、発達障害の診断は受けていないものの、発達
特性により業務や対人関係に支障をきたしていると推測さ
れるケースは少なくない。
　本症例は当初、漠然とした不安感や職場の人間関係の困
難さを主訴としていたが、背景には急な予定変更に臨機応
変に対応できずに混乱する、場にそぐわない言動で周囲か
ら引かれる等といった、発達障害の傾向がうかがえた。ま
た職場上司からは、指導したことが伝わらず、対応に苦慮
しているという訴えが聞かれた。本人の業務に関する漠然
とした困り感に対しては、心理検査を用いて、自身の特性
や取り組みやすい業務内容について振り返った。また、職
場上司にも検査結果を伝えて情報共有をし、職場側の対応
についてもフォローした。
　本発表では、本人が心理検査の結果を踏まえて自分の特
性について振り返りができ、職場も本人に負荷がかかりす
ぎない配置にしたことで、当初の不安感が改善した事例に
ついて報告する。

心理検査を用いることで発達特性への
自己理解や適した職場配置につながった事例

○大関美香子1）、鈴木碧2）、西浦恵3）、與那嶺敦4）

　1 陸上自衛隊仙台駐屯地業務隊
　2 陸上自衛隊大和駐屯地業務隊
　3 陸上自衛隊信太山駐屯地業務隊
　4 第９航空団基地業務群衛生隊

【はじめに】
　本発表は身体志向アプローチによる新しいメンタルヘルス支援
の実践に関する連続発表である。筆者はその理論的背景と臨床的
実践の概要について報告する。
【概要】
　ポリヴェーガル理論（以下ＰＶＴ）はポージェス博士によって１
９９４年に提唱された自律神経の適応反応に関する新しい理論で
ある。我が国でもトラウマケアに携わる臨床家を中心に広がり、
近年幅広い分野に大きな影響を与えている。
　ＰＶＴの登場以前、自律神経は「交感神経系と副交感神経系の
２つから成り互いに拮抗しながら恒常性を保つ」「交感神経は興奮
（アクセル）、副交感神経は休息（ブレーキ）」と理解され、ストレス
反応の理解や対処に広く適用されてきた。この副交感神経系の中
に２つの迷走神経あると提唱し、交感神経も合わせた３つの神経
系の働きを生物の進化の過程に沿って説明したのがＰＶＴである。
　ＰＶＴは進化論と神経生理学を基礎に置くため、人間の様々な
行動や症状についての神経生物学的な視座を与えてくれる。例え
ば「頭では分かっているのに体が言うことをきかない」「なぜあの
時凍りついてしまったのか」といった個人レベルから「挨拶が安
心感と繋がりを作る」といった集団レベルの現象を説明してくれ
るのである。また、身体志向の心理療法ではＰＶＴを軸とした各
論と馴染みある技法が発展してきており、特にトラウマ反応の治
療を中心に効果を発揮している。
　ＰＶＴを中心とした各論に基づく新しいメンタルヘルスの実践
は、駐屯地臨床においても個人の心理療法のみならず集団向けの
心理教育など、対象やニーズに合わせ展開され始めている。当日
は臨床実践の広がりについて、その可能性と併せて紹介する。

○鈴木碧1）、大関美香子2）、与那嶺敦3）、西浦恵4）

　１陸上自衛隊大和駐屯地業務隊
　２陸上自衛隊仙台駐屯地業務隊
　３第９航空団基地業務群衛生隊
　４陸上自衛隊信太山駐屯地業務隊

【はじめに】
　本発表では、ポリヴェーガル理論（以下ＰＶＴ）を部隊のメンタ
ルヘルス教育において活用した一例について報告する。
【概要】
　従来のストレスマネジメント教育では、自律神経は緊張している
ときに働く交感神経とリラックスしているときに働く副交感神経の
２つに分けられるとの考えに基づいたストレス反応の理解や対処に
ついて説明してきた。筆者はそこにＰＶＴの視点を取り入れ、安心・
安全感をもって仲間とつながるきっかけとなることを目的の１つと
して教育を試みた。
　ＰＶＴでは従来の自律神経の働きに加え、副交感神経は背側迷走
神経複合体と腹側迷走神経複合体の２つに分けられるものとし、背
側迷走神経複合体では危険に対する生命を維持するための凍り付き
反応について、腹側迷走神経複合体では安全・安心に対する社会交
流システムの活性化作用について提唱している。腹側迷走神経複合
体による社会交流システムが活性化しているとき、人間は穏やかな
呼吸、柔らかな目の輝きなど、より良い人間関係を築いていくため
の身体反応が起こり、安全・安心感のなかで協働関係を築いていく
とされている。よって、腹側迷走神経複合体における社会交流シス
テムを活性化させることは、個人間の良好な人間関係を構築する一
助につながり、ひいては職場全体の心理的安全性を高めることを促
進すると考えられる。
　本教育では、従来のストレスマネジメント教育に加え、ＰＶＴにつ
いての説明と腹側迷走神経複合体の働きを活性化するためのワーク
を実施し、部隊における協働関係が促進されるよう働きかけた。当
日は教育の詳細と成果について報告する。

○與那嶺敦1）、大関美香子2）、鈴木碧3）、西浦恵4） 
　１第９航空団基地業務群衛生隊
　２陸上自衛隊仙台駐屯地業務隊
　３陸上自衛隊大和駐屯地業務隊
　４陸上自衛隊信太山駐屯地業務隊

【はじめに】
　心理面接では、職場の対人ストレスに起因して、えずく事例が散見
される。それは交感神経の亢進による、闘争逃避のための身体反応で
ある。概して本人には感情や付随する認知への気づきが薄い。そこで、
アプローチの容易な身体感覚から扱い、徐々に感情や認知へと広げて
いく、ボトムアップ型の脳内処理は理にかなっている。今回、身体志
向である TFT（思考場療法）および EMDR（眼球運動による脱感作
と再処理法）を用いてパワーハラスメント被害の影響を減じた事例を
提示し、身体志向アプローチの有効性を考察する。
【事例概要】
　４０代男性Bは、職場で書類について先輩から立たされたまま強い
叱責を受けた。第 I 期：不快な身体反応（えずきを含む）を TFT で
軽減させ、それを日常でもセルフケアとして続けてもらった。当初 B
は先輩との関係修復を願っていたが関係はこじれていき、修復をあき
らめて異動時期を迎えた。第 II 期：異動先で業務に慣らしながら、
先輩に対する感情を EMDR で解放した。第 III 期：被害場面で助け
てくれなかった上司への怒りが中核に現れ、処理後に統合的な修復へ
向かった。
【考察】
　身体に閉じ込められていた感情エネルギーの解放にあたっては、
徐々に進めたおかげで日常での動揺や行動化を予防できたと考える。
まずは TFT で身体感覚に絞って介入し、日常でのコントロール感を
高めた。続いて、先輩から離れた安全感を基に、本来なら被害場面で
叶えたかった望みが表現された。それを EMDR によりイメージ上で
叶える過程において、当初「俺は大丈夫」と唱えるだけで実感の伴わ
なかった認知も、最後には「今日から気負わずにいけそう」と緩んだ。

M-5 身体志向アプローチによるメンタルヘルス
支援の試み①
‐ポリヴェーガル理論を中心とした各種理論に
基づく臨床実践の広がり‐

M-6 身体志向アプローチによるメンタルヘルス
支援の試み②
‐ポリヴェーガル理論を活用し心理的安全性の
高い職場環境作りを目指した教育の一例‐

M-7 身体志向アプローチによるメンタルヘルス
支援の試み③
‐パワーハラスメント被害に対しTFTおよび
EMDRを適用した事例‐
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M-8

○西浦恵1）、大関美香子2）、鈴木碧3）、與那嶺敦4）

　1 陸上自衛隊信太山駐屯地業務隊
　2 陸上自衛隊仙台駐屯地業務隊
　3 陸上自衛隊大和駐屯地業務隊
　4 第９航空団基地業務群衛生隊

【はじめに】
　トラウマは、心身の状態や行動、人間関係等の様々な面に影響を及
ぼし、ＰＴＳＤのみならず、各精神疾患や問題行動、犯罪の背景とし
て存在していることもある。トラウマ関連障害の改善や回復に特化し
た心理療法（以下、トラウマセラピー）は、ＰＴＳＤ治療の文脈で扱
われることが多いが、広範なトラウマ反応や神経生理学的反応が生じ
ている者への適用は可能である。また、長期反復的なトラウマ体験を
有する場合には、さらに多岐にわたる複雑な影響をもたらすことがあ
るため、トラウマケアを安全に提供するには、トラウマセラピーとト
ラウマ関連の理論への深い理解と高度な技術が求められる。
　本発表は、精神症状により訓練及び勤務に支障をきたした自衛官に
対し、ＳＰ（Sensorimotor Psychotherapy）をはじめとする複数のト
ラウマセラピー等を適用した事例を報告するとともに、トラウマケア
技術の修得について考える。
【事例概要】
　４０代男性Ａは、パニック症状により訓練等に必要な装備の装着が
困難となった。ＳＰ等の複数の心理療法を適用し、ＳＵＤ（主観的障害
単位尺度）等の点数が減少するとともに、装備装着への抵抗感が減弱
し、訓練への参加が可能になった。
【考察】
　身体志向のトラウマセラピーを導入することにより、トラウマ反応
を起こしている身体感覚に気づき、その変化を体感することで、苦痛
が和らぐ過程と結果を体験することができる。不快な身体反応に対し、
クライエント自らができるアプローチを得られる機会にもなってお
り、症状の減弱だけではなく、自己コントロール感や自己効力感の回
復と段階的な訓練への復帰に対する意欲にもつながり、総じて症状の
改善につながった可能性が考えられた。

身体志向アプローチによるメンタルヘルス
支援の試み④
‐ＳＰ等を適用した事例とトラウマケア技術の
修得について‐ ○岡村　綾1、藤堂弥生2、光田　美智2

　自衛隊中央病院診療科1　自衛隊中央病院診療技術部2

　自衛隊中央病院リハビリテーション科では、脳卒中や頭部
外傷後の高次脳機能障害者に対するリハビリテーションも
行っている。他院での回復期リハビリテーション終了後にＡ
ＤＬ自立しているが高次脳機能障害により復職できない自衛
隊員に対しては、事前診察所見及び状況に応じて短期間リハ
ビリテーション科入院とし、訓練実施することもある。その
後外来でも高次脳機能訓練やレディネスも踏まえた復職訓練
を行い、発症から 1～ 2 年かけて復職につなげている。高次
脳機能障害者での復職に関しては、レディネスはもちろんの
こと病識の獲得や実際の職業能力評価も必要であり、職場に
求められる能力に応じて訓練を行い、必要時に職場転換も行
いつつ、職場への出勤訓練にて求められる作業ができている
かなど職場に評価を仰ぎ、問題なさそうなら復職可能と判断
している。
　高次脳機能障害者への復職訓練と同様に、当院精神科でも
精神疾患（特に気分障害）に対する復職訓練（リワーク）は
行われている。しかし、リワークでは職業能力というよりは
安定して職場出勤できることが重要視されている印象がある。
　現状、両疾患とも職業能力という面では同様に低下してい
るものの、高次脳機能障害者の復職はハードルが高い。これ
は高次脳機能障害者の職業能力低下が発症をもって急激に低
下することに比べ、精神疾患患者が在職時から次第に職業能
力低下していたり仕事によるストレスで発症したりすること
と関連があるかもしれない。
　当科経験症例を通じ、自衛隊における復職をどう行ってい
くべきかを検討し、発表する。

○大関　美香子
　陸上自衛隊仙台駐屯地業務隊

　１９７８年に臨床心理学者のフィッシャーにより提唱された
「協働的アセスメント（以下CA：Collaborative Assessment）」は、
従来、クライアントの心理学的障害の診断や介入方針の策定の
ために専門家が「情報収集モデル」で用いてきた心理アセスメ
ントのあり方に大きな変革をもたらした。専門家とクライアン
トが心理アセスメントを通じて有益な理解に達するよう協働す
るアプローチは、心理アセスメントのプロセスにおける発見や
結果を両者で共有しながらクライアントの自己理解や今後に役
立てるものへ変えたのである。その後、臨床心理学者のフィ
ンが１９９３年に半構造化された協働的アセスメントを「治療
的アセスメント（以下 TA：Therapeutic Assessment）」と名付
け、さらなる発展と精緻化を遂げた。現在これらのアプローチ
は総称して「協働的／治療的アセスメント（以下 C／TA：
Collaborative／Theraperutic Assessment）」と呼ばれている。
　C／TA には となる手法やケース概念化及び介入に役立つ
各種構成概念や理論（自己認識論、ナラティブ、足場架け、
変化へのジレンマ、恥、愛着理論、認識論的信頼、学習性無力感、
トラウマと解離、ポリヴェーガル理論等）も組み込まれている。
駐屯地の心理臨床ではTAほど構造化された臨床実践は難しい
が、CA のアプローチ内で上記した概念や手法を柔軟に適用し
ながら効果的な心理支援を行うことが可能である。
　これまでの臨床経験において、ハラスメント行為者の再発予
防教育にも CA を併用し、恥への配慮された介入やテスト結
果を段階的に共有しながら心理教育を進めたところ、自己洞
察とハラスメントに関する学び直し（Unlearn）を短期で深める
ことができた。
　当日はそのプロセスと、役立った CA の構成概念や手法等
について紹介する。

○脇　文子1）、斉藤拓1）、野口宣人2）、正司孝太郎3）、
　北野誠人1）、長峯正典1）

　1）防衛医科大学校防衛医学研究センター行動科学研究部門
　2）大阪歯科大学看護学部
　3）人間環境大学

【目的】医療従事者は患者に対して共感的に関わることが求められる
一方で、一部の共感特性はネガティブな心理的反応に関連すること
が知られている。本研究では、医学生・看護学生を対象に共感・コー
ピング特性と心理的反応の関連性を明らかにし、有効な教育介入方
法を検討することを目的としている。
【方法】Time 1 （2020 年 3 ～ 5 月または 2021 年 3 ～ 5 月）において
医学生150名及び看護学生240名に対して自記式アンケート調査を行
い、それぞれ2年後のtime 2 （2022年3～5月または2023年3～5月）
における調査と合わせて 2 回とも回答が得られた者を対象とした。
共感特性の評価に IRI （Interpersonal Reactivity Index）を、コーピ
ン グ 特 性 の 評 価 に Brief COPE (Brief Coping Orientation to 
Problem Experienced）を、心 理 的 反 応 の 評 価 に ProQOL 
（Professional Quality of Life Scale）を用いた。潜在プロファイル分
析を用いて対象者の共感特性及びコーピング特性を分類し、混合効
果モデルを用いて共感特性及びコーピング特性が心理的反応に与え
る影響を分析した。
【結果】潜在プロファイル分析により、対象者の共感・コーピング特
性は 3群に分類され、心理的反応（共感疲労・バーンアウト・共感満足）
に有意差（p < 0.001）が示された。混合効果モデルにより、個人的苦
痛は共感疲労・バーンアウトの上昇及び共感満足の低下、共感的関
心は共感満足の上昇、積極的コーピング及び援助希求は共感満足の
上昇及びバーンアウトの低下、間接的コーピングは共感疲労・バー
ンアウトの上昇へ有意に影響（p < 0.001）することが示された。
【結論】医学生・看護学生において、共感特性及びコーピング特性の
違いにより異なる心理的反応が示され、個人の特性に応じた教育的
介入が有効である可能性が示唆された。

M-9 高次脳機能障害者と精神疾患患者への
復職支援方法の相違について

M-10 協働的アセスメントの併用がハラスメント
行為者の再発予防教育に及ぼす効果 M-11 共感及びコーピング特性が心理的反応に

与える影響について
‐医学生・看護学生を対象とした縦断研究‐
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○山田　浩平、江戸川　祥子、藥師寺　恵美、林　充昭、
　中井　充雄、大村　浩樹、谷井　雄一、刑部　高志、
　伊藤　利光
　防衛医科大学校、陸上自衛隊衛生学校、自衛隊中央病院

【背景・目的】近年、外傷治療における全血輸血の重要性が再
認識されており、米軍をはじめ諸外国軍ではどの血液型の傷
病者にも投与可能な低力価 O 型全血が重宝されている。自衛
隊においても全血輸血の体制・態勢整備が急務であるが、日
本人の抗体価を調べた研究はほとんどない。本研究では、血
液型が O 型の自衛隊員の血清中の抗 A・抗 B 抗体価を測定お
よび分析し、今後の資とする。
【方　法】O 型と判定された自衛官 106 名を対象とし、臨時健
康診断時に採取された冷凍保存血清を用いて、ゲルカラム凝
集法により IgM 及び IgG 抗 A/B 抗体の抗体価を測定、分析
した。
【結　果】IgM 抗 A/B 抗体 256 倍未満は、99.1％（105 検体）、
128 倍未満は 84.0％（89 検体）、64 倍未満は 56.6％（60 検体）
だった。中央値は、IgM 抗 A 抗体で 32 倍、IgM 抗 B 抗体で
16 倍と抗 A抗体の方が高値だった。IgG は抗体価が IgM より
高値を示し、IgG 抗 A/ 抗 B抗体 256 倍未満は、22.6％（24 検体）
であった。年齢別に分析すると、抗体価は年代が上がると中
央値が低下し、20 代では、30 代や 40 代に較べて有意に抗体
価が高値であった。
【考察・結論】血液型 O 型の自衛隊員の抗体価を測定したとこ
ろ、99％以上が米軍基準（IgM抗A/B抗体 256 倍未満）で「低
力価」に該当した。若年者ほど抗体価が高い傾向にあり、年
齢により「低力価」基準内の該当比率が異なることが示唆さ
れた。今後、さらなる大規模な抗体価測定及び抗体価の継時
的な変化に関する研究が期待される。

○菊地誠二、山田浩平、田中雄也、高柳悦史、関根秀一、
　田脇渉、藥師寺恵美
　陸上自衛隊衛生学校教育部

【はじめに】
　衛生学校戦傷治療基幹要員集合訓練の一環で Tactical Combat 
Casual ty Care Course -  Combat  medic ,  Corpsman（以
下 TCCC-CMC コース）（令和６年４月８日～１２日、沖縄県在日
米軍キャンプハンセン）を受講し、一定の成果を得たので教訓を
含め概要を報告する。
【訓練の概要】
　TCCC-CMC コースは、Combat medic, Corpsman（Tier3）を
対象とした、高度なプレホスピタルケアの実践を目的としたコー
スである。米海兵隊第三海兵遠征軍の支援を受け５日間にわたり
参加したコースでは、基本的な救護処置技術から外科的手技、薬
剤投与及び輸血に至るまで幅広く学んだ。
【成　果】
　参加５名は TCCC-CMC コースプログラムをすべて修了し、
TCCC-CMC のプロバイダー資格を付与された。国際標準の最新
の知識・技術を習得するとともに、自衛隊の第一線救護衛生員教
育との類似点や相違点なども学ぶことができた。
【結　語】
　今後 TCCCの教育プログラムを自衛隊における第一線救護に関
する教育等に取り入れるなど、現行の教育内容の深化を図ること
で、国際的かつ最新の知識・技術の標準化が可能となり、科技術
能力の向上並びに他国との連携強化にも貢献できるものと思料す
る。
　他方、現在自衛隊にて実施している手技等において相違点が少
なからず存在することから、日本独自の実情を踏まえつつ、速や
かに反映していきたい。

S-2 Ｏ型血液中の抗Ａ・抗Ｂ抗体価に係る
記述的研究：自衛官106例の血清を用いた分析 S-3                    TCCC-CMCコース参加成果報告

戦傷救護能力向上と第一線救護教育への
反映について

会　長　指　定

○和才　新一、松橋　優介
　自衛隊福岡病院　輸血療法委員会

【緒言】
　本年度、自衛隊福岡病院で西方におけるＤＣＳ班の育成及び隊員間
輸血に関する検討が開始され、隊員間輸血に関して自衛隊福岡病院輸
血療法委員会が担当することとなった。
　しかし病院で隊員間輸血を想定した場合、院内血（自己血採血を除く）
のマニュアルは日赤から供給ができる環境下であるため検討が困難で
あった。
　こおため防衛省・自衛隊の戦傷医療における輸血に関する有識者検
討会にある、医療施設で採血した血液を別の医療施設で輸血する「広
義の隊員間輸血」を基礎として、まずは臨時に編成する採血班（仮称）
をもって採血業務の態勢を構築することが適当と考え案を提示したも
の。
【目的】
　業務態勢を構築するため採血班（仮称）を構成する採血係・製造係
の業務要領を検証
【方法】
　採血から製造までの工程で必要な、白血球除去フィルターを使用し
採血係・製造係の人員・資材、実施手順を具体化する。生血の採血は、
院内の倫理審査で承認済み（受付番号０６－２ 令和６年１１月１日）後、
検証を実施した。
　併せて採血前、ろ過後の血液検査を実施し白血球除去フィルターの
効果を確認した。
【結果】
　予定した編成で業務の手順等を検証し、予定の編成で業務を行う事
が出来る事を確認できた。
　白血球数は製品のカタログに示す 99.998% の除去率の効果もあり、
「０」をカウント、白血球除去フィルターの効果を確認した。
【結論】
　検証により、採血班（仮称）を構成する採血・製造係の業務要領に
ついて具体化することができた。今後は、採血班（仮称）の運用につ
いて検証したいと考える。

S-1 隊員間輸血における採血業務の検討
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S-4
○西田成秀　木下博子　木曽博子　佐藤昌子
　自衛隊那覇病院看護課

【はじめに】当院は、事態対処時島しょ部で発生した患者を九州ま
たは方面区域外の自衛隊病院へ後送するため一時的に収容し、後
送に耐え得る処置・治療の実施を行う医療拠点となる。R6 年 7～
8 月に実施された日米共同訓練において病棟は野外病院隊等と連携
し病院隊病棟班を運営し、収容・後送準備を任務とし治療・看護
を実施した。本訓練を通し外傷患者受入を経験し、看護官として
多くの学びを得た。
【訓練における取り組み】
①　事前教育
　　訓練準備チームを中心に患者を的確・迅速にアセスメントす
る要領を統一化し、その習得を図った。
②　機能別訓練
　　日側よりプライマリーサーベイによる患者初期評価と心肺蘇
生法について教育を実施した。米側 ( 在沖海兵隊衛生 ) による実
戦的な第一線救護、外傷初期診療、患者後送に関する教育に参
加した。
③　総合訓練
　　3 日間 18 症例を受け入れ、患者評価・介入を実践した。また
実践の振り返りと経験の共有を目的に作成したカンファレンス
シートを用いて情報共有を行った。

【成果・教訓】事前教育により患者を体系的に観察し、患者の問題
検索を行う手順と介入について理解を深め、共通の患者評価技法
として習得する事ができた。また米側に対し、患者初期評価の一
連と心肺蘇生法について教育を実施したが、評価技法の概要は共
通しており、日米共同で患者評価を行う場合も、差異は大きくな
いことが分かった。作成したシートを基にした患者カンファレン
スは手技や処置の振り返り等にも活用でき、経験を共有すること
で多くの症例に必要な看護をイメージアップできる機会になった。
今後はチーム力やリーダーシップ向上と共に更なる知識・技術の
向上に努めたい。

那覇病院病棟看護官が日米共同訓練に
参加して得た教訓

○萱嶋理恵、飯塚穂たか、森松祐二、佐々木安代、
　木下博子
　自衛隊那覇病院

　令和４年度防衛３文書の改訂により、自衛隊衛生は各種
事態等における第一線から病院に至るまでの救命率の向上
を第一義とし、所要の能力、特に南西地域を焦点とした体
制強化を求められている。そのなかでＡ病院は南西地域の
医療拠点として、衛生機能を強化・整備することを求めら
れている。しかしながら医療拠点における「所要の能力」
とはどのような能力なのか明確化されていない。 
　平素Ａ病院で働く看護官が事態対処時に医療拠点で働く
際に必要な能力を明確化し、院内教育に反映させる必要が
ある。
　国内では 2013 年に出版された書籍「防衛看護学」以外、
戦傷医療看護に関する文献はない。一方、Ａ病院で働く看
護師は令和４年の開院以来、複数回の医療拠点としての訓
練及び事前教育を経験しており、看護官は基礎教育及び卒
後教育（入校、病院訓練）等で戦傷医療に関する知識・技
術を演練している。そこでＡ病院が実施してきた訓練並び
にＡ病院看護師がこれまでに経験した教育訓練等で必要だ
と感じた能力について整理することで、医療拠点で働く看
護師に必要な能力を導き出すことができると考え、検討し
たので報告する。

○佐藤　圭祐　松本　真弓
　自衛隊札幌病院

１　はじめに
　　自衛隊札幌病院看護部では、ＤＣＳに対応する人員を増やしていく
ことを目的として、手術室経験のない病棟等勤務員を対象に、平成
３１年度からＤＣＳ教育を開始した。また、令和４年度からＤＣＳ
教育修了者を対象に能力の維持・向上を目的としたフォローアップ
教育を実施している。自衛隊札幌病院看護部で実施しているＤＣＳ
教育の概要とこれまでの成果について報告する。

２　ＤＣＳ教育の概要
　⑴　基礎教育
　　　手術室経験のない病棟等勤務員を対象に、２週間の手術室教育
（器械出し看護、外回り看護）を実施する。

　　　また、１日間の部外研修（外傷手術手技トレーニングコース：
Ｃ－ＢＥＳＴ）において開胸・開腹手術の器械出し看護を経験する。

　⑵　フォローアップ教育
　　　基礎教育修了者を対象に、１年目は年４回（４日）、２年目以降

は年２回（２日）を基準として手術室教育を実施する。また、衛
生科部隊が実施する訓練等において自衛隊札幌病院ＤＣＳ班の一
員として、器械出し看護及び外回り看護を実施する。

３　ＤＣＳ教育の成果
　　これまでに１７名が基礎教育を修了し、フォローアップ教育を実
施した。また、教育評価は評価表及び教育終了時アンケートにより
実施した。病棟等勤務員に対してＤＣＳ教育を実施することで、手
術看護に対する関心や理解が深まり、看護能力の向上及びキャリア
形成への一助となっている。

　　また、ＤＣＳ教育修了者が、各病棟等において教育内容を普及する
ことでまだ教育を受けていない病棟等勤務員のＤＣＳ教育参加への
意欲が高まっている。

４　今後の課題
　　ＤＣＳ教育の教育内容及び評価表の妥当性を検討し、より効果的
で質の高い教育を実施していく。

○小島三希子1）　伊藤和哉2）　清住哲郎3）

　１）自衛隊入間病院手術看護課
　２）国立看護大学校　研究課程部
　３）防衛医科大学校病院　救急部

【背景】戦傷医療対処能力向上を目的とした、衛生科隊員等を対象
とする実践的な研修が求められている。特に重症外傷に対するダ
メージコントロール手術（以下「DCS」という。）を行いうる能力
構築の重要性は高まっている。防衛医科大学校では 2013 年よりブ
タを用いた戦傷外科救命処置教育コース（以下「MSTC」という。）
が開催されており、医官及び第一線救護衛生員のみならず、看護
師免許を有する隊員（以下「看護官等」という。技官を含む。）も
積極的に参加し、手術介助について能力構築を図っている。
【方法】手術経験のある看護官等を MSTC における看護実習指導
者とし、手術介助方法を指導している。参加者の手術経験歴を把
握し、参加者全員が経験しうる実践参加型の教育を実施している。
コース終了時に MSTC 全参加者に対し、コース及び教育内容に対
する所感及び要望についての任意の匿名アンケート調査を行って
おり、2023 年 7 月から 2024 年 6 月までの間のアンケートから、看
護官等のデータを抽出し検討した。
【結果】全アンケート計 123 件のうち、看護官等の回答によるアン
ケートは 37 件であった。MSTC に参加した看護官等が「勉強にな
った」と答えた手技は器械出しが最も多く、骨髄穿刺、クラムシ
ェル開胸がそれに続いた。また「有意義であった」との回答は 5
段階評価中、平均 4.89 点であり高得点を示した。自由記述では
「DCSに対する興味が深まった」「器械だしの知識・技術が向上した」
等のフィードバックが得られた。
【考察】本研修は看護官等の戦傷外科における手術介助能力の習得
に効果的であると考えられる。研修の教育効果を高めるために、
事前課題及び到達目標の設定、ITを活用した指導等が検討される。

S-5 医療拠点で働く看護師に必要な能力の検討
～戦傷病看護能力向上に向けた取り組み
　第１報～

S-6 陸上自衛隊札幌病院におけるＤＣＳ教育の
取り組み S-7                     防衛医科大学校におけるMSTC研修の

手術介助指導経験およびアンケート分析から
見えてきたこと
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S-8
○弓田　悠介、濱田　遼介、森　海之助
　自衛隊横須賀病院衛生管理部
　自衛隊横須賀病院診療部

　令和６年度日米共同統合演習（実働演習）（以下「ＫＳ２５」と
いう。）において、自衛隊横須賀病院から沖縄医療拠点と輸送艦「く
にさき」に医官および衛生員が派遣され活動した。主な活動内容
については下記のとおりである。
（１）沖縄医療拠点
　沖縄医療拠点は、自衛隊那覇病院に近接する体育館を臨時病棟
とすることで、病態の安定した傷者を１００名程度収容可能とす
るとともに、陸自野外手術システムを病院と隣接して開設し Role
３として運用された。活動内容としては、拠点付近で発生した傷
者の収容とトリアージ、ダメージコントロール手術（ＤＣＳ）を
含む安定化処置、島嶼部でＤＣＳを施行された傷者の収容および
二期的手術、患者の航空後送訓練を行った。横病から派遣された
６名は、自衛隊中央病院から派遣された外科医官１名を加えて海
自班を構成し、陸自ＦＳＴおよび米海軍の手術班とともにＤＣＳ
班として協同でＤＣＳを実施した。
（２）輸送艦「くにさき」
　「くにさき」は、手術資器材を搭載し海自および陸自から計２チ
ームの手術班を増強することで Role2 として運用された。活動内
容としては、洋上における負傷隊員の救護、洋上でのＤＣＳ、お
よび沖縄医療拠点への後送訓練を実施した。横病から派遣された
医官１名は、陸自ＦＳＴおよび米海軍の手術班とともに洋上での
ＤＣＳ訓練を行い、洋上における手術環境や艦艇医務室に追加で
搭載すべき資器材などのＤＣＳ態勢に関する検証作業を行った。
　今回、自衛隊横須賀病院から派遣するにあたり「分散された状
況下を想定したＤＣＳ班の有用性」の確認および、「海自衛生にお
けるＤＣＳのすそ野を広げる」ことを意識した訓練参加となり、
本訓練より様々な教訓が得られた。本学会で共有することが有用
と考えたため報告する。

令和６年度日米共同統合訓練（実働演習）の
参加報告～自衛隊横須賀病院～
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